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福岡教育大学

○ 大学の概要
（１）現況

① 大学名：国立大学法人福岡教育大学

② 所在地：福岡県宗像市

③ 役員の状況

学長名：松尾 祐作（平成16年4月 1日～平成18年2月19日）
大後 忠志（平成18年2月20日～平成22年2月19日）

理事数：３

監事数：２

④ 学部等の構成

教育学部、教育学研究科

⑤ 学生数：学 部 2,977人（26人）
大学院 209人（36人）
特別支援教育特別専攻科 27人
言語障害教育教員養成課程 12人
附属学校園 2,663人

教職員数：大学教員 201人
大学職員 103人
附属学校園教員 113人
附属学校園職員 35人

（２）大学の基本的な目標等

今日、社会が複雑かつ急激な変化を遂げる中、子供の健やかな成長
と学びを支えるために学校教育を中心とした地域社会全体の教育力を
高めること、及びこのことに関わっている教員・社会人・保護者等に
生涯にわたって学習の機会を提供することは、地域とともにある福岡
教育大学が果たすべき社会的使命である。
福岡教育大学は、この使命を自覚し、教育に関する教育研究を総合

的に行う九州地区の拠点大学として、これからの学校教育を率先して
導くことができる有為な教員の養成と現職教員の継続学習の充実に加
えて、多様な生涯学習機会を創出できる人材の養成に取り組むことを
目的にする。
福岡教育大学は、これらの目的を達成するために、次の６事項を主

な目標として定める。

(1) 現代社会に生起する教育的諸問題の解決に寄与する研究を推進
する。

(2) 多様な専門分野の研究成果をふまえつつ、教育実践を重視した
教育を行う。

(3) 教育研究において附属学校園との連携・協力を強化する。

(4) 現職教員の専門的能力の向上に寄与する。

(5) 教育分野を中心に、生涯学習に関する教育研究を推進する。

(6) 長い歴史と伝統の中で培われた教育研究に関する諸成果を積極
的に地域社会に還元する。
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福岡教育大学

（３）大学の機構図
【運営組織】 「平成１８年度」 「平成１９年度」

監 事 監 事

役 員 会 役 員 会
学 長 学 長
理 事 理 事

学長補佐会議 学長補佐会議

経営協議会 教育研究評議会 経営協議会 教育研究評議会

（運営企画室） （運営企画室）
企画推進室 企画推進室
教育・研究推進室 教育・研究推進室
入学試験改善室 入学試験改善室
予算・財務・施設整備室 予算・財務・施設整備室
就業支援室 就業支援室
学生・就職支援室 学生・就職支援室
社会連携推進室 社会連携推進室
広報企画室 広報企画室

（全学的委員会） （全学的委員会）
安全衛生委員会 教職課程運営委員会
遺伝子組換え実験安全委員会 安全衛生委員会
情報政策委員会 遺伝子組換え実験安全委員会
情報セキュリティ委員会 情報政策委員会
情報データベース運用委員会 情報セキュリティ委員会
ＦＤ委員会 情報データベース運用委員会
交通対策委員会 教授会の下に置く委員会 ＦＤ委員会 （教授会の下に置く委員会）（ ）
紀要委員会 教務委員会 交通対策委員会 教務委員会
国際交流委員会 教育実習運営委員会 紀要委員会 教育実習運営委員会
大学評価実施委員会 学生委員会 国際交流委員会 学生委員会

カリキュラム検討委員会 大学評価実施委員会 カリキュラム検討委員会
（教授会） 教養教育委員会 （教授会） 教養教育委員会

教育学部教授会 入学試験実施委員会 教育学部教授会 入学試験実施委員会
大学院教育学研究科教授会 予算配分委員会 大学院教育学研究科教授会 予算配分委員会

教員選考委員会 教員選考委員会
（センター等運営部） 大学院常任委員会 （センター等運営部） 大学院常任委員会

附属図書館運営部 大学院入学試験実施委員会 附属図書館運営部 大学院入学試験実施委員会
附属学校運営部 附属学校運営部
保健管理センター運営部 保健管理センター運営部
附属教育実践総合センター運営部 附属教育実践総合センター運営部
附属体育研究センター運営部 附属体育研究センター運営部
附属障害児治療教育センター運営部 附属障害児治療教育センター運営部
技術センター運営部 技術センター運営部
情報処理センター運営部 情報処理センター運営部
事務協議会 事務協議会



- 3 -

福岡教育大学

【事務組織】
「平成18年度」 「平成19年度」 「平成18年度」 「平成19年度」

事 務 局 長 事 務 局 長 ｢環境ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ課｣ ｢環境ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ課｣
環境企画係 環境企画係

「総務課」 総務係 総務係 総務課 環境整備係 環境整備係「 」

法規係 法規係 施設運営係 施設運営係

監査係 監査係 管財係 管財係

広報係 広報係
「 」「教務課」 教務企画室 教務企画係 教務課

地域連携係 地域連携係
修学支援係 修学支援係

｢企画課｣ 企画調査係 企画調査係 ｢企画課｣ 免許・実習係 免許・実習係

評価係 評価係

「教職大学院支援室」
「 」支援係 「学生生活課」 学生ｻｰﾋﾞｽ係 学生ｻｰﾋﾞｽ係 学生生活課

生活支援係 生活支援係

留学生係 留学生係
「人事課｣ 人事係 人事係 「人事課｣

｢就職支援室｣ 就職支援係
給与係 給与係 就職支援係

教職支援係
労務係 労務係 教職支援係

｢教育学部・センター課｣ ｢教育学部・センター課｣
「 」「入試課」 入試企画係 入試係 入試課

学部等企画調整係 学部等企画調整係
入試実施係

学術振興係 学術振興係

「 」「図書館課」 図書館企画係 図書館企画係 図書館課
｢附属学校課｣ 附属学校係 附属学校係 ｢附属学校課｣

図書館資料係 図書館資料係
福岡地区附属学校係 福岡地区附属学校係

図書館ｻｰﾋﾞｽ係 図書館ｻｰﾋﾞｽ係
小倉地区附属学校係 小倉地区附属学校係

久留米地区附属学校係 久留米地区附属学校係 ｢情報処理室｣ 情報企画係 情報企画係 ｢情報処理課｣

情報運用係 情報運用係
「 」「財務課」 財務企画係 財務企画係 財務課

予算係 予算係
監事の補佐体制及び内部監査実施組織

出納係 出納係
監 事 → 監事が行う監査 内部監査室 内部監査の

経理係 経理係
の企画立案及び実 室 長：事務局長 企画立案及び

契約係 契約係
施補助。 室長補佐：総務課長 実施。

室 員：監査係長

：学長が指名する者
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福岡教育大学

【教育研究組織 「平成18、19年度」】

教科コース 国語選修
社会科選修

学校臨床教育学コース 数学選修
初等教育教員養成課程 理科選修

心理教育支援コース 音楽選修
美術選修

幼児教育コース 保健体育選修
家庭選修

教科コース 国語専攻
社会専攻
数学専攻
理科専攻
英語専攻
音楽専攻

中等教育教員養成課程 美術専攻
保健体育専攻
家庭専攻
技術専攻
書道専攻

実践学校教育コース

教育学部 「平成19年度」 「平成18年度」

聴覚障害児教育専攻 聴覚障害児教育専攻
福岡教育大学

知的障害児教育専攻 精神発達遅滞児教育専攻

障害児教育教員養成課程 肢体不自由児教育専攻 肢体不自由児教育専攻

視覚障害児教育専攻 視覚障害児教育専攻

言語障害児教育専攻 言語障害児教育専攻

病弱児教育専攻 重複障害児教育専攻

福祉社会教育コース
共生社会教育課程

国際共生教育コース

情報教育コース
環境情報教育課程

環境教育コース
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福岡教育大学

芸術コース
生涯スポーツ芸術課程

スポーツ科学コース

附属教育実践総合センター
学校教育専攻

附属体育研究センター 障害児教育専攻
国語教育専攻

附属障害児治療教育センター 社会科教育専攻
数学教育専攻

大学院 教育学研究科 理科教育専攻
音楽教育専攻
美術教育専攻
保健体育専攻
技術教育専攻

専攻科 特別支援教育特別専攻科 家政教育専攻
英語教育専攻

臨時教員養成課程 言語障害教育教員養成課程(１年課程)

附属福岡小学校

附属小倉小学校

附属久留米小学校

附属福岡中学校

附属小倉中学校

附属久留米中学校

附属幼稚園

附属図書館

保健管理センター

技術センター

情報処理センター
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○ 全体的な状況

（◎印は、平成19年度の取組を指す。)

本学は、子どもの健やかな成長と学びのために学校を中心とした地域社
会全体の教育力を高めること、及び生涯にわたる様々な学習機会を創出す
ることを大学の目的とし、今期の中期目標・中期計画期間においては全学
的な教育改革に取り組んでいる。
学部教育においては、平成19年度にカリキュラムを改善し、さらに平成

21年度の学部再編を決定して現代社会の複雑な教育課題に立ち向かう人材
。 、の育成に向けて教育体制を充実させることとした 大学院教育においても

教員養成機能を強化して教育現場のニーズに応えるため、平成21年度に向
けて現行大学院を改組してカリキュラムを改革し、同時に教職大学院の設
置を目指して取り組んでいる。
また、学生教育の充実にとどまらず、福岡県における現職教員の研修機

能を有する基幹的大学として、教員免許更新制の開始に備え、本学が主導
的に他大学と連携して免許状更新講習を実施する体制を構築した。

（法人の運営）

○ 学長のリーダーシップのもと、本学の経営戦略として、平成17年度に
「福岡教育大学の戦略的取組」を策定した。平成18年度にはこれを再点
検し「福岡教育大学の今後の取組」をまとめた。また、平成18年度は、
全学的な取組が必要な課題として、①教育環境の整備計画、②学生支援
サービスの充実、③競争的資金の獲得のための学内研究プロジェクトの
積極的展開の３項目を公表し、取組を進めた。

◎ 平成19年度の重点課題として、①教職大学院設置に向けた取組、②教
職課程の質的水準の向上、③就職率の向上、④教育研究環境の整備など
について 「今後の本学の運営について」と題して経営戦略を策定し、、
大学構成員に公表し、実行した。

○ 福岡県の教育界等から起用した経営協議会委員の意見を大学運営に活
用し、教職大学院設置準備委員会を設置した。さらに、学生支援、就職
関係等の分野においても、委員の意見を広く反映させ、例えば、学生の
卒業後の進路選択を支援するための組織として 「キャリア支援センタ、
ー」を設置するなどした。

◎ 学外の有識者等の意見を大学運営に反映させるため、教職大学院設置
準備委員会において、福岡県、福岡市及び北九州市の各教育委員会から

、 。委員としての参画を得て 当該委員からの意見を設置構想に反映させた
◎ 次世代育成支援対策法に基づく一般事業主行動計画第１期（平成17～
18年）の取組の結果、平成19年５月に基準適合一般事業主としての認定
を受けた。

（運営組織の見直し）

○ 法人化前に学部に設置されていた４つの分散教授会を廃止し、平成16
年度から学部教授会と研究科教授会を設置・運営し、審議の実質化・効
率化を図った。さらに、法人化前に教授会の下にあった44の委員会を整
理統合し、教員、事務職員及び附属教員が一体化して大学運営に当たる
運営企画室等を設置するなど、運営体制を整備した。

○ 平成18年度から、法人と大学の一体的運営を図るため、全理事が副学
長を兼務することとした。また、学長のリーダーシップの発揮のため、

法人化時に設置された「拡大役員会」を「学長補佐会議」に改編し、こ
れと同時に新規に配置された３名の学長特別補佐をその構成員として位
置づけ、学長補佐体制を強化した。

◎ 学長補佐体制のさらなる充実のため、新規に教職大学院担当の学長特
別補佐を配置することを決定した また 学長の特命事項に対応する 参。 、 「
与」の職を新設することを決定し、関係規程を整備した。

◎ 学部と大学院とが一体となり本学の教員養成機能の向上を図る観点か
ら、初等教育教員養成課程の改組に主眼を置いて教育組織及び学生定員
の見直しを行い、平成21年度に実施に移すことを決定した。

（人事管理）

○ 大学の使命である教育研究の推進と全学的な人件費管理の双方の観点
を踏まえ 「国立大学法人福岡教育大学定員管理方針」を平成16年度に、
策定した。この方針により、毎年度「教員定員運用方針」を策定して、
教員の採用・昇任・移籍等の人事を行った。

○ 事務職員については、平成17年度に人事管理基本方針を策定し、各課
・室の定員の一定割合を事務局全体の定員管理としてきたが、平成18年
度からは平成26年度までの人件費シミュレーションを策定し実行してい
る。

◎ 教員の採用・昇任に関して、４項目（教育活動、研究活動、社会貢献
活動、大学運営への貢献）を適切に評価する人事評価システムを構築し
た。

（外部研究資金の獲得）

○ 平成16年度の「特色ある大学教育支援プログラム（特色GP 」に「障）
害児支援経験を通した教員養成プログラム」が採択された。

○ 各種GP等の外部資金獲得に向けた体制強化のため、平成18年度に理事
（企画・教育研究担当）を室長とする教育・研究推進室を設置し、学内
研究プロジェクトを発展させるための体制を整備した。その結果、新た
に６件の研究プロジェクトを立ち上げた。

○ 教育環境整備の充実を図るために「福岡教育大学教育振興基金」を新
たに設立し、広く社会から寄附を募った。

◎ 教員による職務発明等を本学の知的財産として保護・管理・活用し、
事業化及び外部資金導入に結びつけるための基盤整備として 「国立大、
学法人福岡教育大学知的財産ポリシー」を策定した。

◎ トヨタ自動車九州からの寄附により多目的グラウンドを全面改修し
た。

（評価の充実）

「 」 、○ 平成17年度に 国立大学法人福岡教育大学点検・評価規程 を制定し
さらに平成18年度には、学長からの委任に基づいて点検・評価の企画、
立案及び実施を担う組織として大学評価実施委員会を新設するととも
に、その長として評価担当の学長特別補佐を新たに配置した。これらの
措置により①点検・評価結果に基づく学長の改善命令、②改善状況の検
証及び③当該検証結果に基づくさらなる改善等、PDCAサイクルに基づく
点検・評価システムを確立した。

福岡教育大学
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福岡教育大学

、 「 」、「 」、「 」○ 教員活動評価に関して 平成18年度に 教育 研究 社会貢献
及び「学内運営」の４領域からなる総合的な「福岡教育大学教員活動評
価基準」を策定するとともに、教員活動評価の結果によりインセンティ
ブを付与するとの方針に基づき意欲向上策に関する案を作成し、試行的
評価を実施した。

◎ 教員評価に関する専任組織として、学長を長とする「教員活動評価委
員会」を新設した。そのうえで、平成18年度の試行的評価の結果を基に
上記「教員活動評価基準」を一部修正した基準を用い、研究領域に重点
化して教員活動評価を実施するとともに、優秀者に対して意欲向上のた
めに学長表彰を行うこととした。

◎ 平成21年度に予定している認証評価に関して、学長の発した改善命令に対
する改善報告を求め、改善状況の検証を行い、不十分な点について、さ
らなる改善命令を行った。

（情報公開等の推進）

○ 教育研究等の情報について、本学ホームページのトップに「大学案内
デジタルパンフレット」を掲載し、教育内容や学生生活についての紹介
を行うなど、電子媒体での情報提供を積極的に促進した。また、公開講
座、人材バンク、心理教育相談、障害児に対する臨床サービス、大学の
施設利用等、地域住民が有効に活用できる情報についても、最新の内容
を提供している。

○ 学生や保護者、地域社会及び教育行政機関等が本学に求める情報、要
望及び意見を収集し、より適切かつ有用な情報提供を行うことを目的と
して、本学ホームページのトップに意見・要望等を自由に書き込みでき
る「受付窓口」を開設した。収集した要望や意見等を整理し、広報誌及
びホームページ等で発信する情報の内容を適宜見直した。

◎ 情報公開のために平成18年度までに構築した体制を活用し、学生や保
護者 地域社会及び行政機関等からの要望 情報及び意見等を広報誌 J、 、 「

」 。 、OYAMA通信 や公式ホームページ等による広報活動に反映させた また
「情報誌編集担当者連絡会」を開催し、広報活動の質的向上に取り組ん
だ。

（教育の質の向上）

○ 学部カリキュラムの改善について、①教養教育の改善を目指すこと、
②学校教育と生涯教育を有機的に関連づけ、教員養成の質的な強化につ
ながる精選をすること、などの方針に基づき改善を行い、キャリア教育
やボランティア教育に関する科目を新設するなどした。

○平成17年度に、学生に対する教育効果を向上させるための組織的な取組
を行うために、全学規模のFD委員会を設置した。また、教材の作成を支
援するために、Drop-in Lab.（教材作成支援室）を設置した。

◎ 本学の教員養成機能の向上を図る観点から、初等教育教員養成課程に
「英語 「技術ものづくり」及び「生活・総合」の３つの選修を新設す」、
ることとし、平成21年度に実施することを決定した。

◎ 平成16年度に採択された特色GP「障害児支援経験を通した教員養成プ
ログラム－豊かな人間性と高い指導力を目指して－」は、平成19年度が
最終年度であり、その成果を報告書として公開し、広く学内及び社会に
還元した。

（研究の質の向上）

○ 平成17年度には 教育委員会や学校と連携した研究プロジェクト ３「 」（
件）及び「附属学校園と連携した研究プロジェクト （２件）を立ち上」
げるなど、本学の目的に照らして組織的に研究活動を推進した。

○ 独立行政法人教員研修センター嘱託事業「教員養成モデルカリキュラ
ム開発プログラム」において、平成18年度に「基礎・基本の着実な定着
を図る授業改善研修モデルの開発」が採択され、福岡県教育委員会と共
同で研究を進め、その成果を報告書として公表した。

◎ 上記嘱託事業の平成18年度の研究成果を踏まえ 「若手教員の授業力、
向上のための教員研修モデルカリキュラムの開発」が採択され、福岡県
教育委員会と共同で研究を進め、その成果を報告書として公表した。

◎ 平成18年度に策定した教員活動評価基準（平成19年度に一部修正）の
評価項目を用いて、平成15年度から19年度における各講座・センターの
研究業績数を調査し、その結果を検証したところ、本学の研究活動が平
成18年度以降において量的にも質的にも活性化しており、特に本学の設
置目的に関連した研究業績の割合も高まる傾向にあることが確認でき
た。なお、この検証結果については 「福岡教育大学の研究水準・成果、
に関する自己点検報告書」に取りまとめ、広く社会に公開した。

（学生支援等）

○ 本学のキャンパス内施設は、老朽化が著しく安全性にも問題があった
ため、18年度には、自然科学教棟（第１期）の耐震工事、課外活動施設
の全面改修等、教育研究環境の整備を図った。

○ キャリア支援教育を含む全学的な就職支援体制を強化するため「キャ
リア支援センター」を設置した。また、保健管理センターを学生の「オ
アシス」と位置づけ、リラクゼーションルームの改装や、相談体制の充
実に取り組んだ。

○ 「障害のある学生の支援懇談会」の運営に加え、日本学生支援機構と
連携した「障害学生支援ネットワーク」の構築により、障害学生への支
援をより一層充実させた。

◎ 18年度に引き続き、平成19年度には，自然科学教棟（第２期 、女子）
寮・グラウンドの改修、各棟のトイレ改修を行い、教育研究環境の整備
を図った。

◎ 各講座に教務担当、学生指導担当、就職担当及び学年担当の各教員を
配置するとともに、事務職員との連携を強化した。また 「学生情報総、
合システム」の運用を開始し、教職員が個々の学生の情報を迅速かつ的

、 。確に把握し 履修指導などの支援に活用するための基盤整備に着手した

（社会連携・地域貢献）

○ 平成17年３月の福岡県教育委員会との包括的協定の締結に続き、平成
17年11月には福岡市及び北九州市の各教育委員会とも同様の協定を締結
し、教育分野での社会連携により一層取り組んだ。また、地元の宗像市
及び春日市の各教育委員会との間でも連携協力に関する協定を締結し
た。

○ 子どもたちに自然科学のおもしろさを体験してもらうことを目的とし
て、福岡県内の小・中学生等を対象とした大学等開放推進事業「 Jr.サ“
イエンス＆ものづくり” in 教育大」を毎年度実施した。

○ 本学及び本学学生と地域の学校及び諸施設・機関との有機的連携を推
進するために 「学生ボランティア支援システム （VSS)の機能強化を図、 」
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った結果、ボランティア登録をした学生数が大幅に増加した。
◎ 本学ホームページに「福岡教育大学の社会連携・協力活動について」
のサイトを開設し、本学の社会連携の実績及び「福岡教育大学人材バン
ク」の内容を積極的に情報提供し、社会連携活動をより活性化するため
の条件を整備した。

◎ 福津市教育委員会との間で、共同して教育研究活動を促進するととも
に、地域の学校教育の発展に資するため、連携協力に関する協定を締結
した。

◎ 陸上競技を通した青少年育成により地域社会の発展に寄与するため、
トヨタ自動車九州及び宗像市との間で相互連携協力のための協定を締結
した。そのうえで、青少年を対象とした陸上教室を開催するなど、地域
社会との連携・協力を推進した。

（国際交流・国際貢献）

○ 遼寧師範大学、キャンベラ大学、釜山教育大学校、北アリゾナ大学、
ヴェクショー大学、韓国教員大学校と交流協定を締結している。また、
中央ミシガン大学と短期語学研修の協定を締結している。平成18年度に
は、ヴェクショー大学、韓国教員大学校から研究者を招き、国際シンポ
ジウムを開催した。また、日本フルブライトメモリアル基金米国教育者
との意見交換、釜山教育大学校との学生交流等を実施し、積極的に海外
の大学との交流を促進した。

◎ 開発途上国等の教育水準向上のためのプロジェクトとして、JICAから
NGO「エデュケーショナル・サポート・センター(Edu)」が受託している
「青年研修事業（カンボジア国教育分野：理数科教員 」に係る研修プ）
ログラムの一部を本学において実施した。また、NGO「カリブーニケニ
アの会」とも連携を開始し、アフリカ英語圏理数科教員研修プログラム
を実施した。

（ハラスメント対応）

○ 「ハラスメント防止・対応に関する指針」等、ハラスメント全般に関
するガイドラインを整備した。また、ハラスメントに関する講演会や講
習会を数多く行うとともに、リーフレットやポスター等を作成し配布す
ることにより、その防止に努めた。

◎ 宗像市内の日本赤十字九州国際看護大学、東海大学福岡短期大学及び
本学の３大学によりハラスメント防止研修会を共同実施した。また、年
３回のハラスメント相談員研修会の実施に加えて、ハラスメント相談員

、 。ハンドブックを作成し ハラスメントへの対応体制をさらに充実させた
◎ 教職員及び学生対象のアンケート調査の結果から、ハラスメントに関
する意識が向上していることが確認できた。

（安全管理体制）

○ 大学及び附属学校の安全管理に係るマニュアル及び体制を総合的に整
備した。

○ 各附属学校に防犯カメラを増設するとともに、附属福岡小・中学校に
おいて電子メールを活用した災害時等の緊急連絡網システムを導入し
た。

◎ 防犯監視カメラを大学敷地内に複数台設置し集中管理を行うほか、電
子錠を増設するなど、不審者侵入防止体制を整備・強化した。また、附
属図書館では、カード式入退館システムを新規に導入した。

（附属学校）

○ 毎年度、福岡県から６附属小・中学校に合計30名以上の長期研修員を
受け入れ、福岡県内の現職教員の再教育を行った。この事業を制度的に
明確にするために「福岡教育大学附属学校長期研修員受入規程」を制定
した。

○ 附属学校教員は、福岡県内の公立学校などの研究発表会や教育センタ
ーの公開講座において、全附属学校の総計として年間延べ300回以上に
わたり指導助言者や講師などを務め、地域の教育活動の振興に指導的役
割を果たした。

○ 大学との共同研究を推進するため、教育学部・附属学校共同研究会議
のなかに中等教育研究部、初等教育研究部、幼児教育研究部及び障害児
教育研究部を設置し、各部の委員が中心となり、教職・教科教育と教科
専門が密接に連携して研究プロジェクトを複数立ち上げ、その研究成果
を報告書として発行した。

◎ 教育実習の充実策として、附属教員と大学教員がより密接に連携した
指導体制を構築する等の観点から、学校教育３課程の主免（基礎免）実
習を可能な限り年１回の実施とする方針のもと、平成20年度に向け、ま
ず中学校教員免許取得に係る教育実習について、前期に実施していた実
習を９月に行う方向で改善案を策定した。

◎ 平成18年度に引き続き、少人数学級に関する調査研究（文部科学省委
託事業「新教育システム開発プログラム ）を進め、本学が幹事校とな」
って、本学附属小倉小学校、香川大学附属高松小学校及び山形大学附属
中学校との連携で、少人数学級の教育効果に関する調査を実施するとと
もに、全附属小学校において基本的な生活習慣や学級満足度等に関する
調査を実施し、平成20年５月に報告書を刊行することとした。
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項 目 別 の 状 況

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
運営体制の改善に関する目標①

自主的・自立的な教育研究の発展のために、トップ・マネジメントとボトム・アップの調和がとれた、機動的かつ民主的な大学運営体制の確立を図る。中
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【１】
学長がリーダーシップを ・ 本学の経営戦略として、平成17年度に 学長は､経営戦略の点検

発揮しつつ、大学構成員の 「福岡教育大学の戦略的取組」を策定し を行うとともに､平成20年
意見をくみ上げ、本学の基 Ⅲ た。平成18年度にはこれを再点検し「福 度に実行する重点課題を
本的理念に沿った経営戦略 岡教育大学の今後の取組」をまとめた。 公表する。
の策定を行う。 ・ 教育研究に関して全学構成員の幅広い

意見をくみ上げ審議するために、平成17
年度に教育研究評議会の増員等の組織改
編を行った。

・ また、平成18年度は、全学的な取組が
必要な課題として、①教育環境の整備計
（ ）、画 自然科学教棟や課外活動施設の改修
②学生支援サービスの充実、③競争的資
金の獲得のための学内研究プロジェクト
の積極的展開の３項目を公表し、取組を
進めた。

（平成19年度の実施状況）【１】
学長は、経営戦略の点検を行うと 【１】

ともに、平成19年度に実行する重点 ・ 平成19年度の重点課題として、①教職
課題を検討し、公表する。 Ⅲ 大学院設置に向けた取組、②教職課程の

質的水準の向上、③就職率向上、④教育
研究環境の整備等について 「今後の本、
学の運営について」と題して経営戦略を
策定し、大学構成員に公表した。この経
営戦略を実行するための具体的指針とな
る文書として、大学業務全般の点検結果
に基づき「福岡教育大学の取組」をまと
めた。

・ 上記①の重点課題と不可分なものとし
て、学長のリーダーシップのもとに学部
の教育組織及び学生定員の見直しを発議
し、講座等からの意見聴取や教育研究評
議会での議論を踏まえ、当該見直しを決
定し、平成21年度に実行することを公表
した。

福岡教育大学
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（平成16～18年度の実施状況概略）【２】
重要事項を審議する教授 ・ 法人化前に学部に設置されていた４つ 平成19年度に引き続き、

会の役割を踏まえた意志決 の分散教授会を廃止し、平成16年度から 運営組織の問題点を改善
定システムと運営体制を整 Ⅲ 学部教授会と研究科教授会を設置・運営 する。
備・充実する。 し、審議の実質化・効率化を図った。さ

らに、法人化前に教授会のもとにあった
44の委員会を整理統合し、教員と事務職
員及び附属学校教員が一体化して大学運
営に当たるための運営戦略室（現・運営企
画室）及びセンター運営部を設置するな
ど、運営体制を整備した。

・ 平成18年度から、法人と大学の一体的
運営を図るため、全理事が副学長を兼務
することとした。また、学長のリーダー
シップの発揮のため、法人化時に設置さ
れた「拡大役員会」を「学長補佐会議」
に改編し、これと同時に新規に配置され
た３名の学長特別補佐（入学試験担当、
評価担当及び情報担当）を同会議の構成
員として位置づけ、学長補佐体制を整備
・強化した。

・ 平成18年度には、法人化後に構築され
た運営体制を点検・整備するための学内
調査を実施し、教授会のもとにある委員
会をはじめ、運営組織の現状を把握し、
その改善のために取り組むべき課題を把
握した。

（平成19年度の実施状況）【２】
平成18年度に実施した運営組織の 【２】

活動状況についての調査・検討を踏 ・ 平成18年度に大学運営組織に関して活
まえて、問題点を改善する。 Ⅲ 動の現状及び課題等を調査した結果を踏

まえて、運営組織の活動の継続性及び効
率性を維持したうえで、さらにこれらを
向上させる観点から、教授会のもとにあ
る委員会等及びセンター運営部のあり方
について見直し案を作成し、平成20年度

。から次の事項を実行することを決定した
a)委員会の統合
b)委員の任期・交代制の見直し
c)委員会活動の内容及び実状に対応した
委員定数見直し

d)委員会の性格を踏まえた委員選出
・ 学長補佐体制のさらなる充実のため、
新規に教職大学院担当の学長特別補佐を
配置することを決定した。

・ 学外の有識者の意見を大学運営により
、積極的に反映させる体制を構築するため

学長の特命事項に対応する「参与」の職
を設けることを決定し、関係規程を整備
した。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【３】
大学が保有する知識・情 ・ 平成17年度及び18年度の予算配分において 引き続き、経営資源の有効

報資源、人的資源、物的資 は、１％の効率化係数に対応しつつも、本学 活用・配分策を推進する。
源、財務的資源などの貴重 Ⅲ の教育研究の質・水準の維持・向上の観点か
な経営資源を有効に活用・ ら教育研究費及び附属学校経費の減額幅をで
配分できる体制を確立す きるだけ抑えることとした。
る。 ・ 教育・研究上の人的資源について、平

成16年度に策定した「国立大学法人福岡教
育大学定員管理方針」のもとに役員会が一元
的に管理し、毎年度定める「教員定員運用方
針」により計画的に教員の採用・昇任・移籍
等の人事を行う体制を確立した。

・ 学長のリーダーシップの強化及び法人の経
営戦略の確立を図るため、平成17年度の学長
裁量経費を前年度に比べ約30％増額し、教育
研究内容・体制の改善充実経費を措置した。
また、平成18年度の予算配分においても、運

、 。営企画経費を 平成17年度の２倍に増額した
・ 競争的資金の獲得を目的として、学内公募
により採択した教育研究プロジェクトに重点
的に資金を配分する体制を確立した。

（平成19年度の実施状況）【３】
経営資源が有効に活用・配分され 【３】

ているか検証・評価し、更なる有効 ・ 教育研究を組織的に推進するため、学内研
活用・配分策を推進する。 Ⅲ 究プロジェクトを５件立ち上げ、その経費を

学長裁量経費により措置した。このプロジェ
クトの成果についてヒアリングを実施し、評
価を行った結果、研究を推進するうえでの効
果が確認され、平成20年度も同様に経費措置
を行うこととした。

・ 学長裁量経費の重点的配分により、①教育
環境の整備のための教棟のトイレ改修工事、
②附属図書館の利用者の利便性を向上させる
ための同事務室の移転、③附属図書館におけ
る資産保全・管理のための利用者入退館管理
システムの導入、④会計事務の効率化のため
の事務用電算機汎用システム（財務会計シス
テム）更新を実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【４】
業務運営の質を向上させ 法人化に伴い制定された監査基準及び 確立した内部監査体制のも

ることができる内部監査体 監査要綱に沿って内部監査を実施し、業 と、適正に監査を実施する。
、制を推進する。 Ⅲ 務運営に対する監査体制・機能について

その現況を点検するとともに、平成17年
度に係る業務の実績に関する評価結果を
踏まえて、次の改善措置を講じ、内部監
査体制を推進した。
a)学長の下に監査室を設置し、監査業務
について、対象部局からの独立性や実
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効性を確保した。
b)監事、会計監査人及び監査室職員によ
る監査の役割分担を明確化し、内部監
査機能を強化した。

（平成19年度の実施状況）【４】
ⅰ 「監事監査 「会計監査人によ 【４】」、

「 」、「 」る監査」及び「監査室職員による 監事監査 会計監査人による監査
監査」を、明確に機能分担する。 Ⅲ 及び「監査室職員による監査」のそれぞ

ⅱ 監査室は、上記ⅰの監査機能を れの役割分担に基づいた効率的な監査計
踏まえ、経済性・効率性及び公正 画を策定し、同計画に従って監査を実施
性の観点で監査方針・監査計画を した。その際、特に監査室による内部監
策定し、監査機能の連携・強化を 査（会計定期・特別監査）については、
図る。 経済性・効率性及び公正性に加え、法令

遵守等の視点も踏まえて監査計画を策定
した。そのうえで、監査室職員、監事及
び会計監査人の役割を峻別しつつも連携
を図り、監査機能を強化し内部監査体制
を推進した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【５】
他の国立大学法人との業 他の国立大学法人との業務運営面での 教員免許状更新講習の

務運営面での連携・協力関 連携・協力について、可能性がある業務 平成21年度実施に向けて、
係の充実策を検討しつつ、 Ⅲ についてリストアップすると同時に、九 本学が中心となって県内
それを実行する。 州地区の国立大学間で「九州地区国立大 他大学との連携体制を構

学間の連携の可能性に係る検討会議」の 築する。
結成に加わり、連携事業の具体化に向け
て大学間での協議及び検討を行った。

（平成19年度の実施状況）【５】
「九州地区国立大学間の連携に係 【５】

る企画委員会」の本学担当業務を実 ・ 「九州地区国立大学間の連携に係る企
施するとともに、今後、連携・協力 Ⅲ 画委員会」の「シンポジウム部会 「受」、
の可能な業務を引き続き検討する。 験者に対する合同説明会部会 「防災・」、

環境ネットワーク部会 「紀要等のレフ」、
リー制導入のリポジトリ部会」に本学役
職員を部会員等として派遣し、九州地区
国立大学が連携して業務を行い、特に合
同説明会部会では、本学の理事が部会長
となり運営を主導した。

・ 教員免許更新講習について、九州大学
及び九州工業大学との協議を経て、本学
が実施主体となり連携・協力して実施す
ることを決定した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化
② 教育研究組織の見直しに関する目標

中 社会的要請や教育研究の進展に応じて、柔軟かつ機動的な教育研究組織を構築する。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【６】
教育成果、研究成果の一 ・ 初等教育教員養成課程において教科等 ⅰ 教育学部の教育組織

層の向上のために、他大学 に関する得意分野をもった初等教育教員 及び学生定員の見直しに
・学部との再編・統合を含 Ⅲ を養成するため、教科等の別によるコー 伴う教育・研究組織の整
めて、学部及び大学院にお ス・選修制を導入し、これに対応して教 備を進める。
ける教育・研究組織の在り 育組織を整備した。 ⅱ 教職大学院設置に向
方を検討する。 ・ 教育・研究組織の運営において、教育 けて教育・研究組織の整

・研究機能の一体化を図りつつ機動性及 備を進める。
び柔軟性を確保するために、教育組織と
しての教室を廃止し、教育・研究機能を
講座に一元化するとともに、各講座にお
いて学生への教育指導体制を構築するこ
とを決定した。

（平成19年度の実施状況）【６】
平成18年度に引き続き、学部及び 【６】

大学院における教育・研究組織の在 ・ 学部と大学院とが一体となり本学の教
り方を検討し、改善可能なことから Ⅲ 員養成機能の向上を図る観点から、初等
実現させる。 教育教員養成課程の改組に主眼を置いて

教育組織及び学生定員の見直しを行い、
平成21年度に実施することを決定した。
同時に、小学校における実践的な教育課
題に対応した講座の新設も決定した。

・ 平成18年度に決定した教育研究機能の
講座への一元化を実施するとともに、こ
の新たな教育研究組織体制を定着させ
た。また、学生の教育・指導体制の充実
及び人的資源の活用のため、数学教育講
座と情報教育講座の統合を決定した。

・ 教職大学院の設置に向けて、その教育
・研究組織の立案等の準備を行うため、

、教職大学院担当の学長特別補佐を長とし
同大学院担当予定の教員を構成員とする
教職大学院設置準備室を設置することを
決定し、関係規程を整備した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化
③ 人事の適正化に関する目標

中 限りある人的資源を有効に活用するために、各組織で適正な配置を図るとともに、教職員の流動性の向上や構成の多様化を推進し、各組織の活性化や専門性
期 の向上を目指す。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【７】
教員の採用・昇任に際し ・ 平成16年度に係る業務の実績に関する 構築した人事評価システム

て、４項目（教育活動、研 評価結果を受けて、教員の採用・昇任に により、教員の採用・昇任を
究活動、社会貢献活動、大 Ⅲ 関して 評価対象となる 教育活動 研 実施する。、 「 」、「
学運営への貢献）が適切に 究活動 「社会貢献活動」及び「大学運」、
評価されるような人事評価 営への貢献」の４項目を整理し、人事評
システムの構築を図るとと 価基準（素案）を作成した。
もに、人事に関する不服申 ・ 「国立大学法人福岡教育大学教員人事
し立てシステムを整備す に関する異議・不服申立て手続要領」を
る。 制定し、人事に関する不服申し立てシス

テムを整備した。

（平成19年度の実施状況）【７】
平成18年度までの調査検討結果に 【７】

基づいて、教員の採用・昇任に際し 平成18年度に係る業務の実績に関する
て、４項目（教育活動、研究活動、 Ⅲ 評価結果を受けて、前年度に素案として
社会貢献活動、大学運営への貢献） 作成した人事評価基準について、その内
を適切に評価する人事評価基準を整 容をさらに精査したうえで確定し 「国立、

」備する。 大学法人福岡教育大学教員選考基準内規
において明文化するとともに 「国立大学、
法人福岡教育大学教員選考手続要項」の
整備を行った。この取組によって、教員

、 （ 、の採用・昇任の際に ４項目 教育活動
研究活動、社会貢献活動、大学運営への
貢献）を適切に評価する人事評価システ
ムを構築した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【８】
教員の任期制及び教授の 教員の任期制及び教授の昇任人事にお 大学運営上の戦略的な観点

昇任人事における公募制の ける公募制の導入状況に関して、教員養 から今後新設するポストにつ
導入の可能性について調査 Ⅲ 成系大学を対象として調査を実施すると いて、任期制の導入の可否を
・検討する。 ともに、全講座等を対象として意見聴取 検討する。

を実施した。この結果を踏まえて、教員
組織の活性化という観点から、任期制導

。入の可能性を中心に検討することとした
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（平成19年度の実施状況）【８】
平成18年度の調査結果を基に、引 【８】

き続き任期制及び教授の昇任人事に 教員養成系大学の平成19年度における
おける公募制の導入について検討す Ⅲ 任期制の導入状況について再度調査を行
る。 った。さらに、平成18年度に行った学内

の意見聴取において、任期制導入に関し
て積極的であった部局に対してヒアリン
グを実施した。この結果も踏まえ、以下
の結論を得た。
a)大学運営上の戦略的な観点から新設す
るポストについては、任期制の導入が
可能であること。

b)教授昇任人事における公募制について
は、講座の教員配置・構成の上から、
現時点では導入の可能性が低く、本学
における教育研究の将来展望及び教員
の配置構想を今後具体化するなかで再
検討が必要であること。

（平成16～18年度の実施状況概略）【９】
外国人や女性等の教職員 ・ 本学職員のうち、女性、外国人及び障 一般事業主行動計画の第２

採用の促進に向けて、環境 害者に関して、職種、勤務内容及び勤務 期行動計画の取組を進めるな
や条件を整備する。 Ⅲ 場所等の勤務条件の多様性に配慮しつつ かで、引き続き、仕事と家庭

労働実態の調査を行った。その結果、採 生活の両立が容易となるよう
用時の条件及び採用後の待遇について、 に職場環境や労働条件を整備
格差等の大きな問題はないことが確認さ する。
れた。

・ 職場環境に関する調査では、さらなる
充実・改善を求める意見のあることが確
認された。

・ 次世代育成支援対策法に基づき「福岡
」 、教育大学一般事業主行動計画 を策定し

仕事と家庭生活の両立を可能とするため
の支援策を講じるとともに、快適な職場
環境の形成に積極的に取り組んだ。その
結果、基準適合一般事業主としての認定
を受けた。

（平成19年度の実施状況）【９】
平成18年度に行った調査結果を整 【９】

理し、再度女性職員の職場環境につ 平成18年度に実施した職場環境に関す
いて調査を行い、必要な措置につい Ⅲ る調査や、特に女性職員を対象として平
て検討し 必要なものから実施する 成19年度に開催した「女性職員の職場環、 。

」 、境改善に関する懇談会 の結果に基づき
育児休業を取得しやすく、かつ職場復帰
がスムーズになされるように、育児休暇
・育児休業支援プログラムを確立し 「出、
産・育児支援リーフレット」を作成して
学内周知を図った。さらに、休暇制度等
の充実を図り 「就業規則Q&A〔通勤時間、
・休暇編 ・ 仕事と家庭の両立支援編 」〕〔 〕
の第一次改訂版を発行するなど、仕事と
家庭生活の両立支援のために職員の意識
啓発に努め、職場環境の整備を図った。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【10】
一般公募による事務職員 一般公募による事務職員採用の可能性 特に専門知識が必要な職種

の選考採用について検討す Ⅲ について、他大学の情報を収集するとと 等の配置が求められる場合に
る。 もに、特に専門性が求められる職種にお おいて、一般公募による事務

ける職員採用の必要性について、本学の 職員採用を検討する。
現況等を調査のうえ分析・検討した。そ
の結果を踏まえ、また本学の将来構想や
九州地区の人事交流の状況を勘案するこ
とにより、当面は専ら国立大学法人職員
採用試験を利用し、特に専門知識が必要
な職種等の配置が求められる場合には一
般公募の導入を検討することとした。

（平成19年度の実施状況）【10】
(17・18年度に実施済みのため、19 【10】
年度は年度計画なし) 平成19年度においては、特に専門知識

の必要な職種等配置が求められる状況は
生じなかったことから、一般公募の導入
に関する検討は行わなかった。

（平成16～18年度の実施状況概略）【11】
事務職員の専門性の向上 ・ 法人化後の大学経営やリスクマネジメ 引き続き、平成18年度に策

のために、多様で効果的な ントに必要な研修・セミナ－に関する情 定した「研修基本方針」に基
研修の機会を確保し、実施 Ⅲ 報を収集したうえで、職制・業務内容に づき研修を実施する。
する。 応じて有益な研修項目等を精選し、事務

職員の研修を実効的かつ効率的に実施し
た。

・ 大学経営上及び教育研究上のリスクマ
ネジメントの観点から、個人情報保護法
への対応や、ハラスメントの防止・相談
等、内容が多様かつ効果的な研修会を実
施した。

・ 平成18年度には「国立大学法人福岡教
育大学事務系職員研修基本方針」及びこ
れに基づく「国立大学法人福岡教育大学
事務系職員研修基本計画」を策定し、研
修におけるPDCAサイクルを確立した。

（平成19年度の実施状況）【11】
平成18年度に策定した研修基本方 【11】

「 」針に基づき研修を実施する。 ・ 平成18年度に策定した 研修基本方針
Ⅲ 及び「研修基本計画」に基づき 「平成19、

年度国立大学法人福岡教育大学研修計
画」を策定し、多様な研修を実施した。

・ 特にリスクマネジメントを重視する観
、 、点から 教員を含む全職員を対象として

宗像市内の２大学と共同でハラスメント
防止研修会を実施した。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【12】
事務職員の専門性の向上 「九州地区国立大学法人等職員人事交 引き続き、計画的な人事交

と組織の活性化のために、 流協定」を積極的に活用し、他大学及び 流を行う。
他大学や文部科学省等との Ⅲ 文部科学省との協議に基づき人事交流を
計画的な人事交流を行う。 実施した。特に平成17年度には、事務職

員の専門性の向上及び組織の活性化を図
る観点から、従来の人事交流計画を見直
し 「平成17年度福岡教育大学事務職員人、
事交流計画」を策定した。そのうえで、
交流実績が豊富な九州大学のほか、近隣
の九州工業大学及び佐賀大学とも協議を
行い、人事交流を推進した。

（平成19年度の実施状況）【12】
人事交流計画に基づき、有意義な 【12】

人事交流を進める。 「九州地区国立大学法人等職員人事交
Ⅲ 流協定」に基づき、平成19年４月１日付

で大学間相互で事務職員の派遣及び受入
を行った。また、文部科学省に研修生1名
を派遣し、事務職員の専門性の向上を図
った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【13】
全学的な人件費管理のシ ・ 大学教員については、次のとおり人件 定員(現員)管理の将来

ステムを構築し、教員及び 費管理及び人事配置のシステムを構築し 予測を立てた上で、教職
事務職員等について、各組 Ⅲ た。 員の適正な人員配置を行
織への適正な人員配置を行 a)大学の使命である教育研究の推進と全 う。
う。 学的な人件費管理の双方の観点とを踏

まえ 「国立大学法人福岡教育大学定、
」 。員管理方針 を平成16年度に策定した

当該方針のもと、大学の中・長期的ビ
ジョンに基づき、かつ教授会の意向を
踏まえて、大学教員の定員を決定する
こととした。

b)上記「定員管理方針」のもと、年度毎
に各講座等の教育研究上及び人員配置
上の課題を検討して「教員定員運用方
針」を策定し、中期目標の達成を視野
に入れて昇任・採用人事を行う体制を
整備した。

・ 事務職員については、次のとおり人件
費管理及び人事配置のシステムを構築し
た。
a)平成17年度に人事管理基本方針を制定
し、各課・室の定員の一定割合を事務
局全体の定員管理としてきたが、平成
18年度からは、平成21年度までのシミ

、 。ュレーションを策定し 実行している
b)平成17年度及び18年度には、人員の減
少を視野に入れつつ、各課・室の業務

、の量的バランス及び必要性等を考慮し
課の統合等により事務組織を大幅に再
編した。そのうえで、平成23年度まで
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の人件費シミュレーションに基づきつ
つ、適正かつ効率的な業務運営を担保
する観点から採用・昇任及び人員配置
を行った。

（平成19年度の実施状況）【13】
学長は定員(現員)管理の将来予測 【13】

を立てた上で、教員にあっては、教 教員については 「国立大学法人福岡教、
育研究上の観点から、事務職員にあ Ⅲ 育大学定員管理方針」に基づき、平成20

「 」 。っては業務上の観点から、採用・昇 年度の 教員定員運用方針 を策定した
任人事、人員配置を行う。 また、教育研究を推進する観点から、平

成21年度の教職大学院の設置に向けた取
組の一環として、同大学院に配置する教
員の採用・配置換のため、再度、平成26
年度までの人件費シミュレーションを行
い、各組織への適正な人員配置を行う計
画を立てた。さらに、事務職員について
は、平成26年度までの人件費シミュレー
ションを行い、平成20年度末に団塊世代
の職員が大量に退職することを見通して
採用・昇任人事及び人員配置を行った。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化
④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 事務組織や職員配置の見直しを行うとともに、事務職員の専門性の向上を図り、各種事務処理の効率化・合理化を進める。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【14】
機能的な大学運営を可能 ・ 法人化後の事務組織の業務実態等の調 引き続き、事務組織の見直

にするために事務機構全体 査を実施し、その結果を踏まえて今後の しを行う。
を見直し、組織再編につい Ⅲ 職員配置のあり方について検討を行い、
て検討する。 平成17年度には、①企画課と評価課の統

合、②人事課の新設、③総務課機能の強
化及び企画課業務の整理、などによる大
幅な組織再編を実行した。

・ 平成18年度には、団塊世代の事務職員
が大量に退職する激変期を視野に入れ、
人件費シミュレーションを行うととも
に、再雇用制度の運用方法や新人職員の
採用計画を踏まえつつ、今後の事務組織
のあり方を検討した。

（平成19年度の実施状況）【14】
事務組織を検証し、事務機構全体 【14】

の再編の長期計画について立案す 事務機構全体の再編の長期計画につい
る。 Ⅲ ては、次期の中期目標・中期計画期間に

おける事務組織に関して、課の統合・再
編を立案した。また、平成21年度に教職
大学院を設置するために、新たに「教職
大学院支援室」を立ち上げた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【15】
事務処理の効率化・合理 事務処理の効率化・合理化の観点から 引き続き、可能な業務につ、

化のため、可能な業務につ 外部委託が可能な業務をリストアップし いてアウトソーシングを進め、
いてはアウトソーシングを Ⅲ 外部委託計画を策定し、実行した。この る。
進める。 うち、外部委託したカーゲート及びホー

ムページの維持管理業務については、検
証の結果、学内交通安全対策及び広報活
動の充実に資することが確認された。ま
た、外部委託計画の見直しにより、平成
19年度から実施する事項として、①授業
料納付の利便性を高め、授業料徴収業務
の効率化や徴収業務費の削減につなげる
ために、授業料の口座振替を取り扱う金
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融機関の範囲を郵便局及び全銀行に拡大
すること、②警備業務の一部を再雇用職
員に振り替えること、を決定した。

（平成19年度の実施状況）【15】
平成18年度に実施した外部委託業 【15】

務について検証を行うとともに、再 ・ 警備業務の複数年契約化や、授業料徴
雇用職員の業務との調整をとりなが Ⅲ 収業務を代行する金融機関の範囲拡大に
ら外部委託を実施する。 より、事務処理の効率化・合理化が図ら

れた。
・ 再雇用職員による警備業務の実施によ
り経費の軽減を実現した。また、当該再
雇用職員の業務内容として、構内駐車違
反者への対応を追加したことにより、学
内交通安全対策において改善をみた。

・ 法人化に伴い増加傾向にある法律問題
に適切に対処するとともに、法令遵守や
法的紛争防止などの視点から大学経営を
堅実に展開するため、専門家・有識者と
しての弁護士との関係を強化するべく、
従来のスポット契約を平成20年４月から
顧問契約に切り替えることを決定した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【16】
関係規程の見直しを行う ・ 法人化に伴い制定した規程等につい ・ 事務の効率化の観点

とともに、事務処理の電算 て その後の大学運営組織の改編に伴い から、関係規程の見直し、 、
化を推進する。 Ⅲ 全面的な見直しを行った。 を引き続き行う。

・規程の軽微な改正については、関係組織 ・ 事務処理の効率化・
の審議を経ずに学長の決裁のみによるこ 合理化を図るため、引き
ととした。 続き業務分析を行うとと

・ 事務処理の電算化を推進するため、次 もに、ICT化が可能な業
の取組を行った。 務を特定し、事務処理の
a)各課に情報化推進担当リーダーを置い 電算化を行う。
た。

b)人事・給与の汎用システムに関して、
北部九州地区の５国立大学法人で検討
会を設置し、後継システムの導入につ
いて検討した。

c)IT化による事務処理の効率化・合理化
について、他大学および民間企業等の
事例を調査・検討した結果を踏まえ、
かつ情報セキュリティの強化を図りつ
つ推進した。

d)「学生情報総合システム」の運用開始
を視野に入れ、学務情報事務、授業料
債権管理及び入試事務において新たな
情報処理システムを導入し、学生サー
ビスの向上とともに事務処理の効率化
・合理化を推進した。

（平成19年度の実施状況）【16】
ⅰ 事務の効率化の観点から、本学 【16】
の関係規程の見直しを引き続き行 ⅰ 平成19年度から導入した規程改正の
う。 Ⅲ 簡易手続により、規程等の改正事務を
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ⅱ IT化による事務処理の効率化・ 効率化した。また、これにより、効率
合理化を図るため、引き続きIT化 化の観点から諸事務を見直すに際して、
が可能な業務の分析を行い、事 関係規程等の改正が迅速化した。
務処理の電算化を行う。 ⅱ 事務処理の電算化を推進するため、

次の取組を行った。
a)IT化による事務処理の効率化・合理化
に不可欠な最新のノウハウを収集する
ため、IT関連のセミナーへの参加や、
他大学・民間企業等の事例の調査・検
討を積極的に行った。

b)「学生情報総合システム」の運用を開
始し、シラバスの入力・検索、履修登
録、休講・補講連絡、成績入力・照会
などに関する一連の事務を効率化する

、 。ことにより 学生サービスが向上した
c)科学研究費補助金経理事務システムを
財務会計システムと連動させつつ更新
するとともに、財務会計システムの改
良を行い、経理事務全体の効率化・合
理化を進めた。

d)人事・給与システムの更新に向けて、
北部九州地区国立大学で検討を重ね、
メーカーによるデモンストレーション
を実施するなど、具体的な準備作業を
進めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【17】
大学運営における教員と 法人化に伴い、法人組織に運営戦略室 さらに教員との連携が可能

の連携を進める。 （現・運営企画室）等を設置し、事務職員 な業務分野について、連携を
Ⅲ が室員として参画する体制を構築し、教 進める。

員と連携して大学運営上の企画・立案を
行う体制を構築した。さらに、両者の連
携を実質化するために、大学構成員や他
の国立大学へのアンケート調査の結果を
踏まえて、平成18年度には、①「学生情
報総合システム」の構築、②障害学生修
学支援ネットワーク事業、③図書館にお
ける「子ども図書室の運営 、に重点化し」
て連携を進めた。

（平成19年度の実施状況）【17】
平成18年度に引き続き、学生支援 【17】

業務を中心として教員と事務職員と 「学生情報総合システム」の運用開始
の連携を進める。 Ⅲ により、履修指導や学生相談などの学生

支援業務を中心に置きつつ、入学試験、
学籍、成績、授業料などに関する事務も
含めて、教員と事務職員との連携を総合
的かつ効率的に進めた。この結果、学生
サービスについて、教員と事務職員の迅
速な連携が可能となった。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【18】
研修や物品調達等、共同 ・ 九州地区及び教員養成系の大学を対象 引き続き、可能な業務につ

実施が可能な業務につい に研修実施状況を調査し分析した結果、 いて、近隣大学等との協議を
て、近隣大学等との協議を Ⅳ リスクマネジメントに関する研修会の共 進める。
進める。 同実施に向けて検討することとした。

・ 物品調達等の共同実施について、実施
可能な物品等のリストを作成し、他大学
と協議を行った結果、日本赤十字九州国
際看護大学との間で一部の物品の共同購
入を実施することを決定した。

（平成19年度の実施状況）【18】
ⅰ リスクマネージメントに関する 【18】
研修を共同実施に向けて近隣大学 ⅰ 業務運営の改善及び効率化を目的と
等と協議する。 Ⅳ して、リスクマネジメントに関する研

ⅱ 平成19年度物品購入契約におい 修の共同実施について、日本赤十字九
て その一部の物品購入について 州国際看護大学及び東海大学福岡短期、 、
近隣大学と共同実施する。 大学と協議を行った。

その結果、ハラスメント防止研修会を
３大学共同で実施することが出来た。ま
た、受講者へのアンケート調査の結果か
らは、高い研修効果が得られたことが
示された。

ⅱ 平成19年度には、日本赤十字九州国
際看護大学と消耗品を共同購入した。

ウェイト小計
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項

○ 運営体制の改善に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 法人化前に学部に設置されていた４つの分散教授会を廃止し、平成16
年度から学部教授会と研究科教授会を設置・運営し、審議の実質化・効
率化を図った。さらに、法人化前に教授会の下にあった44の委員会を整
理統合し、大学教員、事務職員及び附属学校教員が一体化して大学運営

（ ） 、に当たる運営戦略室 現・運営企画室 及びセンター運営部を立ち上げ
効率的かつ機能的な運営体制を整備した。また、平成18年度からは、法
人と大学の一体的運営を図るため、全理事が副学長を兼務することとし
た。同時に、学長のリーダーシップの発揮に資するため、法人化時に設
置された「拡大役員会」を「学長補佐会議」に改編し、これと同時に新
規に配置された３名の学長特別補佐（入学試験担当、評価担当及び情報
担当）を同会議の構成員として位置づけ、学長補佐体制を強化した。

【平成19事業年度】
① 平成19年度の重点課題として、①教職大学院設置に向けた取組、②教
職課程の質的水準の向上、③就職率向上、④教育研究環境の整備などに
ついて 「今後の本学の運営について」と題して経営戦略を策定し、大、
学構成員に公表した。このうち、①の課題と不可分なものとして、学長
のリーダーシップのもとに学部の教育組織及び学生定員の見直しを発議
し、講座等からの意見聴取や、教育研究評議会での議論を踏まえ、当該
見直しを決定し、平成21年度に実行することを公表した。

② 教職大学院設置準備体制のさらなる充実のため、新規に教職大学院担
当の学長特別補佐を配置することを決定した。

○ 教育研究組織の見直しに関する目標

【平成16～18事業年度】
① 初等教育教員養成課程を再編し、教科に関する得意分野を持った初等
教育教員を養成するために教科等の別によるコース・選修制を導入し
た。

② 教育・研究組織の運営において、教育・研究機能の一体化を図りつつ
機動性及び柔軟性を確保するために、教育組織としての教室を廃止し、
教育・研究機能を講座に一元化するとともに、各講座において学生への
教育指導体制を構築することを決定した。

【平成19事業年度】
① 学部と大学院とが一体となり本学の教員養成機能の向上を図る観点か
ら、初等教育教員養成課程の改組に主眼を置いて教育組織及び学生定員
の見直しを行い 「英語 「技術ものづくり」及び「生活・総合」の各、 」、
選修を新設することとし、平成21年度に実施に移すことを決定した。こ
れと同時に、小学校における実践的な教育課題に対応した講座の新設を
決定した。

○ 人事の適正化に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 大学の使命である教育研究の推進と全学的な人件費管理の双方の観点
を踏まえ 「国立大学法人福岡教育大学定員管理方針」を平成16年度に、
策定した。この方針により、毎年度「教員定員運用方針」を策定して、
教員の採用・昇任・移籍等の人事を行った。

② 教員評価に関して、教育、研究、社会貢献及び学内運営の４領域を設
定し、それぞれの領域の評価項目及び評価尺度を設定した「教員活動評
価基準」を平成18年度に策定し、試行的評価を実施した。

③ 人事に関する不服申し立てのシステムとして 「国立大学法人福岡教、
育大学教員人事に関する異議・不服申し立て手続要領」を制定した。

④ 事務職員については、次の通り人件費管理及び人事配置のシステムを
構築した。
1)平成17年に人事管理基本方針を制定し､各課・室の定員の一定割合を
事務局全体の定員管理としてきたが、平成18年度からは平成26年度ま
での人件費シミュレーションを策定し実行している。

2)平成17年度及び18年度には、人員の減少を視野に入れつつ、各課・室
の業務量、バランス、必要性等を考慮し、課の統合等により事務組織
を大幅に再編した。そのうえで、平成23年度までの人件費シミュレー
ションに基づきつつ、適正かつ効率的な業務運営を担保する観点から
採用・昇任及び人員配置を行った。

【平成19事業年度】
① 教員人事については、平成20年度教員運用方針を策定し、採用・昇任
の人事を行った。また、採用・昇任の際に、４項目（教育活動、研究活
動、社会貢献活動、大学運営への貢献）を適切に評価する人事評価シス
テムを構築した。さらに、教員活動評価システムについては、平成18年
度の試行結果を踏まえて評価基準の見直しを行ったうえで、研究領域に
ついて評価を実施した。

② 事務職員については、平成26年度までの人件費シミュレーションを行
うことを通して、業務運営上の観点から全学的な人件費管理のシステム
を構築した。そのうえで、平成20年度末に団塊世代の職員が大量に退職
することを見通した採用・昇任人事及び人員配置を行った。

○ 事務等の効率化・合理化に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 法人化後における各課・室の業務の量的バランス、必要性及び内容上
の適正等を検討したうえで、平成18年度に企画課と評価課を統合するこ
とにより、企画業務としての年度計画策定から、計画の実施、評価そし
て改善に至るまでのPDCAサイクルを確立した。また、人事課の新設によ
り、労働基準法､労働安全衛生法に基づく専門業務を総合的に行う体制
を整備した。

②事務処理の効率化・合理化の観点から、外部委託が可能な業務をリスト
アップし、外部委託計画を策定し、実行した。このうち、平成19年度か
ら実施する事項として、1)警備業務の一部を再雇用職員に振り替えるこ
と、2)授業料納付の利便性を高め、職員の授業料徴収業務の効率化や徴
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収業務費の削減につなげるために、授業料の口座振替が可能な金融機関
の範囲を拡大すること、を決定した。

③ 電算化による事務処理の合理化を推進するため、人事・給与の汎用シ
ステムに関して、北部九州地区の５国立大学法人で検討会を設置し、後
継システムの導入について検討した。また 「学生情報総合システム」、
の運用開始を視野に入れ、学務情報事務、授業料債権管理及び入試事務
において新たな情報処理システムを導入した。

【平成19事業年度】
① 警備業務の複数年契約化や、授業料徴収業務を代行する金融機関の範
囲拡大により、事務処理の効率化・合理化が図られた。
また、防犯監視カメラの設置により、警備業務経費の軽減を図った。

② 電算化による事務処理の合理化を推進するため、人事・給与システム
の更新に向けて、北部九州地区国立大学で検討を重ね、メーカーによる
デモンストレーションを実施するなど、具体的な準備作業を進めた。ま
、「 」 、 、た 学生情報総合システム の運用を開始し シラバスの入力・検索

履修登録、休講・補講連絡、成績入力・参照などに関する一連の事務を
効率化した。

２．共通事項に係る取組状況

○ 戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。

【平成16～18事業年度】
① 平成18年度には、本学の経営戦略として、1)教育環境の整備計画、2)
学生支援サービスの充実、3)競争的資金の獲得のための学内研究プロジ
ェクトの積極的展開の３項目を公表し、取組を進めた。

② 平成18年度からは、法人と大学の一体的運営を図るため、全理事が副
学長を兼務すると同時に、学長のリーダーシップの発揮に資するため、
従来の「拡大役員会」を「学長補佐会議」に改編し、その構成員として
３名の学長特別補佐を配置した。

【平成19事業年度】
① 平成19年度の重点課題として、教職大学院設置などに向けて経営戦略
を策定し、大学構成員に公表した。

② 平成21年度の教職大学院設置に向けて、学長直属の教職大学院教育内
容検討作業チームを設置し、検討を行った。また、平成20年度から教職
大学院設置準備室を設置し、担当の学長特別補佐を配置して準備を推進
することとした。

○ 法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われて
いるか。

【平成16～18事業年度】
① 平成17年度及び平成18年度の予算配分においては、１％の効率化係数
に対応しつつも、本学の教育研究の質・水準の維持・向上の観点から教
育研究費及び附属学校経費の減額幅をできるだけ抑えることとした。

、「 」 、② 教員に関して 国立大学法人福岡教育大学定員管理方針 に基づき
平成17年度予算をベースにした人件費削減計画により「人件費に関する
シミュレーション」を実施し、これをもとに人件費を設定のうえ人員配
置を行うシステムを確立した。

③ 学長のリーダーシップの強化及び法人の経営戦略の確立を図るため、
平成17年度の学長裁量経費を前年度に比べ約30％増額し、教育研究内容
・体制の改善充実経費を措置した。また、平成18年度の予算配分におい
ても、運営企画経費を平成17年度の２倍に増額した。

④ 教育研究環境の整備、教育研究活動の推進を図るため 「福岡教育大、
学教育振興基金」を平成18年度に設立し、広く社会から寄付を募った。
そのうえで、学生の課外活動を支援するため、老朽化した課外活動施設
について、基金と学内予算により整備を行った。

、 、⑤ 競争的資金の獲得を目的として 教育研究プロジェクト経費を措置し
学内公募のうえプロジェクトを採択した。

【平成19事業年度】
① 教育研究を組織的に推進するため、学内研究プロジェクトを５件立ち
上げ、その経費を学長裁量経費により措置した。

② 学長裁量経費により、1)教育環境の整備のための教棟のトイレ改修工
、 、事 2)附属図書館の利用者の利便性を向上させるための同事務室の移転

3)附属図書館における資産保全・管理のための利用者入退館管理システ
ムの導入、4)会計事務の効率化のための事務用電算機汎用システム（財
務会計システム）の更新を重点項目として実施した。

○ 法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い、必要に
応じて資源配分の修正が行われているか。

【平成16～18事業年度】
① 学内研究プロジェクト経費を措置して学内公募のうえ採択した研究プ
ロジェクト４件について、ヒアリングによる評価を実施し、経費の配分
に相応した成果が確認された。

【平成19事業年度】
① 学内研究プロジェクト経費を措置して学内公募のうえ採択した研究プ
ロジェクト７件についてヒアリングを実施し、３件の中間評価と４件の
最終評価を行い、経費の配分が研究を推進するうえで効果を上げている
ことを確認した。

② 学長裁量経費により措置した研究プロジェクト５件についてヒアリン
グを実施し、評価を行った結果、研究を推進するうえでの効果が確認さ
れた。この評価結果を基に平成20年度の経費措置を行うこととした。

○ 業務運営の効率化を図っているか。

【平成16～18事業年度】
① 事務職員全員を対象に業務状況等調査を行い、平成17年４月に各課・
室の業務の量的バランス、必要性及び内容の適正等を考慮して、課・室
の統廃合及び新設等の事務組織の見直し・再編を行い、業務運営の効率
化を図った。

② 外部委託が可能な業務をリストアップし、外部委託計画を策定のうえ
実行し、このうち、平成19年度から実施する事項として、①警備業務の
一部を再雇用職員に振り替えること、②授業料納付の利便性を高め、職
員の授業料徴収業務の効率化や徴収業務費の削減につなげるために、現
行の授業料の口座振替を取り扱う金融機関の範囲を郵便局及び全銀行に
拡大すること、を決定した。

③ 「学生情報総合システム」の運用開始を視野に入れ、学務情報事務、
授業料債権管理及び入試事務の効率化のため、新たな情報処理システム
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を導入した。

【平成19事業年度】
① 警備業務の複数年契約化や、授業料徴収業務を代行する金融機関の範
囲拡大により、事務処理の効率化を推進した。

② 運営組織の活動の効率性を向上させるとともに、教職員の負担軽減を
図る観点から、各種委員会及びセンター運営部のあり方についての見直
し案を作成し、①委員会の統廃合、②委員定数見直しなどを決定し、平
成20年度から実行することとした。

○ 収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。

【平成16～18事業年度】
① 教育学部（学士課程）全体の収容定員2,520人に対し、1)平成16年５
月１日時点の収容数2,956人、定員充足率117.3％、2)平成17年５月１日
時点の収容数2,976人、定員充足率118.1％、3)平成18年５月１日時点の
収容数2,975人、定員充足率118.1％となっている。
一方、教育学研究科（修士課程）全体の収容定員200人に対して、1)

平成16年５月１日時点の収容数206人、定員充足率103.0％、2)平成17年
５月１日時点の定員収容数205人、定員充足率102.5％、3)平成18年５月
１日時点の収容数232人、定員充足率116.0％となっている。
教育学部及び教育学研究科の収容数は、ともに収容定員の90％以上と

なっており、収容定員を適切に充足した教育活動を行っている。

【平成19事業年度】
① 教育学部（学士課程）全体の収容定員2,520人に対して、平成19年５
月１日時点の収容数2,977人、定員充足率118.1％となっている。一方、
教育学研究科（修士課程）は、収容定員200人に対して、収容数190人、

。 、定員充足率95.0％となっている 教育学部及び教育学研究科の収容数は
ともに収容定員の90％以上となっており、収容定員を適切に充足した教
育活動を行っている。

○ 外部有識者の積極的活用を行っているか。

【平成16～18事業年度】
① 教育委員会理事経験者や教育委員会教育長経験者を学生・社会連携担
当理事として登用した。

② 経営協議会外部委員は、本学の業務内容との関連を踏まえ、福岡県の
教育界等から登用した。また、同委員である県教育委員会教育長等の意
見を受け、教職大学院設置準備委員会を設置した。この設置準備委員会
には、福岡県、福岡市及び北九州市の各教育委員会からも委員として参
画を得ており、当該委員からの意見を設置構想に反映させた。

③ 経営協議会の意見は、予算配分、概算要求等の経営に関する事項のほ
か、学生支援、就職関係等、広範囲に亘り大学運営に反映させている。
その成果の一例として、学生の卒業後の進路選択に関し大学を挙げて支

「 」 、援するための組織として キャリア支援センター を設置することとし
就職支援プログラムの確立と充実を図るとともに、各種就職支援に係る
全学的な諸業務を効果的に行うことが可能となった。

④ 福岡県、福岡市及び北九州市の各教育委員会との間で連携を強化する
ために包括的な協定を締結し、この協定を実質なものとするために連絡
協議会を設置し、様々な連携事業を推進している。

⑤ 附属教育実践総合センターの客員教授として、教育委員会や学校の教

職員を採用している。
⑥ 教育実習について、協力学校と教育実習を円滑に行うため、本学関係
者と教育事務所等指導主事及び小・中学校長とで組織する教育実習運営
協議会を開催し、教育実習における課題及びその改善策等に関する意見
等を教育実習の改善に活用した。

【平成19事業年度】
、 、 、① 平成18年度に引き続き 教職大学院設置準備委員会において 福岡県

福岡市及び北九州市の各教育委員会から委員としての参画を得て、当該
委員からの意見を設置構想に反映させた。

② 学外の有識者の意見を大学運営により積極的に反映させるため、学長
の特命事項に対応する「参与」の職を平成20年度に設置することを決定
した。

○ 監査機能の充実が図られているか。

【平成16～18事業年度】
① 内部監査要項に基づき、会計監査及び業務監査を実施した。併せて、
人事課が行う給与簿等内部監査、財務課が行う部内監査により内部統制
を実行している。

② 監査対象からの独立性・実効性を確保するため、平成18年度に「国立
大学法人福岡教育大学内部監査要項」を改正し、学長の下に監査室を設
置し、公正かつ客観的な立場で評価・監査する体制を強化した。

③ 監事、会計監査人及び監査室職員による監査の役割分担を明確化し、
内部監査機能を強化した。

④ 監事の監査については、監事監査要綱、監事監査実施基準により実施
した。

【平成19事業年度】
① 「監事監査 「会計監査人による監査」及び「監査室職員による監」、
査」のそれぞれの役割分担に基づいた効率的な監査計画を策定し、同計
画に従って監査を実施した。特に監査室による内部監査（会計定期・特
別監査）においては、経済性・効率性及び公正性に加え、法令遵守等の
視点も踏まえて監査計画を策定して監査を実施し、監事及び会計監査人
との役割分担を踏まえて、監査機能の連携・強化を図った。

○ 教育研究組織の柔軟かつ機動的な編制・見直し等が行われているか。

【平成16～18事業年度】
① 初等教育教員養成課程を再編し、教科に関する得意分野をもった初等
教育教員を養成するために教科等の別によるコース・選修制を導入し、
４コース８選修の新教育体制に移行した。

② 研究組織である「講座」と教育組織としての「教室」を設置していた
ところ、両者の組織構成上の関係の複雑性及びこれに起因した組織運営
上の諸問題を解決するため、平成19年度に教室を廃止し、その機能を講
座へ統合して、教育研究組織に柔軟性と機動性をもたせた。

【平成19事業年度】
① 学部と大学院とが一体となり本学の教員養成機能の向上を図る観点か
ら学部の教育組織及び学生定員の見直しを行い、これに合わせて講座を
新設することとし、平成21年度の実施を決定した。

②学生の教育・指導体制の充実及び人的資源の活用のため、数学教育講座
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と情報教育講座の統合を決定した。
③ 教職大学院の設置に向けて、その教育・研究組織の立案等の準備を行
うため、教職大学院担当の学長特別補佐を長とし、同大学院担当予定の
教員を構成員とする教職大学院設置準備室を設置することを決定し、関
係規程を整備した。

○ 法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われてい
るか。

【平成16～18事業年度】
① 教育・研究の推進及び競争的資金の獲得を図るため、大学教員、事務
職員及び附属教員で組織する運営企画室の一部門として、教育・研究推
進室を設置した。

② 教育・研究の推進のため、教育研究プロジェクトを学内公募し、11件
のプロジェクトに対して重点的に資金を配分した。

【平成19事業年度】
① 教育研究を推進するため、学長裁量経費により「教員養成教育研究開
発プロジェクト （３件）及び「教員養成GP等推進プロジェクト （２」 」
件）を採択するなど、新たに学内研究プロジェクトを８件立ち上げ推進
した。

② 教員の研究成果である職務発明等を大学の知的財産として保護・管理
・活用することを通して、大学全体の研究活動を活性化するため 「国、
立大学法人福岡教育大学知的財産ポリシー」を策定した。

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

【平成16～18事業年度】
① 「全般的に体制の整備にとどまっている」との平成16年度の評価結果
を受けて、学長が経営戦略を策定したうえで、運営組織の活動状況を点
検し、改善への取り組みに移す体制を整備した。さらに、平成18年度か
らは、研究推進のための戦略的取組として、運営企画室の一部門として
教育・研究推進室を立ち上げ、学長裁量経費の増額等、戦略的・効果的
な資源配分を推進するなどした。また、経営協議会における外部委員の
意見並びに監事の業務監査に基づく指摘事項を取り入れて運営組織を改
善するなど、上記評価結果を大学運営に活かした。

② 「教員評価システムについては、検討段階にとどまっている」との平
成17年度の評価結果の指摘を踏まえて 「教員活動評価システム」を構、
築し、平成18年度に全教員を対象として評価を試行した。

③ 教員人事については、平成16年度の評価結果において「説得力のある
業績評価基準の確立が課題である」とされ、さらに平成18年度の評価結
果においては「人事評価基準（素案）の作成はされたが、整備するまで
至っていない」との指摘を受けた。これらの評価結果を踏まえて、教員
の採用・昇任において、４項目（教育活動、研究活動、社会貢献活動、
大学運営への貢献）を適切に評価する人事評価システムを平成19年度に
構築した。

④ 平成17年度の評価結果において「内部監査の実施については、内部監
査が総務課長統括の下で実施されていることから、監査対象からの独立
性・実効性が求められる」との指摘を受けたことを踏まえ 「国立大学、
法人福岡教育大学内部監査要項」を改正し、学長の下に監査室を新たに
設置することにより監査対象からの独立性・実効性を確保した。

【平成19事業年度】
① 平成18年度に試行した教員活動評価の試行結果を踏まえ、評価基準等
の見直しを行った。そのうえで、学長を長として設置した「教員活動評
価委員会」のもとで評価を実施した。

② 内部監査について、18年度に新たに設置した監査室のもとで、監査の
さらなる充実を図った。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善
① 外部研究資金その他の自己収入の増加
に関する目標

中 外部研究資金や自己資金の増加を積極的に図る方策を実行する。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【19】
科学研究費補助金や民間 ・ 平成16年度における特色GP、海外OPの 科学研究費補助金や民

研究助成金等の外部資金に 採択を受けて、さらに外部資金の獲得を 間研究助成の申請率を高
関する情報を収集するとと Ⅲ 促進する体制の整備について検討し、科 めるための方策を引き続
もに、応募率・獲得率を高 学研究費補助金の申請率の向上や外部資 き検討し、実行する。
める全学的な取組体制を整 金の獲得のための方策を検討する全学的
備し、外部資金の増加を図 な組織として、運営企画室の一部門であ
る。 る「教育・研究推進室」を立ち上げた。

・ 科学研究費補助金の申請率及び採択
率を高めるため、次の方策をとった。
a)独立行政法人日本学術振興会研究助
成課長を講師として招聘し、説明会
を開催した。

b)学内の科学研究費補助金事務担当者
による電子申請システム制度の説明
や研究計画調書作成の注意点等に関
する説明会を開催した。

c)「科学研究費補助金研究計画書作成
の手引き」を作成し全教員に配布し
た。

・ 民間研究助成金の公募案内を学内電子
掲示板に掲載するとともに、民間研究助

、成金の一覧表を作成して教職員に配付し
周知を図った。

（平成19年度の実施状況）【19】
科学研究費補助金や民間研究助成 【19】

の申請率を高めるための方策を引き ・ 科学研究費補助金の申請に関する全学
続き検討し、実行する。 Ⅲ 説明会を開催し、制度の説明のほか、採

択実績や審査員経験のある教員による講
演や、事務担当者による研究計画書記入
上のアドバイス等を行った。

・ 科学研究費補助金の申請率向上を図る
ため、大学教員活動評価において 「科学、
研究費補助金の申請」を評価項目として
追加した。

・ 民間研究助成金の獲得については、学
内電子掲示板に「募集・公募ボックス」

福岡教育大学
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、 。を設置し 公募案内を全教員に周知した
・ また 「特色GP 「新教育システム開発プ、 」
ログラム」等の競争的外部資金として4,500
万円を受け入れた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【20】
本学が所有する知識・情 事業化の可能性に関し、公開講座等の 教材開発による事業化

報資源、人的資源等を活用 際に使用する教材・資料等の販売や人材 を進める。
した事業化の可能性につい Ⅲ バンク事業の有料化等の検討を行った。
て検討する。 また、平成18年度には、教員による教材

開発等を事業化へと結びつけることを視
野に入れ 「本学における知的財産の創成、
・蓄積・活用に向けて －本学の知的財
産蓄積にかかる長期構想（案）－」をと
りまとめた。

（平成19年度の実施状況）【20】
本学が所有する知識・情報資源、 【20】

人的資源等を活用した事業化の可能 ・ 平成18年度までの検討作業を踏まえ、
性について検討する。 Ⅲ 教員の開発した教材を販売するシステム

を導入した。
・ 教員による職務発明等を本学の知的財
産として保護・管理・活用し、教育分野
等での事業化に結びつけるための基盤整
備として、上記「知的財産蓄積にかかる
長期構想」を踏まえて「国立大学法人福

」 、岡教育大学知的財産ポリシー を策定し
知的財産管理部門の創設を決定した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善
② 経費の抑制に関する目標

中 業務運営の効率化を図り、経費の抑制に努める。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【21】
業務運営を見直し、効率 ・ 予算配分方針を策定し、平成16年度の 平成19年度に引き続き、

化を図り、経費の節減を行 一般管理経費については、前年度決算額の85 財務会計事務等の見直し
う。 Ⅲ ％に縮減した。また、17年度についても、さ を行い、実施可能な業務

らに３％縮減した。 について効率化・合理化
・ 業務運営の効率化による経費の節減 を実施する。「 」

、に関するアンケ－ト調査の結果に基づき
効率化・合理化が可能な業務及び経費節
減効果が見込まれる業務をリストアップ
するとともに、業務の見直しにより定期
刊行物等の購読契約数及び消耗品購入量
を抑制し、経費削減を実現した。

、・ 新たな授業料債権管理システムの導入
複写機及びカラープリンターのカラー複
合機への切替、エネルギー統合管理シス
テムの導入、普通自動車から軽自動車へ
の更新を行い、業務の効率化・合理化及
び経費削減を実現した。

・ 授業料徴収における業務の効率化や経
費削減の観点から、外部委託の範囲拡大
や 「学生情報総合システム」を利用し、
た授業料債権管理方式の導入を決定し、
新たなシステムへの移行作業を行った。

（平成19年度の実施状況）【21】
ⅰ 財務会計事務等の見直しを行 【21】
い、実施可能な業務について効率 ・ 財務会計事務等の見直しにより、①学
化・合理化を実施する。 Ⅲ 生アルバイト料等の現金窓口払いを廃止

ⅱ 他大学等の経費節減方法につい し、全て銀行振込とすること、②財務会
て情報収集し、効率化・合理化で 計システムのカスタマイズにより源泉徴

、 。きる業務と経費削減効果が期待さ 収票データを作成すること を決定した
れる業務の見直しを行う。 ・ 他大学等の経費節減方法について情報

収集を行い 「平成19年度業務運営の効、
率化・合理化及び経費節減リスト」を作
成したうえで、証明書自動発行システム

。の更新に際しリース契約方式を導入した
また、非常勤講師手当の支給基準の見直
し、及び電子複写機賃貸借・保守の複数
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年契約化を平成20年度から実施すること
を決定した。

・ 定期刊行物の購読契約数をさらに抑制
し、経費削減を実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【22】
総人件費改革の実行計画 総人件費削減計画を立て、平成21年度 総人件費改革の実行計

を踏まえ、平成21年度まで までに概ね４％を削減することを決定し 画を踏まえ、総人件費の、
に概ね４％の人件費の削減 Ⅲ 平成18年度に人件費の概ね１％削減を達 概ね１％を削減する。
を図る。 成した。

（平成19年度の実施状況）【22】
平成21年度までの総人件費削減計 【22】

画を立て、総人件費の1％を平成19 Ⅲ 総人件費削減計画に基づき、平成19年
。年度に削減する。 度に総人件費の概ね１％削減を達成した

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善
③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 大学が保有する知的資源や土地、施設・設備等の資産の効果的・効率的な運用を図る。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【23】
教育及び研究によって得 ・ 教育及び研究によって得た知的資源を 知的資源を社会に対して提

た知的資源を学内で共有 有効に活用し、社会に還元する手段とし 供するためのさらなる方策を
し、社会に対して積極的に Ⅲ て 「福岡教育大学人材バンク」を創設 検討し、実行する。、
提供する。 し、その内容を冊子体及び本学ホームペ

ージで社会に情報提供した。人材バンク
の登録者数は、大学教員総数の約９割に
至った。

・ 本学にふさわしい「知的資源」の定義
を明確にしたうえで、その整理・集約方
法として 「大学情報データベース」を活、
用することを決定した。

・ 公開講座、教育相談等の体制及びサー
ビス内容を充実させるとともに、財務内
容を改善する観点から、知的資源の一部
について、その提供を新規に有償化する
ための方策について検討した。

・ 心理教育相談室心理臨床部門の相談業
務については、平成19年度から有料化す
ることを決定した。

（平成19年度の実施状況）【23】
整理、集約した知的資源を社会へ 【23】

提供する方法の充実を図る。 ・ 研究・教育成果の社会への提供方法に
Ⅲ ついては、各講座・センターにおいて報

告書等を刊行し学外に頒布しているほ
か、附属図書館学術リポジトリによる研
究成果のインターネット公開等を行い、
その充実を図った。

・ 本学ホームページの「教員総覧」によ
り教員の研究業績等を公開した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【24】
研究支援施設及び厚生施 ・ 研究支援施設及び厚生施設の活用状況 平成19年度に引き続き、

設等資産の活用状況の実態 の調査並びに施設利用者に対するアンケ 有効活用計画に基づき、
を調査し、それら資産の有 Ⅲ ート調査を行い、この結果を基に、研究 教育研究環境の整備を図
効活用計画を策定し、実施 支援施設については、附属図書館及び技術セ る。
する。 ンターの有効活用を、厚生施設については、

学生会館、保健管理センター等の有効活
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用計画を策定した。本計画に基づき、学
生会館の環境改善及び有効活用を図るた
めに、喫茶コーナーをベーカリーショッ
プに改修した。

・ 職員会館である城山会館及び学外研修
施設である福間研修センターについて、
個別の有効活用計画を策定した。

（平成19年度の実施状況）【24】
活用状況調査により策定した有効 【24】

活用計画に基づき、研究支援施設及 有効活用計画に基づき、城山会館及び
び厚生施設等の環境改善を図る。 Ⅲ 福間研修センターの環境整備を行った。

また、課外活動施設（体育系、文化系）
の改築を実施した。また、研究支援施設に
ついては、附属図書館において研究資料
である学校教科書のコレクション保管室
等の整備・改修を行うとともに、技術教
棟及び技術センターにおいてはトイレの

、改修及び一部の実験室に空調機を設置し
環境改善を図った。

ウェイト小計
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項

○ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 平成16年度の「特色ある大学教育支援プログラム（特色GP 」に「障）
害児支援経験を通した教員養成プログラム」が採択された。

② 各種GP等の外部資金獲得に向けた体制強化のため、平成18年度に理事
（企画・教育研究担当）を室長とする教育・研究推進室を設置した。

③ 科学研究費補助金について、平成17年度は、申請件数が前年度比25%
増となり、新規採択件数も、前年度比50%増の大幅な伸びとなった。

④ 科学研究費補助金の申請率向上のために 「科学研究費補助金研究計、
画調書作成の手引き」を作成し、全教員に配布した。また、申請に関す
る全学説明会を開催し、制度の説明のほか、採択経験のある教員などに

、 、よる講演や 事務担当者による研究計画書作成上のアドバイス等を行い
説明会の内容の工夫・改善を図った。

⑤ 教育環境整備の充実を図るために「福岡教育大学教育振興基金」を新
たに設立した。

⑥ 自己収入の増加に向けた取組として、大学構内の自動販売機の各設置
業者との間で、売り上げ高の一定割合を大学に納入する契約を締結し、
収入の増加を図った。

【平成19事業年度】

①「特色GP 「新教育システム開発プログラム」等の競争的外部資金とし」
て4,500万円を受け入れた。

② 科学研究費補助金の申請に関する全学説明会を開催し、制度の説明の
ほか、採択実績や審査員経験のある教員による講演や、事務担当者によ
る研究計画書作成上のアドバイス等を行った。また、大学教員活動評価
において 「科学研究費補助金の申請」を評価項目として追加し、申請、
率の向上を図ることとした。

③ 平成18年度までの検討作業を踏まえ、教員の開発した教材を販売す
るシステムを導入した。

④ 教員による職務発明等を本学の知的財産として保護・管理・活用し、
事業化及び外部資金導入に結びつけるための基盤整備として 「国立大、
学法人福岡教育大学知的財産ポリシー」を策定した。

⑤ 平成18年度に設立した「福岡教育大学教育振興基金」については、平
成19年度末までに約8,000万円の寄附が集まった。

○ 経費の抑制に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 平成16年度の予算編成において、一般管理経費を前年度決算額の85％
に縮減した。また、平成17年度予算配分方針を策定するにあたっても、
一般管理経費を平成16年度予算額からさらに３％縮減した。なお、この

、 。ことについては 本学経営協議会の学外委員から非常に高い評価を得た
② 平成17年度には、①定期刊行物等の購入部数の見直し、②電話料金を
削減するためのインターネットを利用したIP電話の導入、③事務局内に

おける消耗品の購入量の抑制により、約500万円の経費節減を図った。
③ 人件費削減に向けた取組については、人件費等の必要額を見通した財
政計画の策定に加えて、次の取組を行った。
1) 教員の人員管理については、役員会において「国立大学法人福岡教
育大学定員管理方針」を策定し、これに基づき各年度「教員定員運用
方針」を策定・実行した。

2) 教育研究を推進する観点及び全学的な人件費管理の観点の双方か
ら、人件費についてシミュレーションを行い、人件費削減目標値を設
定し、平成21年度までに14,300万円を削減することとした。平成17年
度については､対平成16年度比で2,500万円の人件費を削減した。

3) 教員の定年退職等で欠員が生じた場合、上記「教員定員運用方針」
に基づき、大学(大学院)設置基準上、教育職員免許法上､本学の戦略
上及び教育研究上必要な場合に限定し、計画的な後任補充を行った。

4) 事務系職員については、平成17年度における人事管理基本方針を策
定し、職員数の約５％を事務局預かりとして、柔軟かつ効果的な運用
を図った。

5) 平成18年度から高年齢者雇用安定法により雇用年齢の引き上げが義
務づけられることへの対応として、再雇用する事務職員の雇用形態に
つき、週30時間勤務の短時間雇用とし、人件費の抑制を図った。

④ 平成18年度には、次のとおり経費の抑制を行った。
、 。1) 総人件費計画を立て 平成18年度に総人件費の１％削減を達成した

なお、平成21年度までに概ね４％を削減することとした。
2) 授業料の口座振替に関して 平成18年度までの取り扱い金融機関 ３、 （

） 、 、機関 を 平成19年４月から全銀行及び郵便局に拡大することにより
徴収業務費の削減が可能となった。

3) 複写機の維持管理費を削減するため、複写機とカラープリンターを
カラー複合機に入れ替えた。

4) 空調機の電力料金を削減するため、エネルギー総合管理システムを
導入した。

5) 自動車維持費の削減を目的に、車検時期に合わせて、普通自動車１
台を軽自動車に変更した。

【平成19事業年度】
① 定期刊行物の購読契約数をさらに抑制し、経費削減を実施した。
② 財務会計事務等の見直しにより、①学生アルバイト料等の現金窓口払
いを廃止し、全て銀行振込とすること、②財務会計システムのカスタマ
イズにより源泉徴収票データを作成することを決定し、経費の抑制に努
めることとした。

③ 非常勤講師手当の支給基準の見直しを行い、平成20年度から経費を抑
制することとした。

④ 証明書自動発行システムにおけるリース契約方式の導入及び電子複写
機賃貸借・保守契約の複数年化を平成20年度から実施することを決定し
た。

○ 資産の運用管理の改善に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 公開講座、教育相談等の体制及び内容を充実させるとともに、財務内
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容を改善する観点から、知的資源の一部について、有償化による提供の
方策について検討した。

② 平成17年度に策定した学内施設に係る有効活用計画に基づき、喫茶コ
、 、ーナーをベーカリーショップに改装し 学生の利便性を高めるとともに

学生会館内スペースの有効活用を図った。

【平成19事業年度】
① 施設の有効活用計画に基づき、城山会館及び福間研修センターの環境
整備を行った。

、 （ 、 ）② 附属図書館の教科書室等の改修整備 課外活動施設 体育系 文化系
の改築を実施した。

③ 食堂の改修等を実施し、学生へのサービス向上を図った。

２．共通事項に係る取組状況

○ 財務内容の改善・充実が図られているか。

【平成16～18事業年度】
① 経費の節減に向けた取組として、業務運営の効率化による経費の節減

、 。可能な項目をリストアップし 実施可能な項目について検討し実施した
その結果、1)定期刊行物の購入部数の見直し、2)IP電話の部分的導入、
3)空調機電力料金の削減のためのエネルギー管理システムの導入、4)自
動車維持費の削減のための普通自動車の軽自動車への更新、5)事務局内
の消耗品抑制等により、平成17年度及び平成18年度に約700万円の経費
削減を実現した。

② 自己収入の増加に向けた取組として、教育環境整備の充実を目的とし
た「福岡教育大学教育振興基金」を新たに設立し、学内及び学外から寄
附を募った。平成18年度末までに約600万円の寄附が集まった。

【平成19事業年度】
① 業務運営の効率化により経費節減が可能な項目をリストアップし、実
施可能な項目について検討し実施した。その結果、定期刊行物の購入部
数の見直しにより約40万円の経費削減を実現した。

② 平成18年度に設立した「福岡教育大学教育振興基金」については、平
成19年度末までに約8,000万円の寄附が集まった。

○ 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の
策定等を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。

【平成16～18事業年度】
① 教員の人員管理については 「国立大学法人福岡教育大学定員管理方、

」 、 「 」 。 、針 に基づき 各年度に 教員定員運用方針 を策定した これにより
教員の定年退職等においては、大学（大学院）設置基準上、教育職員免
許法上、本学の戦略上及び教育研究上必要な場合に限り、後任補充を計
画的に行っている。

② 教育研究の推進と全学的な人件費管理の双方の観点から教員、事務職
員、附属学校教員それぞれについて人件費のシミュレーションを行い、
配分計画を立てたうえで人件費削減目標として、平成26年度までに毎年
１パーセント（3,500万円）削減する計画を立て、平成18年度において
は対平成17年度比１％の削減を達成した。

③ 事務系職員については、事務系人件費試算に基づき、柔軟かつ効果的
な人件費管理を行っている。

④ 平成18年度から高年齢者雇用安定法に基づき雇用年齢の引き上げが義
務づけられたことへの対応として、再雇用する事務職員の雇用形態を週
30時間勤務の短時間雇用とし、人件費の抑制を図った。

【平成19事業年度】
①平成21年度の教職大学院の設置に向けた取組の一環として、同大学院に
配置する教員の採用・配置換のため、再度、平成26年度までの人件費シ

、 。ミュレーションを行い 各組織への適正な人員配置を行う計画を立てた
さらに、事務職員については、平成26年度までの人件費シミュレーショ
ンを行い、平成20年度末に団塊世代の職員が大量に退職することを見通
した採用・昇任人事及び人員配置を行った。

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

【平成16～18事業年度】
① 平成16年度の業務実績の評価結果において 「外部資金の獲得を促す、
助言体制について整備されていないことから、早急な体制整備が求めら
れる」との指摘に対して、平成18年度に教育・研究推進室を設置し、学
内研究プロジェクトを発展させ外部資金獲得に繋げるための体制を整備
した。その結果、新たに６件の研究プロジェクトを立ち上げた。

②科学研究費獲得のための申請率向上に向けた取組として、独立行政法人
日本学術振興会の講師による説明会、手引き書の全教員への配布 、科、
学研究費採択経験者による講演、事務担当者による計画書作成上のアド
バイス等を行った。

【平成19事業年度】
① 教員活動評価において 「科学研究費補助金の申請」を評価項目とし、
て追加し、申請率の向上を図ることとした。

② 教員の開発した教材を販売・収益するシステムを導入した。
③ 教員による職務発明等を事業化及び外部資金導入に結びつけるための
基盤整備として 「国立大学法人福岡教育大学知的財産ポリシー」を策、
定した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供
① 評価の充実に関する目標

中 自己点検・評価を実施し、その結果を大学運営の改善に反映させる。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【25】
自己点検・評価の実施に ・ 平成16年度に係る業務の実績に関する 構築したシステムを引き続

当たり、項目や評価基準の 評価結果に基づき、平成17年度に「国立 き適正に運用し、自己点検・
整備・充実を図るととも Ⅲ 大学法人福岡教育大学点検・評価規程」 評価を実施する。
に、評価結果を大学運営の を制定し、学長からの委任に基づいて点
改善に反映できるようなシ 検・評価の企画 立案及び実施を担う 大、 「
ステムを構築する。 学評価実施委員会」のもと、評価結果を

大学運営に反映するシステムを構築した。
・ 平成17年度には、中期目標・中期計画
の達成状況に関する自己点検・評価を実
施し、その結果を「平成17年度福岡教育
大学自己点検・評価報告書」としてまと
め、本学の改善へ向けての課題を明らか
にした。

・ 大学評価・学位授与機構の大学評価基
準（機関別認証評価）を用い、平成16年
度には学生支援等に関して、平成17年度
には全ての基準について自己点検・評価を行
い、その結果をそれぞれ報告書にまとめると
同時に、大学運営の改善に反映させるた
めに、各運営組織に対して改善点の指摘
及び点検・評価規程に基づく学長の改善
命令を行った。

・ 平成19年度以降に本学の自己点検・評
価の一環として外部評価を実施すること

、 。を確認し 外部評価実施要領を策定した

（平成19年度の実施状況）【25】
平成18年度に行った点検評価規程 【25】

に基づく改善命令等のシステムにつ ・ 中期目標期間の評価に向けて、達成状
いて、機能したか否かを検証すると Ⅲ 況報告書や現況調査表のモデルシートを
同時に、必要があれば、さらなる効 作成し、中期目標の早期達成を促すとと
率化を図るよう評価・改善システム もに、教育・研究に関する課題を明確に
を見直す。 し、早期改善を促した。

・ 平成20年度に予定している認証評価申
請に向けて、平成18年度に学長の改善命
令に対する改善報告を求め、改善状況の
検証を行い、不十分な点についてさらな

福岡教育大学
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る改善命令を行った。
・ これまでの改善命令に対する各運営組織
の取組状況等を検証した結果、上記「点検
・評価規程」に基づく評価・改善システ
ムが機能していることが確認できた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【26】
教職員の意欲向上を図る ・ 教員に関して、他大学の教員評価基準 19年度に引き続き、教

ために、自己点検・評価及 の分析等を行い 平成18年度に 教育 職員の意欲向上を図るた、 「 」、
び第三者評価の結果を踏ま Ⅲ 「研究 「社会貢献」及び「学内運営」 めの多面的な支援を実施」、
えた多面的な支援方策を策 の４領域からなる総合的な「福岡教育大 する。
定し、実施する。 学教員活動評価基準」を策定した。この

教員活動評価の結果によりインセンティ
ブを付与するとの方針に基づき意欲向上
策に関する案を作成した。なお、教員活

、 、動評価については 平成18年度に試行し
この結果を踏まえて平成20年度から本格
実施する方針を決定した。

・ 事務職員については、平成18年度に勤
務評価基準（評価シート）を策定し、管

。理職員を対象として勤務評価を試行した

（平成19年度の実施状況）【26】
評価結果を元に、教職員の意欲向 【26】

上を図るための多面的な支援方策を ・ 教員に関しては、平成18年度に試行し
策定する。 Ⅲ た教員活動評価の結果を点検し 「福岡、

教育大学教員活動評価基準」を一部修正
した。この基準を用い、研究領域に重点
化して教員活動評価を実施するととも
に、この結果に基づき優秀者に対して意
欲向上のために学長表彰を行うこととし
た。同時に、研究活動への支援方策とし
、 。て サバティカル制度の導入を決定した

なお、さらなる支援方策については、教
員活動評価の結果を見ながら、今後体系
的に策定することとした。

・ 事務職員については、平成18年度に策
定した勤務評価基準（評価シート）に基
づき、主任以上の者に範囲を拡大して勤
務評価を試行した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供
② 情報公開等の推進に関する目標

中 社会に対する説明責任として情報公開・提供を積極的に推進する。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【27】
学生や保護者、地域社会 ・ 平成16年度に係る業務の実績に関する 引き続き、広報企画室が中

及び教育行政等の要請に的 評価結果を踏まえつつ、情報公開の現状 心となり、学内外の情報を一
確に対応できるような情報 Ⅳ と課題を把握したうえで関係規程を整備 元的に集約・整理し、情報公
公開の体制を構築する。 するとともに、平成18年度に広報企画室 開を促進する。

を新設し、情報公開の体制を構築した。
・ さらに、広報企画室において次の取組を
行い、情報公開を推進した。
a)学外読者を想定した広報誌の刊行
1)読者が求める大学情報についてのア
ンケート調査結果に基づいた特集記
事の掲載

2)受験生・高校生及びその関係者を対
象とした入学試験・教育課程・学生
生活・就職状況等の情報提供

b)本学ホームページのリニューアル
1)広報誌の内容を本学ホームページ
に転載

2)社会連携のための「福岡教育大学人
材バンク」に関する情報提供

3)教育内容や学生生活を紹介する「大学案
内デジタルパンフレット」をトップペー
ジに掲載

4)本学に対する要望・意見等を収集す
るための「受付窓口」の開設

c)大学説明会・オープンキャンパス・保
護者説明会等の開催による情報提供

d)学内各部局で行われている種々の広報
活動について、部局相互の連携・協力
を緊密にし、情報共有の促進、企画・
編集力の向上を図るため、広報企画室

「 」を核として 情報誌編集担当者連絡会
を設置

（平成19年度の実施状況）【27】
広報企画室を軸に構築した情報公 【27】

開の体制において、学生や保護者、 ・ 情報公開のために前年度までに構築し
地域社会及び行政機関等から求めら Ⅲ た体制を活用し、学生や保護者、地域社
れている要望、情報及び意見等を一 会及び行政機関等からの要望、情報及び
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元的に収集し、積極的に情報を発信 意見等について、広報誌「JOYAMA通信」
する。 や公式ホームページ等による広報活動に

反映させた。
「 」 、・ 情報誌編集担当者連絡会 を開催し
種々の広報活動に関する情報を共有する
とともに、企画・編集上の工夫及び改善
を推進した。そのうえで、各部局等が学
外から収集した情報及び意見等を一元的
に集約・整理して活用しつつ、積極的に情
報を発信した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【28】
広報に関する組織・業務 ・ 平成16年度に設置した情報企画室を見 中期計画【27】に係る実施

内容を全体的に見直す。 直し、本学の情報を地域社会などに対し 予定に同じ
、 、Ⅲ て積極的に提供するため 平成18年度に

広報企画室を設置した。
・ 学内各部局で行われている種々の広報
活動について、部局相互の連携・協力を
緊密にし、情報共有の促進、企画・編集
を図るため、広報企画室を核として「情
報誌編集担当者連絡会」を設置した。

・ 本学の広報に関する学外のニーズ、意
見・要望等を一元的に集約すること及び
機能的かつ効果的な広報活動を行うこと
を目的として、大学広報体制の整備に関
する基本構想「本学における広報活動の
今後の方向性について」を策定した。

（平成19年度の実施状況）
中期計画【27】の年度計画に同じ 【28】

Ⅲ 中期計画【27】の年度計画に同じ

（平成16～18年度の実施状況概略）【29】
大学の持つ知的情報をデ ・ 情報政策委員会において、教員の教育 ⅰ 平成19年度に引き続

ータベース化し、社会の求 研究活動に関する知的情報を一元的に集 き、大学情報データベー
めに応じて適切に供給す Ⅲ 約した「教員情報データベース」に入力 スの充実を図り、社会に
る。 するデータ項目及び収集・蓄積・入力体 対して、情報を適切に提

制等について検討し、一部の項目につい 供する。
て試行的にデータベースシステムを構築 ⅱ 大学情報データベー
し、入力及び入力結果の検証を行った。 ス運用のための維持管理

・ 教員情報データベースの構築・運用に 体制を充実させる。
関する業務を担当する「情報データベー
ス運用委員会」を新設した。

・教員情報データベースを構築するため、
全教員の76％が各自の教育、研究、社会
貢献及び学内運営の活動状況に関するデ
ータの入力を行った。

・ 情報データベース運用委員会において
「福岡教育大学情報データベースの登録
及び利用に関するガイドライン」を策定
し、教員情報の適正な管理及び公開の促
進に関する体制を整備した。
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（平成19年度の実施状況）【29】
ⅰ 情報データベース化されていな 【29】
いデータ項目を入力し、情報デー ⅰ 大学情報データベースのうち、教育
タベースを完成する。 Ⅲ 情報以外の各種情報データベースにつ

ⅱ 情報データベースの維持管理体 いては、大学評価・学位授与機構が構
制の問題点を検討する。 築を進める「大学情報データベース」

ⅲ 教員関係データの入力率を高め を有効活用することとし、当該データ
る方策を検討する。 ベースへのデータ登録を行った。

ⅳ 情報提供に際しての情報データ ⅱ 大学情報データベースの運用体制に
ベースの利用状況について把握す ついては、データベースの管理・運用
る。 に係る専門的人材や費用の確保などに

関する課題を明確化し、今後のシステ
ム構築及び業務改善に向けた作業の手
がかりとした。

ⅲ 大学情報データベースの核となる 教「
員情報データベース」の入力率を高め
る方策として、データ入力・更新手続
きの簡略化を図るために、USBメモリー
を使用したアップデート方式を採用す
ることとした。これにより、個人情報
保護の観点から情報漏えい防止の効果
も期待される。

ⅳ 本学ホームページに「教員総覧」を
公開することにより、大学情報データ
ベースの１つである教員情報データベ
ースの有効利用が図られた。

ウェイト小計
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（３） 自己点検評価及び情報提供に関する特記事項等

１．特記事項

○ 評価の充実に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 平成16年度に係る業務の実績に関する評価結果を受けて、自己点検・
評価システムに関し、評価結果を改善に結びつけるプロセス等を明文化
した「国立大学法人福岡教育大学点検・評価規程」を制定した。この規
程のもと、学長からの委任に基づいて点検・評価の企画、立案及び実施

、 、を担う大学評価実施委員会を新設すると同時に 評価結果に基づく改善
改善状況の検証及び当該検証結果に基づくさらなる改善等の一連の措置
とその手続を明確化し、点検・評価結果を大学運営にフィードバックす
るシステムを確立した。

② 平成17年度には、中期目標・計画の達成状況に関する自己点検・評価
、 「 」を実施し その結果を 平成17年度福岡教育大学自己点検・評価報告書

として公表し、達成に向けての課題を明らかにした。
③ 大学評価・学位授与機構の「大学評価基準（機関別認証評価 」を用）
い、平成16年度には「学生支援等」について、平成17年度には全ての基
準を用いた「総合的自己点検評価」を実施し、それぞれ報告書にまとめ
ると同時に、大学運営の改善に反映させるために、各運営組織に対して
上記「点検・評価規程」に基づき、学長から改善命令を行った。

④ 平成19年度以降に本学の自己点検・評価の一環として外部評価を実施
することを確認し、外部評価実施要領を策定した。

、 「 」、「 」、「 」⑤ 教員活動評価に関して 平成18年度に 教育 研究 社会貢献
及び「学内運営」の４領域からなる総合的な「福岡教育大学教員活動評
価基準」を策定するとともに、教員活動評価の結果によりインセンティ
ブを付与するとの方針に基づき意欲向上策に関する案を作成し、試行的
評価を実施した。

⑥ 事務職員については、平成18年度に勤務評価基準（評価シート）を策
定し、管理職員を対象として勤務評価を試行した。

【平成19事業年度】
① 平成21年度に予定している認証評価に関して、平成18年度に学長名で発した
改善命令に対する改善報告を求め、改善状況の検証を行い、不十分な点
について、さらなる改善命令を行った。

② 教員評価に関しては、 平成18年度の試行的評価の結果を基に「福岡
」 。 、教育大学教員活動評価基準 を一部修正した この修正した基準により

平成19年度には、研究領域に重点化して教員活動評価を実施した。平成
20年度の早期に、この結果に基づき、優秀者に対して意欲向上のために
学長表彰を行うことを決定している。

③ 事務職員については、平成18年度に策定した勤務評価基準（評価シー
ト）に基づき、主任以上の者に範囲を拡大して勤務評価を試行した。

○ 情報公開等の推進に関する目標

【平成16～18事業年度】
① 「福岡教育大学広報誌（JOYAMA通信 」を発行して本学の様々な取組）
等を福岡県内の教育委員会、小学校・中学校・聾学校・盲学校・養護学

校・高等学校、近郊の自治体、市民センター、図書館、報道機関、文部
科学省、他大学、保護者などに配布した。

② 本学の情報に対する学外からのニーズを把握するため、保護者・地域
社会等の読者に対してアンケート調査を実施したほか、各部局等で実施
する大学行事の際に、学外から求められている情報、要望及び意見等を
収集した。高校教諭からは大学入試説明会、高校生・保護者からはオー
プンキャンパス、児童・生徒・保護者からは「Jr.サイエンス＆ものづ
くり」事業、一般市民からは公開講座、教育行政からは教員就職に関す
る懇談会、教育実習校の学校長からは教育実習運営協議会、在学生の保
護者からは後援会の懇談会において、それぞれ意見聴取やアンケート調
査等を行った。また、附属図書館では、利用者を対象として、図書館情
報サービスに関する様々なニーズ調査を実施した。

③ 上記の方法によって社会が求める情報を把握したうえで、広報誌及び
本学ホームページにより情報発信を推進した。また、新聞（西日本新聞
福岡都市圏19大学広告）や地域タウン誌（むなかたタウンプレス）にも
全般的な情報やイベント情報等を提供し、大学の活動を広報した。

【平成19事業年度】
① 情報公開のために平成18年度までに構築した体制を活用し、学生や保
護者、地域社会及び行政機関等からの要望、情報及び意見等を踏まえ、

「 」 。広報誌 JOYAMA通信 や本学ホームページ等による広報活動を展開した
また 「情報誌編集担当者連絡会」を開催し、種々の広報活動に関する、
情報を共有するとともに、企画・編集上の工夫及び改善を推進した。そ
の際、特に各部局等が学外から収集した情報及び意見等を整理・一元化
して活用できる体制をとった。

② 大学教員活動情報について 「教員総覧」として本学ホームページに、
掲載し、情報公開を促進した。

２．共通事項に係る取組状況

○ 情報公開の促進が図られているか。

【平成16～18事業年度】
① 教育研究等の情報について、従前からの紙媒体での情報提供のみでは
なく、本学ホームページのトップページに「大学案内デジタルパンフレ

」 、 、ット を新設し 教養教育や各課程・選修・専攻等の専門教育の内容や
学生生活についての紹介を行うなど、電子媒体での情報提供を積極的に
促進している。

② 大学の中期目標・中期計画、年度計画及び財務状況等の業務に係る情
報についても、本学ホームページで公開するとともに、公開講座、人材
バンク、心理教育相談、障害児の臨床サービス、大学の施設利用等、地

、 。域住民が有効に活用できる情報についても 最新の内容を提供している
③ 学生や保護者、地域社会及び教育行政機関等が本学に求める情報、要
望及び意見を収集し、より適切かつ有用な情報提供を行うことを目的と
して、広報誌アンケート葉書及び大学行事等でのアンケート調査や、外
部機関との協議会・懇談会等の機会を活用したほか、本学ホームページ
のトップページに意見・要望等を自由に書き込みできる「受付窓口」を
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開設した。収集した要望や意見等を整理し、広報誌及び本学ホームペー
ジ等で発信する情報の内容を適宜見直している。

【平成19事業年度】
① 情報公開のために平成18年度までに構築した体制を活用し、学生や保
護者 地域社会及び行政機関等からの要望 情報及び意見等を広報誌 J、 、 「

」 。 、OYAMA通信 や公式ホームページ等による広報活動に反映させた また
「情報誌編集担当者連絡会」を開催し、広報活動の質的向上に取り組ん
だ。

② 本学の教育研究活動等の状況について、広く社会に公開するために、
「教員総覧」を作成し、本学ホームページに掲載した。また、研究活動
の状況についても「福岡教育大学の研究水準・成果に関する自己点検報
告書」にまとめ、同様に公開した。

③ これまでは、学内に限定していた本学の開設授業科目のシラバスを学
外に対しても公開した。

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか

【平成16～18事業年度】
① 平成16年度の評価結果において 「情報公開に関しては更なる取組が、
求められる」との指摘を受け、広報活動を組織化するため、広報企画室
を平成18年度に設置した。

② 平成16年度の評価結果では 「自己点検・評価については、評価を改、
善に結びつける大学評価・改善システム及び情報データベースのシステ
ムが素案作成にとどまっている」とされ、また平成17年度の評価結果に
おいても 「自己点検・評価システムについては、規程を制定するにと、
どまっており、一層の取組が求められる」との指摘がなされた。これら
の指摘を受けて、平成18年２月に「国立大学法人福岡教育大学点検・評
価規程」を制定し、評価結果を確実に改善に結びつける体制を構築した
うえで、次の取組を行った。
1) 大学評価・学位授与機構の大学評価基準・観点を評価項目とした
「総合的自己点検評価」を平成17年度に実施し、各運営組織の長にこ
の結果をフィードバックし、現状の改善に向けて自己点検・評価（目
標設定型自己評価）の実施を依頼した。この結果を大学評価実施委員
会でとりまとめ 「改善する必要がある項目」及び「計画を実行する、
際の一般的助言」を付して平成18年８月に学長に報告した。同年10月
に学長より各運営組織の長に対して、上記「点検・評価規程」に基づ
き改善命令を発した。

2) 1)に係る改善措置の結果を検証するため、平成18年度に再度、大学
評価・学位授与機構が行う認証評価の基準・観点を用いて自己点検・
評価を行うことを決定し、検証結果の集約は、平成19年度に行うこと
とした。

3) 国立大学法人評価委員会からの「平成17年度に係る業務実績に関す
（ ）」 、る評価結果について 通知 を大学評価実施委員会で分析した上で

平成18年10月に学長より各運営組織の長に対し「業務実績に関する評
（ ） （ ）」 、価結果における指摘項目等の改善 実行 について 通知 を出し

上記「点検・評価規程」に基づき改善命令を発した。当該命令に基づ
く改善措置の結果の検証については、各運営組織の長から提出された
平成18年度年度計画の業務実績評価結果により自己点検・評価を行っ
た。

【平成19事業年度】
① 平成20年度に予定している認証評価申請に向けて、平成18年度に学
長の改善命令に対する改善報告を求め、改善状況の検証を行い、不十
分な点についてさらなる改善命令を行った。

② 中期目標期間の評価に向けて、達成状況報告書や現況調査表のモデ
ルシートを作成し、中期目標の早期達成を促すとともに、教育・研究
に関する課題を明確にし、早期改善を促した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項
① 施設設備の整備等に関する目標

中 教育施設を中心とした学内施設の整備・充実とともに、施設の有効活用を図り、大学における教育・生活環境の向上を目指す。
期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）【30】
全学的な施設の整備・利 ・ 本学施設における共用スペースの確保 継続して施設の稼働状況を

用状況に関する点検調査を や、スペースの用途変更による有効活用 点検・評価し、必要に応じて
実施し、スペース配分の見 Ⅲ を図るため 「共用スペース規程」及び スペース配分の見直しを行、
直しを行う。 「有効活用規程」を制定した。 う。

・ 講義室を対象として稼働率等の利用状
況を調査し、その結果を基に、自然科学
教棟の東棟・東中棟改修工事中における
設備等の移行先を選定し、有効に活用し
た。また、教棟の改修に併せてスペース
配分の見直しを行い、共用部分を22.9％以
上確保した。

（平成19年度の実施状況）【30】
ⅰ 自然科学教棟（西棟・西中棟） 【30】
の改修工事において20％以上の ⅰ 自然科学教棟の西棟・西中棟改修工
共用スペースを確保する。 Ⅲ 事を実施し、教棟内に22.７％の共用ス

ⅱ 引き続き、全学的な稼働率調査 ペースを確保した。
を行う。 ⅱ 「共用スペース規程」及び「有効活用

規程」に基づき、全学の施設の稼働状況
を点検・評価するとともに、この結果
に基づきスペースの再配分による有効
活用の可能性について検討した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【31】
学内の情報・通信システ ・ 全学ネットワーク運用のための作業部 ・ 情報セキュリティに

ムの整備・充実を図る。 会を設置するとともに 「情報セキュリ 関連する組織・管理体制、
Ⅲ ティ委員会」を新設した。 等の点検を行い、改善を

・ 国が定めた情報セキュリティに関する 図る。
ガイドライン等を勘案して 「国立大学、
法人福岡教育大学情報セキュリティポリシ ・ 情報基盤整備計画の

、 。ー」を策定した。 点検を行い 改善を図る
・ 教育研究用電子計算機システムを更新
した。

・ ネットワーク管理規程等を制定すると
ともに、関係規程を改正した。

・ キャンパス情報ネットワークシステム
に関する将来計画の一環として 「情報、
基盤整備計画」を策定し、教育研究用電

福岡教育大学
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、子計算機システムの仕様策定に反映させ
電子計算機システム及びネットワークシ
ステムの更新を完了した。同時に、対外
接続回線を見直し、より適切な内容の回
線契約を締結した。

・ セキュリティ対策の統一化・整合化及
び水準向上を目的として、上記「情報セ
キュリティポリシー」を改定するととも
に、全附属学校にフィルタリングソフト
を導入し、教育環境の整備を図った。

（平成19年度の実施状況）【31】
ⅰ 情報処理センター利用者のため 【31】
のガイドブックを作成する。 ⅰ これまでのシステムガイドブックの

ⅱ ネットワーク管理規程等に関連 Ⅲ 内容等について検討し 「2007年度版シ、
する諸規程を整備する。 ステムガイドブック」を作成した。

ⅲ 情報基盤整備に関する将来計画 ⅱ 本学の情報セキュリティポリシーの
を検討する。 運用体制の整備に向けて、国立情報学

ⅳ 情報セキュリティ対策を推進す 研究所が作成した「高等教育機関の情
る。 報セキュリティ対策のためのサンプル

規程集（2007年度版 」を参考として、）
各種規程を制定した。

ⅲ 平成18年度に策定した「情報基盤整
備計画」による教員養成支援情報ネッ
トワーク構想の一環として 「学生情報、
総合システム」を構成する「キャンパ
スメイト」による学生支援サービスの
向上、多目的CALLシステムによる大学
と附属学校との連携強化等を一部前倒
しをして実施した。

ⅳ 情報セキュリティポリシーの見直し
を行い、新たに「実施手順」を追加し
整備した。また、セキュリティ管理体
制を強化する観点から、学内の情報シ
ステム等の導入に際して、全学ネット
ワーク管理者を機種選定委員等として
参画させるため、規程の改正を行った。
さらに、各部局にシステム管理者等を
設置して、情報インシデントにかかる
緊急連絡体制を整備した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【32】
既存施設のバリア・フリ ・ バリア・フリーの推進及びキャンパス 施設整備５カ年計画を

ー化を推進するとともに、 ・アメニティの改善・向上を計画的に行 踏まえて、年次計画に基
キャンパス・アメニティの Ⅲ うため、施設整備・改修について年次計 づき引き続きバリア・フ
改善・向上を図る。 画を策定した。 リー及びキャンパス・ア

・ 上記の年次計画に基づき、教育実践総 メニティの改善・向上を
合センター及び学生会館のトイレ改修・ 図る。
新設、人文社会教棟等の防水改修、課外
活動施設の改築等を行った。
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（平成19年度の実施状況）【32】
施設整備５カ年計画を踏まえて作 【32】

成した年次計画に基づきバリアフリ ・ 障害児教育第二・幼児教育棟及び自然
ー及びキャンパスアメニティーの改 Ⅲ 科学教棟のトイレを身障者対応に改修

、 。善・向上を図る。 し 学生会館内に点字案内板を設置した
また、自然科学教棟及び附属福岡中学校
に身障者対応のエレベーターを設置し、
バリア・フリー化を図った。

・ キャンパス・アメニティについては、
歩道及び運動施設の整備を行い、その向
上を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【33】
耐震診断等を踏まえ、施 ・ 耐震改修促進法に基づき建物の耐震診

設の長寿命化を図るととも 断を実施するとともに、同法の改正によ 施設整備５カ年計画及
に、老朽化した建物の点検 Ⅲ る特定建築物の範囲拡大に伴い、耐震診 びこれに基づく年次計画
・改修を実施する。 断の対象施設を追加した。 を踏まえつつ、共通講義

・ 本学が策定した耐震補強計画に基づき 棟及び附属福岡小学校体、
老朽化施設について、点検調査表を作成 育館等の改修を実施する。
のうえ調査を実施し 「施設整備５カ年、
計画」及びこれに基づく年次計画を策定
した。

・ 「施設整備５カ年計画」に基づき自然
科学教棟（東棟・東中棟）の改修工事を
行った。

（平成19年度の実施状況）【33】
施設整備５カ年計画を踏まえて作 【33】

成した改修年次計画に基づき、自然 ・ 自然科学教棟（西棟・西中棟）の耐震
科学教棟（西棟・西中棟）の改修工 Ⅲ 改修を含む全面改修工事、附属福岡中学
事及び附属福岡中学校特別教棟の耐 校特別教棟の耐震改修及び外壁・屋上防
震改修工事を実施する。 水改修工事を実施した。また、附属福岡

中学校の一般教棟及び特別教棟間の渡り
廊下を改築した。

ウェイト小計



- 45 -

福岡教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項
② 安全管理に関する目標

中 ① 学内での安全管理、防災・防犯体制の整備を徹底させることにより、安全で快適なキャンパスづくりを促進する。
期 ② 教職員の総合的な心身の健康を維持・増進するための支援体制の整備を図る。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 中 年
期 度 期 度

【34】 （平成16～18年度の実施状況概略）
① ・ 安全衛生対策の関連規程を再点検・再 安全衛生及び危険防止のた
関連規程の整備や見直し 評価し、これに基づき「安全衛生管理規 め、教職員及び学生への啓発

を実施し、安全対策を進め Ⅲ 程」の改正を行った。 活動をはじめ、安全対策を継
る。 ・ 安全衛生委員会を設置し、全学的な安 続的に講じる。

全衛生管理体制を構築するとともに、全
学的な安全衛生・危機管理及び薬品管理
に関するマニュアルの整備を行った。ま
、 、 、た パンフレットの配布 ポスター掲示

安全衛生研修会の開催及び定期的な安全
パトロール等の啓発活動を通じて大学構
成員の意識の向上を図った。

・ 教職員や管理職に対して、メンタルヘ
ルス研修会を実施し、疲労蓄積度自己チ
ェック調査の実施や、毎月、面接指導自
己チェック表を配布することにより、長
時間労働の防止及びメンタルヘルスの維
持・管理のための対策を講じた。

・ 学生に対して、授業や研究指導時に安
全衛生教育を定期的に実施し、安全衛生
に関する幅広い啓発活動を行った。

・ PDCAサイクルを導入した恒常的な安全
衛生活動により、安全で快適なキャンパ
スづくりを促進する体制を確立した。

（平成19年度の実施状況）【34】
ｉ 安全衛生管理体制の点検・評価 【34】
を行い、必要に応じて規程を整備 i 安全衛生管理体制の点検・評価結果に
・確定するとともに、安全衛生管 基づき、①安全衛生関係規程の検討・
理体制の確立を図る。 Ⅲ 見直しに伴う労働災害・通勤災害取扱

ⅱ 安全衛生及び危険防止につい 要項の策定、②管理職及び裁量労働制
て、職員及び学生への啓発活動及 対象職員全員に対する長時間労働セル
び安全衛生教育を定期的に行い、 フチェックシステムの導入、③産業医
危険防止、安全衛生の保持増進に の保健指導に関する調査などを行うこ
関する意識の維持・高揚に努め とにより、教職員の総合的な心身の健
る。 康を維持・増進するための支援体制を

整備し、本学の安全衛生に対する管理
体制を確立した。
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ⅱ ①学生及び教職員への常時携帯可能
な安全衛生・危機管理マニュアル（ポ
ケット版）の配布、②新入学時オリエ
ンテーションや授業・卒業研究指導時
等定期的な安全衛生・危険防止教育、
③ポスター掲示及びチラシ配布、④研
修会実施、⑤安全・衛生への取組に関
する本学ホームページの開設、⑥安全
パトロール等を実施し、安全衛生の保
持増進に関する意識の高揚に努めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【35】
① ・ 学内施設等の危険箇所の点検・診断調 安全点検において確立

、学内施設等の危険箇所の 査、安全パトロール及びヒヤリ・ハット したPDCAサイクルを維持し
点検・診断を定期的に行 Ⅲ 調査を実施し 改善措置を講じた また 危険箇所の定期的な点検・診、 。 、
い、対策を講じる。 安全管理における責任体制を明確化した 断に基づき対策を講じる。。

・ 危険箇所に関する改善前と改善後の点
検・診断調査結果について対照表を作成
し、改善点の確認を容易にした。

・ ポスターの掲示やヒヤリ・ハット事例
、 。集の作成等により 安全の啓発を行った

（平成19年度の実施状況）【35】
ⅰ 平成18年度に行った危険箇所の 【35】
調査と、調査票や調査方法が適切 ⅰ 職場巡視による指摘箇所とその改善
なものとなるように確定し、危険 Ⅲ 状況とを対比させた調査票を作成し，
箇所の調査のための職場巡視方法 当該調査票を用いた安全パトロールによ
及び安全パトロールを効果的に実 り危険箇所を再確認する方法を確立し
施する。 た。この方法に基づき役員・管理職に

ⅱ 危険箇所に関する点検・診断調 よる安全パトロールを実施し、危険箇所
査を行い、危険箇所の改善方法に の調査を行い、改善を行った。この改善
ついて検討・実施する。 結果については、安全衛生委員会による

安全パトロールを実施して確認するこ
ととし、安全点検・対策におけるPDCAサイ
クルを確立した。

ⅱ 学内施設等の危険箇所の点検・診断
のために、安全パトロールを定期的に
実施し、施設・設備等の危険箇所を発
見し修繕するなどの対策を迅速に講じ、
安全で快適なキャンパスづくりを促進
した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【36】
① ・ 学内交通安全対策の方針を総合的に検 引き続き学内交通安全対策
学内交通安全対策を総合 討するため 交通対策委員会を設置した を実施する。、 。

的・具体的に見直しつつ、 Ⅲ また、構内交通規制規程を制定した。
、実施する。 ・ 学内交通安全に最も有効な対策として

平成17年度にカーゲートを設置した。
・ カーゲート導入後の問題点を検討し、
構内交通規制規程を改正した。
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（平成19年度の実施状況）【36】
平成18年度に検討した総合的な交 【36】

通安全対策を実施し、その結果を検 カーゲートの導入を受け、車両等の構
証する。 Ⅲ 内交通規制違反に対する指導及び措置に

ついての基本方針を策定し、これに基づ
き平成20年１月より違反者に対する指導を
実施した結果、駐車違反等の構内交通規
制違反が大幅に減少した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【37】
① ・ 災害対策要綱及び災害対策マニュアル 引き続き、防災マニュアル
防災体制を見直すととも を作成し、これを学内電子掲示板に掲示 を更新し、防災意識の向上を

に、防災マニュアルを作成 Ⅳ した。 図る。
し、周知する。 ・ 新入生オリエンテーション時や、在学

生については成績票配布時に 「安全衛、
生・危機管理マニュアル(クイック版)」
を配布し、学生の防災意識の向上を図っ
た。

・さらに、防災に関する総合訓練(通報、避
難、消火活動、物品の搬出等)を実施し
た。

（平成19年度の実施状況）【37】
ⅰ 策定した災害対策要綱並びに災 【37】
害対策マニュアルを更新し、周知 ・ 「災害対策要綱」及び「災害対策マニ
を図る。 ュアル」を更新し、学内電子掲示板に掲

ⅱ 施設・設備の状況を引き続き調 Ⅳ 示して周知を図った。
査し、防災のために改善すべき問 ・ 学内の施設・設備状況調査及び職場巡
題点を明らかにする。 視を行い、防災上改善すべき問題点（階

ⅲ 学生に対して防災教育を実施す 段の破損・手摺の未設置等）を明らかに
る。 した。

・ 新入生オリエンテーションで「安全衛
〔 〕」生・危機管理マニュアル ポケット版

を配布し、説明を行い、学生に対する防
災教育を実施した。

・ さらに，自衛消防訓練（通報・避難・
消火等）を実施した。訓練には学生も参
加させ、学生の防災知識・技術の向上を
図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【38】
① ・ 他大学の不審者侵入防止体制を参考に 引き続き、不審者侵入防止
不審者侵入防止体制を整 しつつ、新たに収集した情報を加味し、 等のためセキュリティ対策を

備・実施するとともに、全 Ⅲ 本学の防犯マニュアルを作成して配布し 推進する。
学的な防犯マニュアル等を た。
作成し、セキュリティ対策 ・ 不審者侵入防止に関する訓練や研修の
を推進する。 あり方について検討し、これらの方向性

を示した。
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（平成19年度の実施状況）【38】
ⅰ 平成18年度作成の防犯マニュア 【38】
ルを使って防犯に関する研修等を ⅰ 防犯マニュアルを使い、警察署と連携
実施し、本学のセキュリティ体制 Ⅲ して、学生と教職員を対象とした防犯に
を改善する。 関する研修を実施し、本学のセキュリテ

ⅱ 現行の入退館システムを見直 ィ体制を改善した。
し、本学の不審者侵入防止体制を ⅱ 防犯監視カメラを本学敷地内に複数台
整備・強化する。 設置し、集中管理をおこなうほか、電子

錠を増設するなど、不審者侵入防止体制
を整備・強化した。さらに、附属図書館
においてカード式入退館システムを新規
に導入した。

（平成19年度の実施状況）【39】
① ・ 国が定めた情報セキュリティに関する 中期計画【31】に係る
学内の情報・通信システ ガイドライン等を勘案して 「国立大学 実施予定に同じ、

ムの整備・充実に関連し、 Ⅲ 法人福岡教育大学情報セキュリティポリシ
情報セキュリティ対策を推 ー」を策定した。
進する。 ・ ネットワーク管理規程等を制定すると

ともに、関係規程を改正した。
・ セキュリティ対策の統一化・整合化及
び水準向上を目的として、上記「情報セ
キュリティポリシー」を改定するととも
に、全附属学校にフィルタリングソフト
を導入し、教育環境の整備を図った。

【39】
中期計画【31】の年度計画に同じ Ⅲ 中期計画【31】の年度計画に同じ

（平成16～18年度の実施状況概略）【40】
② ・ 電子カルテを導入するとともに、電子 職員及び学生の心身の健康
保健管理施設の整備を図 メールによる健康相談の体制を整備し、 を維持・増進する体制を引き

り、健康診断、診療体制及 Ⅲ 診療の効率化及び経過追跡の簡易化を図っ 続き保持する。
びカウンセリング体制の充 た。
実を図る。 ・ 定期健診を指定日に受検できなかった

職員に対し、適時機会を設け検診を実施
するとともに、学生に対しては個別に呼
び出し、検診を行うことにより、受検率
を向上させ、かつ高水準を維持した。

・ 職員の定期健診において、労働安全衛
、 、生法に基づく検診項目に加え がん検診

ストレスチェックテスト及び疲労度チェ
ックテストを実施した。

・ 学生の定期健診において、教員養成系
大学である本学の特質に鑑み、基本的に
全員を胸部Ｘ線撮影の対象とした。

・ メンタルヘルス領域の障害への対策と
して、①メンタルヘルス調査、②啓発用
パンフレットの作成、③附属学校での教
育実習生に対する巡回診療及びカウンセ
リングを実施した。
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（平成19年度の実施状況）【40】
ⅰ 健康診断項目を見直し、定期健 【40】
康診断を実施する。 ⅰ 胸部X線精密検査の必要者の確認や、外

ⅱ 保健管理センターの利用者への Ⅲ 国人留学生の特別健診の簡略化など、
アンケート調査を行い、結果を公 健康診断項目の見直しを行い、定期健
表する。 康診断を効率的に実施する体制を確立

ⅲ 保健管理センターの日常的な診 した。
療及びカウンセリング体制を維持 ⅱ 利用者アンケート調査を行い、結果
・強化する。 を公表した。なお、この結果では、セ

ンターの業務に関して、利用者の満足
度が比較的高い値を示した。

ⅲ 日常的な診療では、電子カルテ、ジ
ェネリック医薬品及び湿潤療法を導入し
た。また、カウンセリングでは、相談
室の充実、メールカウンセリングの強
化、相談内容に応じたセンタースタッ
フの役割分担の明確化などを行った。
これらの取組により、学生の心身の健
康を維持・増進する体制を確立した。

ウェイト小計
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（４） その他の業務運営の重要事項に関する特記事項等

１．特記事項

○ 施設設備の整備等に関する計画

【平成16～18事業年度】
① 本学が策定した耐震補強計画に基づき、老朽化施設について、点検調
査表を作成のうえ調査を実施し、施設整備５カ年計画及びこれに基づく
年次計画を策定した。

② 施設整備５カ年計画に基づき自然科学教棟（東棟・東中棟）の改修工
事を行った。

③ 本学施設における共用スペースの確保や、スペースの用途変更による
有効活用を図るため 「共用スペース規程」及び「有効活用規程」を制、
定し、自然科学教棟の改修にあたって、共用部分を22％以上確保した。

④ バリア・フリーの推進及びキャンパス・アメニティの向上を計画的に
行うために、施設整備・改修について年次計画を策定し、附属教育実践
総合センター及び学生会館のトイレ改修・新設、人文社会教棟等の防水
改修、課外活動施設の改築等を行った。

⑤ キャンパス情報ネットワークシステムに関する将来計画の一環とし
て 「情報基盤整備計画」を策定し、教育研究用電子計算機システムの、
仕様策定に反映させ、電子計算機システムとネットワークシステムを更
新した。

【平成19事業年度】
① 障害児教育第二・幼児教育棟及び自然科学教棟のトイレを身障者対応
に改修した。また、自然科学教棟及び附属福岡中学校に身障者対応のエ
レベーターを設置し、バリア・フリー化を図った。

② 自然科学教棟（西棟・西中棟）の耐震改修を含む全面改修工事、並び
に附属福岡中学校特別教棟の耐震改修及び外壁・屋上防水改修工事を実
施した。

③ 自然科学教棟の西棟・西中棟改修工事の実施にあたっては、教棟内に
22.７％の共用スペースを確保した。

④ 平成18年度に制定した本学の情報基盤整備計画による教員養成支援情
報ネットワーク構想において 「キャンパスメイト」による学生支援情、
報サービスの向上、多目的CALLシステムによる大学と附属学校との連携
強化等を実施した。

○ 安全管理に関する計画

【平成16～18事業年度】
① 安全衛生委員会を設置し、全学的な安全衛生管理体制を構築するとと
もに、全学的な安全衛生・危機管理及び薬品管理に関するマニュアルの
整備を行った。また、パンフレットの配布、ポスター掲示、安全衛生研
修会の開催及び定期的な安全パトロール等の啓発活動を通じて大学構成
員の意識の向上を図った。

② 学内施設等の危険箇所の点検・診断調査、安全パトロール及びヒヤリ
・ハット調査を実施し、改善措置をとるとともに、安全管理における責
任体制の明確化を図った。

③ 学内交通安全に最も有効な対策として、平成17年度にカーゲートを設
置した。

④ 災害対策要綱及び災害対策マニュアルを作成し、これを学内電子掲示
、 、 、 、板に掲示するとともに 防災に関する総合訓練(通報 避難 消火活動

物品の搬出等)を実施した。
⑤ 新入生に対するオリエンテーション時や、在学生への成績票配布の機
会を利用して 「安全衛生・危機管理マニュアル(クイック版)」を配布、
し、学生の防災意識の向上を図った。

⑥ セキュリティ対策の統一化・組織及び水準向上を目的として、情報セ
キュリティポリシーを制定した。

⑦ 電子カルテを導入するとともに、メールによる健康相談の体制を整備
し、診療の効率化及び経過追跡の簡易化を図った。

⑧ 職員の定期健診において、労働安全衛生法に基づく検診項目に加え、
がん検診、ストレスチェックテスト及び疲労度チェックテストを実施し
た。

⑨ 学生のメンタルヘルス領域の障害への対策として、1)メンタルヘルス
調査、2)啓発用パンフレットの作成、3)附属学校での教育実習生に対す
る巡回診療及びカウンセリングを実施した。

⑩ 教職員や管理職に対して、メンタルヘルス研修会を実施し、疲労蓄積
度自己チェック調査の実施や、毎月、面接指導自己チェック表を配布す
ることにより、長時間労働の防止及びメンタルヘルスの維持・管理のた
めの対策を講じた。

【平成19事業年度】
① 1)学生及び教職員への常時携帯可能な安全衛生・危機管理マニュアル
（ポケット版）の配布、2)新入生オリエンテーション時や授業・卒業研
究時等での定期的な安全衛生・危険防止教育、3)ポスター掲示及びチラ
シ配布、4)研修会実施、5)安全・衛生への取組に関する本学ホームペー
ジの開設、6)安全パトロール等を実施し、安全衛生の保持増進に関する
意識の高揚に努めた。

② 学内施設等の危険箇所の点検・診断のために、安全パトロールを定期
的に実施し、施設・設備等の危険箇所を発見し改善するなどの対策を迅
速に講じ、安全で快適なキャンパスづくりを促進した。

③ 防犯マニュアルを基に、警察署と連携して、学生及び教職員を対象と
した防犯に関する研修を実施し、本学のセキュリティ体制を改善した。

④ 防犯監視カメラを本学敷地内に複数台設置し、集中管理を行うほか、
電子錠を新規に５カ所増設するなど、不審者侵入防止体制を整備・強化

。 、 。した また 附属図書館ではカード式入退館システムを新規に導入した
⑤ 保健管理センターにおける日常的な診療では、電子カルテ、ジェネリ
ック医薬品及び湿潤療法を導入した。また、カウンセリングでは、相談
室の充実、メールカウンセリングの強化、相談内容に応じたセンタース
タッフの役割分担の明確化などを行った。これらの取組により、学生の
心身の健康を維持・増進する体制を確立した。

２．共通事項に係る取組状況
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○ 施設マネジメント等が適切に行われているか。

【平成16～18事業年度】
① 本学が策定した耐震補強計画に基づき老朽化施設の耐震性を高めると
ともに、バリア・フリーの推進及びキャンパス・アメニティの改善・向
上を計画的に行うために、施設整備５カ年計画及びこれに基づく年次計
画を策定した。

② 上記の年次計画に基づき、バリア・フリー及びキャンパス・アメニテ
ィの観点から、附属教育実践総合センター及び学生会館のトイレ改修、
人文社会教棟等の防水改修、課外活動施設の改築等を行った。また、耐
震補強等のため、自然科学教棟東棟・東中棟の改修工事を行った。

③ 講義室を対象として稼働率等の利用状況を調査し、その結果を基に、
自然科学教棟の東棟・東中棟改修工事中における設備等の移行先を選定
し、有効に活用した。

④ 本学の施設における共用スペース確保及びスペース用途変更による有
効活用を図るため 「共用スペース規程」及び「有効活用規程」を制定、
した。

⑤ 耐震改修促進法に基づき建物の耐震診断を実施するとともに、同法の
改正による特定建築物の範囲拡大に伴い、耐震診断の対象施設を追加し
た。

【平成19事業年度】
① 共用スペース規程及び有効活用規程に基づき、全学の施設の使用状況
を点検・評価するとともに、この結果に基づきスペースの再配分による
有効活用の可能性について検討した。

② 自然科学教棟の西棟・西中棟改修工事を実施し、教棟内に22.７％の
共用スペースを確保した。また、自然科学教棟の東棟・東中棟改修工事
に引き続き、同西棟・西中棟改修工事においても、講義室を設備等の移
行先として選定し、スペースを有効活用した。

③ キャンパス・アメニティーについては、歩道及び運動施設の整備を行
い、その向上を実現した。

④ 省エネルギー対策等の観点から、空調機の電力量を削減するため、エ
ネルギー総合管理システムを導入した。

○ 危機管理への対応策が適切にとられているか。

【平成16～18事業年度】
① 全学的な緊急時連絡体制の確認及び安全衛生並びに危機管理に関し
て、以下の各種マニュアルの制定及び見直しを行った。
1)「安全衛生・危機管理マニュアル〔共通事項 」〕
2)「安全衛生・危機管理マニュアル〔講座・教室・センター編 」〕
3)「安全衛生・危機管理マニュアル〔附属小・中学校・幼稚園編 」〕
4)「安全衛生・危機管理マニュアル〔ポケット版 」〕
5)労働安全衛生法・高圧ガス保安法対象物質ハザード調査、PRTR法対象
物質調査、消防法適用危険物、毒劇物等化学薬品全般に関する総合的
な「国立大学法人福岡教育大学化学薬品管理マニュアル」

② 安全衛生・危機管理マニュアルを、在学生には成績票の配付時に、新
入生についてはオリエンテーション時に配付することにより、学生に対
して防犯の意識啓発を行った。

③ ハラスメント防止研修会や講演会の開催、各種啓発ポスター掲示、パ
ンフレットの配付、及びハラスメント防止・対応に関する本学ホームペ
ージの運用等により、教職員の意識向上を図った。

④ 安全衛生研修会 救命研修会 年２回開催 の開催 健康管理月間 ７、 （ ） 、 （
月・２月）における産業医による心身の健康相談の実施及び管理職に対
するメンタルヘルス研修会開催等、職員の健康管理に取り組んだ。

⑤ 全国交通安全運動、全国安全週間及び全国労働衛生週間における本学
の取組の一環として、オリジナルポスターやチラシを作成し、安全に対
する本学構成員の意識の向上を図った。

【平成19事業年度】
① 公的研究費の不正使用その他不正行為の防止、早期発見及び是正等を
図るため、次の規程を制定した。
1)「国立大学法人福岡教育大学における公的研究費の適正管理に関する
規程」

2)「国立大学法人福岡教育大学研究活動不正防止規程」
3)「国立大学法人福岡教育大学研究活動不正防止委員会規程」
4)「国立大学法人福岡教育大学における公益通報に関する規程」

② 「災害対策要綱」及び「災害対策マニュアル」を更新し、学内電子掲
示板に掲示するとともに、自衛消防訓練（通報・避難・消火等）を実施
した。

③ 学内の施設・設備状況調査及び職場巡視を行い、防災上改善すべき問
題点（階段の破損・手摺の未設置等）を明らかにした。

④ 新入生オリエンテーション等で「安全衛生・危機管理マニュアル〔ポ
〕」 、 、 。ケット版 を配布し 説明を行い 学生に対する防災教育を実施した

また、上記の自衛消防訓練に学生を参加させ、学生の防災知識・技術の
向上を図った。

⑤ 防犯マニュアルを使い、警察署と連携して、学生と教職員を対象とし
た防犯に関する研修を実施し、本学のセキュリティ体制を改善した。

⑥ 防犯監視カメラを本学敷地内に複数台設置し集中管理を行うほか、電
子錠を増設するなど、不審者侵入防止体制を整備・強化した。また、附
属図書館ではカード式入退館システムを新規に導入した。

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

【平成16～18事業年度】
① 平成16年度の評価結果において「施設に関して地域への一般開放も含
め、今後の具体的な成果が求められる」と指摘されたことを受け、宗像

、「 」市との連携協力の一環として設置された むなかた大学のまち協議会
において、地域と大学が一体となった「大学のまち」を創造するための
方策を検討することを確認した。

② 平成17年度の評価結果において「薬品管理等に関する全学的なマニュ
アルが策定されていないことから、早急な対応が期待される」と指摘さ

、「 」れたことを受け 国立大学法人福岡教育大学化学薬品管理マニュアル
を作成した。

【平成19事業年度】
① 照明設備を備えた多目的グラウンドの整備を行い、授業等に支障がな
い範囲においてトヨタ自動車九州陸上競技部と本学陸上競技部が共同利

。 、 、用を開始した さらに 地域住民を対象とした陸上教室を開催するなど
地域への施設開放を推進した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
① 教育の成果に関する目標

【学 部】
中 教養教育、専門教育の充実を図り、豊かな教養に基づいた人間性、教科や学問領域における専門性、さらに教育に必要な実践力を備えた有為な教育者を養成
期 する。
目 【大学院】
標 ① 教育に関する諸問題の研究能力と教育実践の水準を向上させる高度な専門的力量を持った学校教員を中心に、併せて地域社会に貢献しうる人材を養成す

る。
② 現職教員の継続学習を支援し、学校教員の専門的能力の向上に寄与する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【41】 【41】
「学部」 平成18年度に策定したカリキュラ 大学入門科目及びキャリア教育関連科目の新設、情報技術及び外国語に
幅広い教養を身につけさせるとと ムを実施し その点検・評価を行う 関する科目内容の見直し等、カリキュラム改善を実施した。これらの新設、 。

もに、コミュニケーション能力や情 平成18年度に未着手であった「保健 科目等について、教養科目担当者会議において、適正に運営されているこ
報技術、健康・体力を高めさせるた 体育科目」について検討し、改善を とを確認し、授業評価においても良好な満足度が示された。また、保健体
めに教養教育の現状を見直し、カリ 進める。 育科目の授業内容等について検討を行い、教員養成系大学における健康増
キュラムを改善する。 進教育の推進という観点から改善策をとりまとめ、平成20年度から実施す

ることとした。

【42】 【42】
「学部」 ⅰ 平成18年度のカリキュラムの精 ⅰ 障害児教育教員養成課程において、全５領域の特別支援学校教諭免許
教科や学問領域における専門性と 選・改善をさらに進めるための具 取得に対応したカリキュラム改善を実施した。また、平成18年度におけ

教育に必要な実践力を獲得させるた 体的方法を検討する。 る学部カリキュラムの精選・改善において未着手の課題を中心として、
めに、専門教育のカリキュラムを改 ⅱ ⅰの学部カリキュラムの改善の 「カリキュラムに関する今後の検討課題」を整理し、平成20年度以降に
善する。 ための具体的方法のうち、平成19 取り組むこととした。さらに、平成21年度からの実施を予定して、教職

年度に取り組むことのできる事柄 専門科目（必修）に関するクラス指定、授業科目の配置及び単位構成等
を検討し、実行する。 を検討し、前二者に関して基本方針（素案）を得た。

ⅱ 教員としての教育実践力を涵養するための取組として、新規授業科目
「教職総合実践演習」の授業内容や実施形態等について検討し、平成20
年度から開設することとした。

【43】 【43】
「学部」 ⅰ 平成18年度に引き続き、GPA値の ⅰ 平成15年度から18年度までのGPA値及び成績優秀者割合の推移を点検
GPA（グレード・ポイント・アベ 分布や成績優秀者の割合を点検し した結果高いGPA値を示す学生が増加していることから、①GPA制度が学、

レージ）によって個々の学生の学修 必要があればGPA制度及び成績優秀 生の修学意欲を高める効果を上げていること、②GPAが学生の学修程度
程度を評価し 学生指導に役立てる 者判定基準の見直しを行う。 を反映し、成績優秀者の判定基準が妥当であることを確認した。なお、、 。

ⅱ 平成18年度から開始した「取得 より適切に学修程度を測定する観点から、現行の４段階（優・良・可・
単位数が少ない学生に対する履修 不可）に「秀」を加えた５段階の評価について、各講座に意見聴取する
指導」の実施状況を点検し、必要 などして検討を開始した。
があれば指導が必要な学生の判定 ⅱ 「取得単位数が少ない学生に対する履修指導」は、平成19年度前期か
基準等について検討を行う。 ら「成績不振学生に対する履修指導」に改め、取得単位数に加え、GPA

ⅲ 取得単位数が少ない学生に対す 値についても、コース・選修等ごとに「成績不振」を判定する基準を設
る具体的な履修指導の内容につい け、指導を行った。こうした前期の指導状況を点検した結果、後期には
て検討する。 全学共通の判定基準を設定し、総取得単位数が各期ごとに16単位を累積

した数に満たず、またはGPA値が2.5未満である学生を指導対象とした。
ⅲ 「教育内容・方法に関する検討会」を各講座で実施し 「成績不振学、
生に対する履修指導」について検討した。また、平成18年度に指導を行

福岡教育大学
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った成績不振学生のGPA値が平成19年度には上昇傾向を示すとともに、
その約35％の学生のGPA値が2.5以上に上昇したことから、履修指導が一
定の効果を上げていることを確認した。

【44】 【44】
「学部」 平成18年度に実施した「卒業生ア 平成18年度の「卒業生アンケート調査結果」から判明した「学部教育に
卒業生に関する調査を企画・実施 ンケート調査」の結果から明らかに 関する検討課題」を含めて「カリキュラムに関する今後の検討課題」を整

し、その結果を教育成果の検証及び なった 学部教育に関する検討課題 理し、平成21年度のカリキュラム改訂に反映させることとした。「 」
教育の改善に活用する。 について改善策を検討し、実施可能 上記調査から抽出された検討課題のうち 「インターンシップ相当科目、

なことがあれば平成19年度から実施 の授業内容の充実」への対応として、事前指導に外部講師を招くなどの改
する。 善を行った。また、平成20年度に新規開設予定の「教職総合実践演習」に

おいて、教職経験者または現職教員の視点を取り入れるため 「教職実践、
指導講師」の非常勤時間枠を新設することを決定した。

【45】 【45】
「学部」 ⅰ 平成18年度に作成した「学生生 ⅰ 「学生生活・就職支援のための学生指導の手引」を全教員に配付し、
職業人となる自覚を高め、高い倫 活・就職支援のための学生指導の 全教員共通理解の下での学生指導を可能とした。

理性を涵養する職業教育のあり方を 手引」を点検し、改善を図る。 ⅱ 就職担当者連絡会を定期的に開催し、就職状況、ガイダンスの出席状
検討するとともに、就職率向上のた ⅱ 平成18年度に設置した「キャリ 況等の学生の就職に関する動向を教員組織と事務組織で共有する体制を
めの適切な就職・進路指導体制の確 ア支援センター」の運営のあり方 整えた。

「 」 「 」立と、各種就職・資格試験等の受験 について点検し、更に充実・改善 ⅲ 平成19年度に キャリア支援センター において 就職担当者連絡会
指導の充実を図る。 を図る。 を組織し、キャリア支援センターと講座間の連携を図り、学生への支援

ⅲ 平成18年度に設置した「キャリ 体制を充実させた。
ア支援センター」に「就職担当者 ⅳ 基礎科目である「キャリアデザイン」は、受講者が前・後期とも約
連絡会」を組織する。 100名と多数に上り、授業評価の結果も、良好であった。この結果を踏ま

ⅳ 新たに開講したキャリア支援科 えつつ、今後年次進行で開講を予定している応用科目のシラバスを点検
目の点検を行い、更に充実・改善 し 「キャリア形成A （一般企業関係）及び「キャリア形成B （教職関、 」 」
を図る。 係）の授業内容の改善・充実を図った。

【46】 【46】
「大学院」① ⅰ 本学大学院の教育制度及び教育 ⅰ 教育に関する諸問題を研究する能力と教育実践の水準を向上させる能
教育に関する諸問題を研究する能 内容について改善点の再検討を行 力を身につけさせるために、大学院のカリキュラムについて検討した結

力と教育実践の水準を向上させる能 う。 果 「コースツリーの構築」及び「発展科目の設定」が必要との結論に、
力を身につけさせるために、大学院 ⅱ 平成18年度までの活動に基づい 達した。
のカリキュラムを改善する。 て、中期目標を実現するための本 ⅱ 平成18年度までの検討作業及びⅰの結論に基づいて、教科専門分野と

学の大学院のカリキュラムを立案 教科教育分野を融合した「発展科目」の開設によりカリキュラムを体系
する。 的に再編成するとともに、その適正な運用に資するため、系統的な履修

指導のためのコースツリーを作成した。

【47】 【47】
、 、「大学院」① ⅰ 複数の教育委員会に行った教育 ⅰ 教育ニーズ調査の結果を分析し 生徒指導や学校経営などについては

教育委員会や学校等の地域の諸機 ニーズ調査を基に、検討中の教職 平成21年度開設予定の教職大学院（教職実践専攻）において、主として
関と連携した実践的な大学院教育を 大学院設置構想を踏まえて、修士 地元の小・中学校を実習校とし、より実践的な大学院教育を推進するこ
行う体制の整備について検討する。 課程における授業科目を検討する とを計画した。また、現行大学院では教科専門分野と教科教育分野を融。

ⅱ 教育委員会や学校等の諸機関と 合した「発展科目」を創設し、平成21年度の開講を決定した。さらに、
連携して運営する授業科目の開設 長期履修学生制度の導入など、弾力化したカリキュラム編成について検
の可能性を検討する。 討した。

ⅱ 福岡県、福岡市、北九州市及び宗像市など近隣の教育委員会等と結ば
れた連携協力に関する協定に基づき、美術教育専攻などにおいて、実践

、 。的研究力を高めるために 地域の学校や施設と連携した授業を実施した
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【48】 【48】
「大学院」① ⅰ 平成18年度に作成した「学生生 ⅰ 「学生生活・就職支援のための学生指導の手引」を点検した結果、こ
就職率の向上等のため、就職・進 活・就職支援のための学生指導の の手引において学部生向けの要素が強いことが判明したため、大学院生

 路指導体制の充実を図る。 手引」を点検し、改善を図る。 の就職支援に焦点を当てた差し込み版を作成した。
ⅱ 平成18年度に設置した「キャリ ⅱ 大学院１年生へのアンケート調査の結果を点検し、キャリア支援セン
ア支援センター」の運営のあり方 ターの利用率が低いことを踏まえ、各就職担当教員や大学院常任委員会
について点検し、更に充実・改善 との連携を強化し、大学院生を対象とするキャリア教育及び各種就職・
を図る。 資格試験等の受験指導の体制を充実させた。

ⅲ 平成18年度に設置した「キャリ ⅲ 平成19年度に「キャリア支援センター」を核として「就職担当者連絡
ア支援センター」に「就職担当者 会」を組織し、キャリア支援センターと講座間の連携を図り、学生への

 連絡会」を組織する。 指導体制を充実した。
ⅳ 新たに開講したキャリア支援科 ⅳ キャリア支援科目の点検を行った結果、これらは学部の１ないし２年
目の点検を行い、更に充実・改善 次での履修が適当なものであり、大学院生については、むしろ非常勤講
を図る。 師やTAをキャリア教育の機会と捉え、より一層活用することとした。ま

、 、た 大学院生のための就職ガイダンスについても開設の必要性が判明し
その準備を開始した。

【49】 【49】
「大学院」② ⅰ 大学院における授業、修士論文 ⅰ 現職教員・社会人等を含め広範囲に周知を図るために、各専攻の大学
現職教員に対して多様な研修がで の研究課題について記載したパン 院担当教員の研究内容、修士論文の研究課題、授業等に関する概要を記

きるよう組織的に取り組む体制を整 フレットを作成する。 載したウェブページを作成し、本学ホームページに掲載した。なお、当
備する。 ⅱ 現職教員に適合した授業の開設 初予定していたパンフレット作成については、情報提供の広範化及び経

について調査し、推進する。 費削減の観点から、ウェブページの作成に変更した。 
ⅲ 夜間開講の改善、サテライト授 ⅱ 長期履修学生制度の導入について決定した。また、県教育センターと
業の推進策を検討する。 の協力により、現職教員への公開講座を複数の専攻・講座が担当した。

ⅲ 夜間開講については、さらに充実させることとした。また、サテライ
ト授業について、現職教員に対するニーズ調査の結果を踏まえて、本学
での授業を多目的CALLシステムを用いて附属学校で受講できる体制を検
討した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
② 教育内容等に関する目標

【学 部】
中 ① 大学の一層の活性化のために、教育への高い関心を持ち、豊かな個性や優れた能力を備えた多様な学生の受け入れを推進する。
期 ② 本学の基本理念及び教育目標を踏まえ、21世紀社会を担う教育者養成に相応しい教育課程の充実及び教育内容・方法の改善を図る。
目 【大学院】
標 ① 強い進学の動機とともに、本学大学院の教育目標のより高度な達成を目指すに相応しい入学者の受入れを推進する。

、 。② 学校教育及び教科の教育に関する諸問題に対して 高度な専門的知識とその実践的活用力の向上を目指した教育課程の編成及び教育内容・方法の改善を図る

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【50】 【50】
「学部」① ⅰ 平成18年度作成して公表したア ⅰ 平成18年度作成して公表したアドミッション・ポリシーについて、文
入学者受入れ方針（アドミッショ ドミッション・ポリシーを精査す 言の統一性という視点からその内容を整備して 「平成20年度以降のア、

ン・ポリシー）を踏まえた入学者選 る。その公表・周知のあり方につ ドミッション・ポリシー」を作成した。その公表・周知のため、①大学
抜方法の改善策を研究しつつ実施 いて引き続き検討する。また、私 案内の別冊子、②学生募集要項、③本学ホームページ、④大学入試セン
し、教育分野に志の高い、優れた学 費外国人留学生のアドミッション ターの大学進学案内（ハートシステム）等にも掲載した。また、平成20
生の確保に努める。 ・ポリシーを策定する。 年度以降も、大学の理念がより反映するように適宜修正を行うこととし

ⅱ 平成18年度に引き続き、平成20 た。さらに、私費外国人留学生特別選抜のアドミッション・ポリシーに
年度及び平成21年度以降の入学者 ついては、上記「平成20年度以降のアドミッション・ポリシー」に追加
選抜方法の改善を検討する。 して平成20年度から公表することを決定した。

ⅲ 入学定員の適正化について調査 ⅱ 平成20年度及び21年度以降の入学者選抜方法の改善を検討し、大学入
・検討し、方策について取りまと 試センター試験の教科・科目の利用方法の統一化及び個別学力検査の精
める。 選を行った。その結果、募集要項等の表記を明確化したことに加え、志

ⅳ アドミッション・ポリシー等の 願者の負担軽減の観点から試験時間割を大幅に改善することができた。
項目を含めた新入生アンケート調 ⅲ 入学定員の適正化に関し 「過去５年間の入学試験受験者の推移につ、
査等を継続する。その調査結果を いて」及び「平成18年度と平成19年度における入学試験の出願状況（民
分析して、報告書を刊行する。 間調べ）について」の調査結果に基づき 「教育学部における入学定員、

の適正化について」文書を取りまとめ、学長に報告した。この報告を受
け、全国的な教員採用の増加見込みも踏まえ、学長補佐会議及び役員会
等で審議した結果、学生定員配置を見直し、平成21年度に実施に移すこ
とを決定した。

ⅳ アドミッション・ポリシー等の項目を盛り込みつつ入学者選抜に係る
新入生アンケート調査を実施したところ、アドミッション・ポリシーの
認知度が４割程度であることが明らかになり、この点を含む調査結果を
分析して、報告書を公表した。アドミッション・ポリシーの認知度を向
上させる方策については、平成20年度に検討することとした。

【51】 【51】
「学部」① ⅰ 編入学試験実施のための具体的 ⅰ 編入学試験実施のための具体的事項について、教務委員会及び教育実
社会人、帰国子女の特別選抜や編 事項について検討する。 習運営委員会における検討結果を踏まえて、編入学試験制度を実施する

入学など、多様な学生を積極的に受 ⅱ 帰国子女および社会人選抜試験 ことを決定し、平成21年度の実施に向けて平成20年度に具体的な作業
け入れる施策を検討する。 について、その導入の可能性を引 を進めることとした。

き続き検討する。 ⅱ 帰国子女及び社会人選抜試験の導入について、他大学の調査等に基づ
き検討した結果、ニーズ等が見込まれないことから導入を見送ることを
決定した。
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【52】 【52】
「学部」② ⅰ 本学の教育目標、及び各課程、 ⅰ 各課程、選修・専攻ごとに教育目標並びに学生が身につけておくべき
各課程に相応しいカリキュラムを 選修・専攻ごとの目標に照らした 学力及び資質・能力等を整理したうえで、学部教育組織の見直しに伴い

編成し、授業科目の精選を図る。 カリキュラム編成のための具体的 平成21年度から導入されるカリキュラムの内容について、教員養成機能
方法を検討する。 の強化の観点から 教職専門科目 必修 に関し クラス指定 及び 授、 （ ） 「 」 「

ⅱ 具体的方法のうち、平成19年度 業科目の配置」に関する基本方針(素案)までの検討を終えた。
に取り組むことのできる事柄を検 ⅱ カリキュラム編成の前提として、各課程、選修・専攻において定めら
討し、実行する。 れていた教育目標や個々の授業の到達目標を整理したうえで、各課程等

の教育目標、学生が身につけておくべき学力及び資質・能力等を明確化
した。

【53】 【53】
「学部」② ⅰ 平成18年度に実施した「教育成 ⅰⅲ 前年度のアンケート調査から明らかになった課題として、授業時間
単位制度の実質化を図るために、 果に関するアンケート調査」の結 外の学習を促す方策を検討し、その具体的な取組例を文書にまとめ、

適正な履修登録と授業の事前・事後 果から明らかになった「授業時間 教員に配布することにより、学生への指導の徹底を図った。さらに、
学習の指導を徹底する。また、明確 外の学習に関する検討課題」につ この具体的な取組例については 「教務関係手引書」の平成20年度版、
な成績評価基準、適正な成績評価方 いて改善策を検討する。 に掲載した。
法について研究する。 ⅱ 成績評価の現状を把握するため ⅱ 成績評価の現状を把握するため、教員・学生に対し「教育成果の検証、

平成18年度に引き続き「教育成果 についてのアンケート調査」を実施し、その集計・分析結果を報告書に
の検証についてのアンケート調査 まとめた。これによれば、８割程度以上の授業の成績評価が適切である」
を実施し、集計・分析を行う。 と回答した学生の割合は、平成18年度の64％から83％へと増加した。ま

ⅲ 学生の授業時間外の学習を充実 た、成績評価の適正化のために今後の検討が必要な事項として、①評価
させる方策について検討し、検討 の点数化及び点数の開示の可否、②再試験の評価方法（本試験との整合
結果を分析する。 性 、③出席点の取り扱い、④公欠の定義の明確化・統一化などを確認）

した。

【54】 【54】
「学部」② 平成18年度に引き続き改善案に基 実習教育の改善について、関係機関と連携しつつ、次の取組を行った。
附属学校園や協力校（公立学校・ づいて、関係諸機関と連携し、実習 a)平成18年度の「教育実習の改善策について（答申 」を教授会において）

幼稚園等）及び自治体や地域の諸機 教育の改善に取り組む。 承認したうえで、そのなかで提示されている「教育実習改善プラン」
関と連携し、実習教育の一層の充実 に基づき、平成19年度は「平成20年度以降の教育実習にかかわる夏季
を図る。 休業中の実習指導体制」について検討した。その結果、指導案の作成

および教材研究について附属学校の提示した課題につき、実習生が大
学教員の指導のもとで取り組む体制を平成20年度から開始することと
した。

b)博物館実習に関しては、教務委員会から２名の博物館実習担当者を選
定し、事前指導を行うとともに、実習参加者のレポ－トに基づき事後
指導を行うなど、きめ細かな実習指導を実施した。

c)生涯教育３課程において実施されている社会福祉現場実習やインター
ンシップ等については、各担当講座における指導体制の改善（担当者
の明確化など）及び受入先の開拓を推進するとともに、各講座独自の
「インターンシップノート」の作成・活用及び「事前指導－現場実習/

」 、インターンシップ－事後指導 という実習サイクルの確立などにより
きめ細かな指導体制を確立した。
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【55】 【55】
「大学院」① ⅰ 公表したアドミッション・ポリ ⅰ 平成18年度作成して公表したアドミッション・ポリシーについて、文
入学者受入れ方針（アドミッショ シーを精査する。その公表・周知 言の統一性という視点からその内容を整備して 「平成20年度以降のア、

ン・ポリシー）を踏まえた入学者選 のあり方について検討する また ドミッション・ポリシー」を作成し、大学院案内と本学ホームページに。 、
抜方法の改善策を研究しつつ実施 外国人留学生のアドミッション・ 掲載して、公表・周知した。さらに、各専攻別のアドミッション・ポリ
し、教育分野に志の高い、優れた学 ポリシーを策定する。 シーに加え、教育学研究科全体及び外国人留学生に関するアドミッショ
生の確保に努める。 ⅱ 平成19年度の入学者選抜試験に ン・ポリシーも策定し、いずれも平成20年度から公表することとした。

おいて、アドミッション・ポリシ なお、平成20年度以降も、大学の理念がより反映するように適宜修正を
ーに応じた入学者選抜試験が実施 行うこととした。
されたかを点検するとともに、平 ⅱ アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜試験の実施を検討した
成20年度以降の入学者選抜方法の 結果、入学志願者のアドミッション・ポリシーに関する認知度を向上さ
改善を図る。 せる必要があるとの結論に達し、その方策については平成20年度に検討

ⅲ 各専攻毎の入学定員の適正化に することとした。また 「大学院教育学研究科（修士課程）入学資格審、
ついて調査・検討し、方策につい 査実施要項」について、学校教育制度における短期大学・高等専門学校
て取りまとめる。 等と大学院との制度的な接続を基本とするため、旧要領等を廃止し、新

ⅳ 新入生アンケート調査等を継続 要綱及び「大学院教育学研究科（修士課程）入学資格審査実施要項に係
し、調査結果を分析して、報告書 る申し合わせ」を制定した。
として刊行する。 ⅲ 平成20年度から一部募集停止するとともに、募集定員について一部、

弾力化を図った。なお、各専攻ごとの入学定員の適正化については、教
職大学院の入学定員を視野に入れつつ検討していくこととした。

ⅳ 新入生アンケートの結果、アドミッション・ポリシーの認知度が４割
。 、程度であることが明らかになった この点を含めた調査結果を分析して

報告書を刊行した。

【56】 【56】
「大学院」② 現職教員の教育ニーズに対応した 平成19年度は、現職教員の教育的ニーズに応え、教育に関する諸課題に
各専攻に相応しいカリキュラムを カリキュラムを整備し、授業科目の 取り組む研究能力及び教育実践力を向上させるため、体系的カリキュラム

編成し、授業科目の精選を図るとと 精選を行う。 を編成するべく、次の取組を行った。なお、これらの取組については、平
もに、現職教員の継続学習を重視し 成21年度からカリキュラム運用に反映させることとした。
たカリキュラムを整備する。 a)授業科目の系統的な履修方法を明示し指導するため、各専攻のコース

ツリーを作成した。
b)カリキュラムの体系性を高める観点から、授業科目を精選した。
c)教科専門と教科教育の融合に基づき発展科目（４単位）の授業を新設
し、現職教員等の協力も得つつ運営することを決定した。

d)夜間開講への対応が各専攻によって異なっている状況を踏まえ、現職
教員等が全専攻において夜間に受講可能となるようにカリキュラムの

、 。運用体制について検討し 夜間開講をさらに拡大することを決定した

【57】 【57】
「大学院」② 適正な履修登録と授業の事前・事 ・ １科目あたりの事前・事後学習時間を調査したところ、週平均で約３
単位制度の実質化を図るために、 後学習の指導を徹底するとともに、 時間であり、十分な水準に達していることがわかった。そこで 「履修科、

適正な履修登録と授業の事前・事後 明確な成績評価基準、適正な成績評 目の登録の上限設定」については、この調査結果を踏まえ、かつ２年次
学習の指導を徹底する。また、明確 価方法について研究する。 の修士論文作成や現職教員の修学にも配慮した結果、導入しないことを
な成績評価基準、適正な成績評価方 決定した。
法について研究する。 ・ 組織的に履修指導を行うために、各専攻でコースツリーを作成し、こ

れを利用した適切な履修指導の実施について検討した結果、オリエンテ
ーション等で活用することとした。

・ 各専攻において、学生の学修の程度を成績評価結果に反映する方法に
ついて検討し、成績評価基準及び成績評価方法のより一層の明確化及び
適正化を図るべく研究を深めた。その結果、全専攻でシラバスの書式を
統一することが望ましいとの結論に達し、平成20年度に取り組むことと
した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
③ 教育の実施体制等に関する目標

中 ① 本学の教育目標の達成を図るために教育組織を見直すとともに、教職員の適切な配置や連携等により、教育実施体制を充実させる。
期 ② 教育施設・設備等の整備・充実及びその有効活用を推進し、図書館や各種センターの教育支援機能の一層の充実によって、教育環境の向上を図る。

、 、 。目 ③ 学生への教育活動を適切に評価する内容・方法を検討し 本学教員の教育意欲 教育能力の向上及び授業内容・方法の改善に向けた取り組みを推進する
標 ④ 本学の大学院教育の目標の達成を目指して、現職教員や社会人等、入学者の多様な状況に柔軟に対応できる大学院教育体制の一層の充実を目指す。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【58】 【58】
① ⅰ 平成18年度に引き続き、教育目 ⅰ 教育実施体制の再検討として、教員養成機能の強化、現行大学院・教
教育目標の達成に向けて、学校教 標の達成に向けて、教育実施体制 職大学院とのつながり及び今後の教員需要増への対応等の視点から、学

育３課程並びに生涯教育３課程の教 について検討する。 部の教育組織及び学生定員を見直し、平成21年度に実施に移すことを決
育実施体制を再検討する。初等教育 ⅱ 初等教育教員養成課程の教育実 定した。その結果、生涯教育３課程から学校教育３課程へ50名の学生定
教員養成課程については、教科コー 施体制について継続して調査を行 員をシフトし、初等教育教員養成課程に「英語 「技術ものづくり」及」、
ス、学校臨床教育学コース、心理教 い、大学全体としてのコース・選 び「生活・総合」の３つの選修を新設することとした。
育支援コース及び幼児教育コースを 修制の検証を実施する。 ⅱ 初等教育教員養成課程の教育実施体制について、平成17年度及び18年
置く。 度に引き続き教員及び学生を対象としてアンケート調査を行うことによ

り、その有効性を検証した。平成19年度は、平成17年度に教科別等のコ
ース・選修制を導入した点に加え、平成19年度には教室を廃止し、講座
を教育組織としても機能させることになった点に関する項目を追加し
。 、 。 、た この調査の結果 教員からは全体的に概ね良好な回答を得た 一方

学生の教育や学生指導に関する満足度が、学年が上がるにつれて高くな
っていること、１年次時点での学生の満足度が、平成19年度入学生にお
いて最も高かったことから、新たに導入した教育実施体制が有効に機能
していることが示唆された。

【59】 【59】
① ⅰ 教育実践総合センターを中心に ⅰ 附属教育実践総合センター及び教育懇談会において、教職経験を有す
学校や地域社会が抱える今日的諸 して、学校や地域社会が抱える今 る客員教授の参加を得つつ、学校や地域社会が抱える今日的課題につい

課題に対応した学際的な教育を可能 日的課題を明らかにする。 て情報交換を行った。同時に福岡県下の全校長を対象にしたアンケート
にするために、課程内及び課程間の ⅱ 課程内及び課程間の連携を図り 調査を実施し、学校現場等の課題を把握した。その結果、学校や地域社、
連携を推進する。 今日的課題に対応した学際的な教 会が抱える今日的課題として、教科指導・学習指導、保護者対応、学校

育を行う。 評価への対応などについて、大学に対してその解決のための支援が求め
られていることが明らかになった。また、福岡県下の主要教育委員会と
連携し 「総合的な学習の時間 「生活科教育 「教育相談 「人権・同、 」 」 」
和教育」等に関する研究等を継続的に実施し、その成果を論文・報告書
にまとめた。

ⅱ 今日的課題に対応した教育について、課程・コース等を横断して行う
ために、教務委員会、カリキュラム検討委員会、教養教育委員会などの
連携による「教務関係委員会連絡会議」を組織し、運営した。さらに、
教職課程に関する問題については 「教職課程運営委員会」において検、
討を行った。このような体制のもと教育内容と教育方法の改善を継続的
に行っている。
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【60】 【60】
① ⅰ 平成18年度に設置した「キャリ ⅰ 就職担当者連絡会を定期的に開催し、就職状況、教員採用や就職活動
学生への履修指導その他の教育支 ア支援センター」の運営のあり方 に関するガイダンスの出席状況等、学生の就職に関する動向を教員組織

援サービス活動が効率よく行えるよ について点検し、更に充実・改善 と事務組織とが協働して把握する体制を整えた。また、大学院生のキャ
うに、教員組織及び事務組織の整備 を図る。 リア支援センター利用を促進させるために、各就職担当教員との連携に
を行うとともに、双方の連携を推進 ⅱ 平成18年度に構築した「福岡教 加え、大学院常任委員会との連携を強化し、キャリア教育及び各種就職
する。 育大学学生への相談業務体制」に ・資格試験等の受験指導の体制を強化した。

ついて、その実効性を点検し、更 ⅱ 教職員を対象として、学生からの相談の実態等に関しアンケート調査
に充実・改善を図る。 を行った。結果に基づいて、学生への対応時の基本的事項をマニュアル

ⅲ 平成18年度に作成した「教務関 化した「学生相談の対応心得」を作成し、教員に配布した。さらに、学
係手引書」及び「学生生活・就職 生相談窓口の利用方法について、掲示板及びウェブページにおいて学生
支援のための学生指導の手引」を に周知した。これらの取組により、学生のための相談業務体制が充実し
点検し、更に充実・改善を図る。 た。

ⅲ 「教務関係手引書」の内容を点検し、学修指導の具体的な取組例を追
加するなど記載内容を充実させ、平成20年度版を作成した。また 「学、
生生活・就職支援のための学生指導の手引」の内容を点検し、大学院生
に特化した事項に関して差し込み版を作成し、内容を充実させた。

【61】 【61】
② 教務委員会等において策定された 快適な学習環境の整備を行うために、自然科学教棟及び附属教育実践総
快適な学習環境の整備に向けて、 「共通講義棟・教育実践総合センタ 合センター内の講義室に関して整備計画を策定した。この整備計画に基づ

教室・講義室等の充実に向けた計画 ー講義室の環境整備年次計画」に基 き、自然科学教棟(7,670㎡)の改修，第１～第３大講義室の床・トイレ改
を策定し、実施する。 づき、計画を実施する。 修及び各教棟のトイレ改修等を行い、学習環境を改善した。

【62】 【62】
② ⅰ 策定した収書基準に基づき、学 ⅰ 平成18年度に策定した学生用図書収書基準に則り、教員養成系大学に
附属図書館における教育学習支援 生用図書の整備充実を図る。 必要とされる教育学分野を中心にした学習用図書、シラバス掲載の参考

機能の強化を目指して、閲覧室の整 ⅱ 教員と連携した情報リテラシー 図書、一般教養図書、留学生用図書等の学生用図書を充実させた。
備・充実や、学生用図書の計画的購 支援を計画する。 ⅱ 情報リテラシー支援の基本編「図書・雑誌、雑誌論文の探し方」を５
入など学習支援サービス充実策を策 ⅲ 子ども図書室をさらに整備し、 月に４回開催し、教員による演習を含む応用編「学術論文の探し方」を

、 。 、定し、実施する。 具体的な運用にとりかかる。 12月に１回 翌年１月に２回開催した 受講者へのアンケート調査では
ⅳ 閲覧環境の整備・見直しを実施 全員が有益であった旨の回答をした。
する。 ⅲ 学生の読み聞かせ研修及び附属幼稚園児への読み聞かせ会を継続して

実施するとともに、地域の子どもを対象とした大学主催の「Jr.サイエ
ンス＆ものづくり in 教育大」では、ものづくりの観点から「作って楽
しむ絵本の世界」を実施した。また、布を使った絵本や、点字、触知図
の絵本の作成等、積極的に活動の幅を広げた。

ⅳ 教科書室及びマイクロ資料室の整備及び書庫スペースの拡大のため、
分散していた事務室を統合した。また、開架閲覧室の書架を整理のうえ
配列し直し、よりブラウジングし易い配架とした。さらに、入退館シス
テムを導入し、時系列での入館者の把握が可能となり、利用統計データ
をサービス向上に活用できる体制を整備した。

【63】 【63】
② 教育実践総合センターの事業内容 平成17年度に策定した附属教育実践総合センターの事業計画（平成18年

） 、 、教育実践総合センターの事業内容 について、大学教育の改善、学校教 度に一部修正 を継続的に推進し 平成18年度に実施した19の業務に加え
について、大学教育の改善、学校教 育実践の支援、教育の臨床的研究と ①大学教育の改善、②学校教育実践の支援、③教育の臨床的研究、④人権
育実践の支援、教育の臨床的研究と 人権・同和教育の推進に関連する事 ・同和教育の推進を一層積極的に行った。このうち①については、FD委員

、 、 、人権・同和教育の推進に関連する事 業等を一層積極的に展開する。 会と連携して 学生による授業評価 新任教員研修やFDセミナー等の研修
業等を一層積極的に展開する。 教員相互の授業参観、Drop-in Lab.（教材作成支援室）の運営などを通じ

て、本学のFD活動を牽引した。また、②については、教育実習の手引き書
の編集と発行、実習事前・事後指導の担当、学校図書館司書教諭関連科目
の運営と授業担当、生活科専門科目の授業担当等を行った。つぎに、③に
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ついては、学校コンサルテーション業務とともに、現場の教育相談ニーズ
の調査を実施した。さらに、④については、センター主催の講演会を開催
し、人権意識の啓発活動を行った。
これらの取組により、平成18年度と比較して事業数が増加し、より一層

事業を積極的に展開した。

【64】 【64】
② 各種センターにおいて、教材研究 各種センターにおいて、次のような教育支援機能の充実策を実施した。
教材研究・開発及び学生の体験的 ・開発及び学生の体験的・臨床的学 a)保健管理センター：イメージ療法ワークショップ、心身健康セミナー

・臨床的学習の支援等、各種センタ 習の支援等について、改善点及び充 など毎回新しいテーマを取り上げ実施した。また障害児・者の支援機
ーの教育支援機能の充実策を検討・ 実策の修正をして実施する。 器や医療機器を毎年追加購入し、体験実習プログラムの充実をさせる
実施する。 ことにより、学生への体験的教育に関して成果を上げた。

b)障害児治療教育センター：学生へのセンター利用方法の周知徹底（パ
ンフレット作成 、機材等の整備（老朽化したビデオ設備の交換 、特） ）
色GP「障害児支援経験を通した教員養成プログラム」と連動した介護
等体験授業のサポートなどを通じて、学生の体験的・臨床的学習の支
援等を行った。

c)附属教育実践総合センター：学生へのアンケート調査の結果などに基
づいて、教育実習の手引き書の大幅な改訂を行い、内容を充実させ２
分冊にして刊行した。

d)体育研究センター：教材研究・開発及び学生の体験的・臨床的学習の
支援の一環として、九州地区体育教授学研究会・九州地区社会体育研
究会・健康教授学研究会を開催し、また紀要・研究会誌を発行した。

e)情報処理センター：福岡教育大学多目的CALLシステムを新設し、教育
支援の基盤を確立した。

f)技術センター：教材開発室を設置するとともに、工具および教具等を
整備し、大学院の授業等において、ホバークラフト等の新規教材を開
発した。また、金工部では本学CALLシステム用のキーボード収納部材
を製作し提供した。

【65】 【65】
③ ⅰ フィードバックも含めた授業評 ⅰ 授業評価の在り方及びその効果的な実施について検討を行ない、つぎ
学生による授業評価を含む自己点 価の在り方及び効果的な実施につ のような結論を得た。

検評価を定期的に行い、教育活動へ いて、平成18年度の実績を踏まえ a)FDの視点から、授業評価を授業改善に結びつけるため、学部におい
のフィードバックのシステムを構築 ながら、(1)ファカルティ・ディベ ては平成19年度から期末評価に加え中間評価を導入した。また、評
する。 ロップメント(FD)、(2)教員の教育 価対象科目に関しては、平成19年度後期から４年間で原則として全

活動の評価、(3)教育課程編成の評 開講科目の授業評価結果が揃うように計画を策定し、実施した。大
価、の視点から検討する。 学院においては、原則として全開講科目を対象に実施することにし

ⅱ 授業評価を継続的に実施し、そ た。
の結果をフィードバックする。 b)教員の教育活動評価の視点から、授業評価項目の内容に検討の余地

ⅲ 学生による授業評価を含む自己 があることが確認され、項目の在り方及び授業評価結果を教育活動
点検評価の結果を、教育活動の改 評価にどのような形で提供できるかについて継続的に検討すること
善に結びつけるシステムを整備す を決定した。
る。 c)教育課程編成の評価の視点から、教務関係委員会連絡会議を核とし

て「自己点検評価の教育活動へのフィードバックシステム」を構築
し、授業評価を教育課程の改善に関する資料の一部として活用する
ことを決定した。

ⅱ 学部においては、前期授業では原則全開講科目を対象に中間授業評価
及び期末授業評価を実施し、後期授業では、中間授業評価を実施すると
ともに、期末授業評価については、教職専門科目を中心とした授業科目
を対象とした。また、大学院においては、原則として全開講科目を対象
とした期末授業評価を実施した。そして、各期に個別及び全体の結果を
教員にフィードバックし、各教員に個別の結果に対する自己評価及び今
後の改善方針について報告を求めた。

ⅲ 上記の「自己点検評価の教育活動へのフィードバックシステム」のも
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とで、学生による授業評価を含む自己点検評価結果や各種調査結果を教
育活動にフィードバックし、その改善に結びつける全学的システムを構
築し、運用をはじめた。

【66】 【66】
③ ⅰ 協定を締結した福岡県・福岡市 ⅰ 福岡県・福岡市・北九州市の各教育委員会との連携協力について、平
学校や地域社会の教育的ニーズを ・北九州市教育委員会等との連携 成18年度に引き続き様々な事業を通して推進し、着実に強化した。

把握し、本学の教育内容に活かす方 協力を推進する。 ⅱ 教育実習の課題点・問題点に加え、学校現場の問題点や本学へのニー
法を策定する。 ⅱ 教育実習の課題点・問題点など ズを把握するためのアンケート調査を行うとともに、本学教員が保有す

を整理し、求められる教員の資質 る学校現場に関する情報を収集した。その結果を踏まえ、大学教員の各
に関する提言をまとめる。 専門分野により学校現場のニーズを教育内容に反映させるうえで異なる

ⅲ 上記ⅱの提言を教育内容に反映 問題点が存在することを明らかにした。同時に学校現場で求められる教
させるための計画を立てる。 員の具体的な資質について、①教科内容等に関する優れた専門性、②児

童・生徒への指導力、③学校経営力等の観点から検討し、これらを涵養
するための教育のあり方について提言をまとめた。

ⅲ 上記提言に基づき「現場のニーズを本学の教育内容に反映させるシス
テム」の構築を目指す観点から、各講座・教員が学校現場のニーズその
他の実情に関して保有する情報を全学的に共有し、本学の教育内容に反
映させるため、教職課程運営委員会と教務関係委員会連絡会議との合同
による会議体の設置などを計画した。

【67】 【67】
③ ⅰ FD委員会の活動を活性化させる ⅰ FD委員会と附属教育実践総合センターとの合同によるプロジェクトチ
FD（ファカルティ・ディベロップ ために、全教員のFDに対する意識 ームのもと、FD活動の活性化を図り、全教員のFDに対する意識を高める

メント）の研究、実施等に関する全 を高める方策を実施する。 方策として、平成19年度は、新任教員（学部・大学院）FD研修会及びFD
、 、学的なプロジェクトチームの構築を ⅱ 教員の授業公開を進め、教員同 セミナー等の研修の実施にあたり 全教員に文書で開催通知を出すほか

図る。 士が参観し 研修する体制を作り 教授会でも案内を行うなど効果的な広報に努めた。また、Drop-in Lab.、 、
実施する。 （教材作成支援室）の教材作成支援機能に関して、ポスター掲示やパン

フレット配布を通して全教員に周知した。これらを含めた様々なFD関係
情報を周知するために、FD委員会の本学ホームページを開設した。さら
に、Drop-in Lab.に関するアンケート調査及び教育方法の改善に資する
ICT技術に関するアンケート調査を全教員を対象に行い、その結果に基
づいて、教員のニーズに沿った講習会を計画し開催した。

ⅱ 「福岡教育大学大学教員研修方針」を改定し、教員同士が互いの授業
を参観し研修する体制を確立し、講座・センター内研修や全学公開授業
を実施し、教員の授業公開を進めた。また、新任教員等FD研修会の参加

、 。者の範囲について 平成19年度からは大学院新規担当者にまで拡大した
これらの研修等の参加者のアンケート調査では、自らの授業改善に有用
であるとの意見が多く寄せられており、研修体制が有効に機能している
ことが確認された。

【68】 【68】
「 」 、③ ⅰ 平成18年度に引き続き各講座ご ⅰ 全教員による 教育内容・方法に関する検討会 を講座単位で開催し

シラバスの充実に向けた取り組み とに「教育内容・方法に関する検 特に①学習内容に応じた適切な学習指導法、②授業時間外の学習の充実
を推進する。 討会」を開催し、シラバスの記載 策に加えて、③シラバスの記載内容・方法に重点を置いて検討するとと

内容等について検討を行う。 もに、その結果を報告書にまとめて教務委員会に提出した。
ⅱ 各講座から提出された検討会報 ⅱ 各講座が提出した上記報告書を検証し、その成果を報告書としてまと
告書を検証し、検証成果を報告書 め、FD研究報告書に掲載した。また、当該検証結果を踏まえ、①授業内
としてまとめる。 容に応じた適切かつ特色ある学習指導方法について、シラバスの「授業

計画」欄や「備考」欄に記載する、②授業科目の適正な履修順序等が分
かるように、シラバスの「備考」欄等に科目間の関係を可能な範囲で記
載する、などの改善策を実行した。
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【69】 【69】
③ ⅰ 他大学学部との単位互換制度を ⅰ 九州地区国立大学間単位互換協定について新入生ガイダンスにおける
学生・院生の教育機会を広げるた 履修ガイダンスを通じ学生に周知 指導、全学共通掲示板による通知、各講座からの通知などにより学生へ

めに、単位互換制度を拡充する。 するとともに その実態を把握し の周知徹底を図った。そして、この協定の活用状況を調べたところ、平、 、
その促進を進める。 成18年度には特別聴講生の受け入れが２名、派遣が２名であったのに対

ⅱ 近県の大学院についても、単位 して、平成19年度には受け入れ４名、派遣12名となっており、特に本学
互換制度に関する連携を進めるこ 学生の派遣数が増加したことがわかった。
とを検討する。 ⅱ 平成18年度に大学院についても単位互換制度が必要であるとの結論を

得たのを受けて、単位互換制度の導入に向けて具体的な検討を行い、平
成20年度に九州地区国立大学の協議会等を通して単位互換のための連携
の可能性を探っていくこととした。

【70】 【70】
、「 」③ 教員採用・昇任人事に関する選考 平成18年度に作成した人事評価基準の素案を踏まえて 教育上の能力

本学教員の採用・昇任の際に、研 基準等についての課題を踏まえ、教 を教育業績等に照らして判断するとともに、採用及び昇任等の選考の際に
究業績とともに、教育意欲や教育能 育意欲や教育能力、教育業績を考慮 「抱負書」の提出を求め、その記載内容から「教育に対する意欲」を総合
力、教育業績を考慮した選考方法の した選考方法の改善を図る。 的に考慮することを決定した。これに伴い 「国立大学法人福岡教育大学、
改善を図る。 教員選考基準」等の関係規程の改正を行った。

【71】 【71】
④ 教育委員会・センター等との意見 平成18年度に行った意見交換の結果を検討し、現職教員のリカレントへ
現職教員や社会人のリカレント教 交流により、本学大学院で提供すべ のニーズや教育現場の抱える諸問題に対応した教育内容を提供することと

育を推進するために、サテライト教 き教育内容を検討し、柔軟な開講形 した。そのうえで、教育実施体制の整備として、開講形態の柔軟化やサテ
室の充実策や、柔軟な開講形態での 態での授業が行える教育実施体制を ライト教室の充実のための方策を検討するため、①全ての専攻を対象とす
授業が行える教育実施体制を整備す 整備する。 る「昼夜、土・日・祭日、長期休業中の開講」の実施状況調査、②福岡・
る。 小倉・久留米地区附属学校教員及び同地区小・中学校教員に対するサテラ

イト教室のニーズ調査、を実施した。特に②の調査からは、現職教員のあ
いだに大学院教育に対する潜在的なニーズがある一方で、大学院での修学
と日々の教育実践との両立が困難である実態も明らかになった。そこで、
ニーズのある学問分野に対応した専攻から、サテライト授業の充実を視野
に入れつつ開講形態をさらに柔軟化することを決定した。

【72】 【72】
④ 修士１年制及び長期在学コース等 修士１年制については、１年間で30単位を取得し、かつ修士論文を完成
修士１年制及び長期在学コース等 の設置を検討する。 させるのは、教育の質の確保等の観点から極めて困難であるとの理由に基

の設置を検討・実施する。 づき、導入しないことを決定した。また、長期履修学生制度の設置につい
ては、平成21年度からの導入を決定した。

【73】 【73】
④ 現職教員等に対して単位累積加算 単位累積加算制度について検討した結果、制度の導入に向けて、現行の
現職教員等に対して、単位累積加 制度を導入するにあたっての諸条件 「科目等履修生規程」及び「既修得単位の認定に関する取扱要項」等を見

算制度を検討する。 を検討する。 直すとの結論を得た。

【74】 【74】
④ 教職大学院設置と併せて、本中期 博士課程を設置することの可能性について検討した結果、まず教職大学
博士課程の設置を検討するための 計画期間中に博士課程を設置するこ 院の設置等の社会的要請に応えることが喫緊の課題であるという判断のも

組織を作り、内外の資料収集、ニー との可能性について結論を出す。 と、本中期計画期間中の博士課程の設置を見送ることとした。
ズ調査、及び先行博士課程の調査等
を行う。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
④ 学生への支援に関する目標

中 ① 将来、教育者として活躍できる豊かな個性と人間性及び確かな専門性と実践力を育むための学習支援、情報提供体制の充実を図る。
期 ② 生活相談・支援体制や就職支援体制等の充実を図り、入学以降卒業・修了に至るまで、学生の健やかな大学生活を支援する。
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【75】 【75】
① ⅰ 平成18年度作成の「学生生活・ ⅰ 「学生生活・就職支援のための学生指導の手引」を点検した結果、こ
学生へのきめ細やかな指導のため 就職支援のための学生指導の手引 の手引きが学部生に重点を置いているため、大学院常任委員会等と連携」

に、全ての専任教員がオフィスアワ を点検し 更に充実・改善を図る し、大学院生に特化した事項に関して差し込み版を作成した。、 。
ーを設けるとともに 教員向けに 学 ⅱ 「教育成果の検証に関するアン ⅱⅲ オフィスアワーの実施状況を把握するため 「教育成果の検証につ、 「 、
生指導の手引き 仮称 を作成し ケート調査」によってオフィスア いてのアンケート調査」を実施し、その検証結果を「平成19年度教育（ ）」 、
学生に対する修学支援及び生活支援 ワーの実施状況を検証する。 成果の検証に関するアンケート調査結果」としてとりまとめた。この
体制の充実を図る。 ⅲ アンケート調査結果を分析し、 調査によると、オフィスアワーを活用した学生の割合は、平成18年度

オフィスアワーのあり方について の13％から33％へと増加しているものの、３割程度の水準にある活用
改善策を検討する。 率をさらに上げる必要から、オフィスアワーのあり方、日時及び場所

ⅳ 学生に対する修学支援及び生活 等について学生への周知徹底を図ることとした。
、 、支援体制の充実を図る。 ⅳ 各講座に就職担当教員を必置することに加え 学年担当教員を配置し

またキャリア支援センターとの連携を強化するなどし、より充実した就
学支援及び就職指導を行うための体制を整備した。

【76】 【76】
① ⅰ 「TAの改善に関する調査」を実 ⅰ TAが提出した実施報告書を基にして、TAの現状・問題点について調査
大学院生によるティーチング・ア 施する。 ・分析等を行った結果、TAに従事することによる教育効果を確認する一

シスタントを効果的に活用する。 ⅱ TA評価システム実施に向けた環 方で、業務遂行上必要な知識・技量が不足するTAへの対応等を今後の課
境整備を行う。 題とした。

ⅲ 全TAに具体的な学習会や講習会 ⅱ TAが提出した実施報告書(指導教員の意見付き)等を参考にし、平成18
。 、の実施を行う。 年度に整備したTA評価システムの評価項目等を再検討した これにより

TA評価システムにおいてTAによる自己評価及び指導教員による講評を適
切に行うための環境整備を行った。

ⅲ 全TA及び指導教員を対象として、TA制度を活用した授業改善に関する
講演会を実施し、TA制度のより適切な運用に向けて意識を喚起した。

【77】 【77】
① ⅰ 引き続き学生と学長との対話を ⅰ 特にテーマを限定せず、広く意見を聞く形で、学生と学長との対話を
学長との対話や学生による大学評 実施し、学生の要望・意見等を聴 実施し、学生の要望・意見等を聞いた。

価を定期的に実施するなど、学生の 取する。 ⅱ ⅰで聴取した意見・要望を学内に掲示したうえで、大学運営において
。 、 、要望を聴取し、大学運営に反映させ ⅱ 懇談会で出された意見・要望等 プライオリティの高いものから対応策を講じた このうち 教育面では

る。 の公表を行い、意見・要望等を実 附属学校間で教育実習の成績評価基準が異なるとの指摘を受け、教育実
現する方策を検討し、実施する。 習運営委員会において実態調査等をしたほか、課外活動面では、意見聴

、 。取に基づき 女子寮・サークル棟及びグラウンドなどの増改築を行った
さらに 以上の取組を補完するものとして 意見聴取のための常設箱 V、 、 「
OICE」への投書を定期的に回収し、その都度回答等を掲示した。
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【78】 【78】
① ⅰ 平成18年度に導入した「学生支 ⅰ 平成18年度に導入した「学生情報総合システム （ 学生支援情報シ」「
学務関係の正確、迅速な情報提供 援情報システム」の機能の拡充を ステムから改称 ）の各機能のうち、シラバスシステムについては、ホ」

体制・方法について検討・整備す 図る。 ームページによりコンテンツを学外に公開するとともに機能を拡充し
る。 ⅱ 学生センターに設置した「学務 た。また、学務システムについては、担当教員は成績評価を、学生は受

関係連絡会」を継続して開催し、 講科目の変更及び教員免許状の取得希望届を、それぞれパソコン端末か
各課・室の連携を図る。 ら入力可能とした。さらに、スチューデントチャートシステムの運用開

始により、指導教員等が担当学生の基本情報及び履修情報にパソコン端
末からアクセスすることが可能となった。なお、学生センターの窓口業
務時間の案内板を設置することにより、上記システムの学生への周知と
積極的利用を促した。

ⅱ 「学務関係連絡会」を毎月定期的に開催することにより、麻疹（はし
か）の流行への対応、入試実施日における構内への立ち入り規制などに
関して、活発な協議や情報交換を通して各課・センターの積極的な連携
を図った。

【79】 【79】
② ⅰ 平成18年度の取り組みを踏まえ ⅰ 実験・実習に加え、新たにキャリア支援センターが主催する教員採用、
障害のある学生への支援を計画的 障害のある学生の支援について、 試験特別講座においても、ノートテーカーを配置し、支援体制を拡充し

に行う。 問題点を洗い出し、実現可能な改 た。また 「ノートテーカーの心得」を作成し配布するとともに 「ノー、 、
善を実行する。 トテーカー・スキルアップ講座」や「パソコン要約筆記講習会」を開催

ⅱ 平成18年度作成した「障害学生 し、ノートテーカーのスキルアップ等を図った。さらに、ハード面での
支援マニュアル」の改善点につい 改善策として、学生会館に点字の会館内案内図を設置した。
て意見を聴取し、改訂版を作成す ⅱ 障害学生支援マニュアル を点検した結果を踏まえ 支援体制図 フ「 」 、 （

） 「 」る。 ローチャート や障害学生からの支援内容の要望をまとめた 補足資料
を作成し配布した。

【80】 【80】
② ⅰ 相談業務の連携体制を整備し、 ⅰⅲ 相談業務の連携体制を整備し充実するため、教職員を対象にアンケ
学生なんでも相談室等を整備し、 より効果的な相談室の充実を図る ート調査を実施し、学生相談に関する実態を把握するとともに、その。

相談内容に対する連携体制の充実・ ⅱ 平成18年度の検討結果に基づき 課題や改善点を明らかにした。そのうえで、学生対応時の心構え等の
強化を図る。 学生支援研究会の充実を図る。 基本的事項をまとめた「学生相談の対応心得」を作成した。また、学

ⅲ 学生相談員の手引の作成につい 生相談窓口の利用方法について、掲示板及び本学ホームページにおい
て検討する。 て広報した。

、 、ⅱ 平成18年度の検討結果から 教員が幅広く研究会に参加できるように
その開催を全学休講日に設定するとともに、特に新任者や就職担当者連
絡会の構成員に対して参加を要請した。その結果、参加者は昨年度よ
り23％増の58名となった。なお、この学生支援研究会では、各委員会等
の意見を考慮して、不適応学生への支援やハラスメント対策など様々な
テーマを設定し、テーマ別にグループ討議を行った。

【81】 【81】
② ⅰ 平成18年度に改正を行った「ハ ⅰ 「ハラスメント防止・対応に関する指針」に基づいた取組として、ハ
セクシュアル・ハラスメントやア ラスメント防止・対応に関する指 ラスメント防止・対策のPDCAサイクルを確立することにより、パンフレ

カデミック・ハラスメント等の防止 針」に基づき、ハラスメントの防 ットの作成・配布、ポスターの掲示、複数回にわたる講演会・研修会の
に対応できる体制の強化を図る。 止をさらに推進する。 開催、さらに、近隣の日本赤十字九州国際看護大学、東海大学福岡短期

ⅱ 有効なハラスメント対応体制を 大学及び本学の３大学によるハラスメント防止研修会を共同で実施した。
確立する。 教職員及び学生対象のアンケート調査の結果から、ハラスメントに関す

る意識が向上していることが確認できた。
ⅱ 定期的なハラスメント相談員研修会の実施に加えて、ハラスメント相
談員ハンドブックを作成し、ハラスメントへの対応体制をさらに充実さ
せた。これにより、学生の健やかな大学生活を支援し、快適な修学環境
を保持する体制を確立できた。
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【82】 【82】
② ⅰ 学生の心身の健康維持・増進の ⅰ 学生の健康に関する情報を一元化し、電子カルテ化を導入したことに
学生の総合的な心身の健康を維持 ために 健康診断 健康情報発信 より、健康診断の受診率を高水準において維持するとともに、初期治療、 、 、

・促進するために、保健管理施設の 疾患の処置・初期治療を確実に実 を確実に実施した。また、附属学校園を訪問し、教育実習中の学生の健
機能充実を図る。 施する。 康管理・メンタルヘルスケアに当たった。

ⅱ 学生のメンタルヘルスの改善・ ⅱ 「学生健康メモ」や「学生相談利用案内」などのパンフレットを配布
推進のために 精神疾患 心身症 し、学生の窓口相談を充実させることにより、精神疾患、心身症、学業、 、 、
学業や人間関係等の悩みへの対応 や人間関係等の悩みなどに対応する体制を強化した。また、学生への対、
医師、カウンセラー、看護師の対 応において、センターへの医師、カウンセラー及び看護師と、他部門の
応体制、他部門との連携等を維持 教職員とが密接に連携しうる体制を維持・強化した。
・強化する。 ⅲ 保健管理センターのリラクゼーションルーム等を改修し、オアシスと

ⅲ 保健管理センターが学生の憩い しての環境を維持した。また、電動診察台、コールボタン及び骨密度計
の場・オアシスとして利用しやす 等を維持・管理し、施設の機能を保持した。
いように備品・環境の維持に努め
る。

【83】 【83】
② ⅰ 平成18年度に引き続き、課外活 ⅰ 課外活動の活動施設であるサークル棟、舞踏場、総合グラウンド、サ
課外活動を活性化し、学生の参加 動施設・設備等を年次計画により ブグラウンド、トレーニングセンター、クラブハウス及びテニスコート

を促進するための支援策を検討・実 整備する。 の大幅な改修工事を行った。
施する。 ⅱ 平成18年度に引き続き、サーク ⅱ 平成18年度に引き続き、学生自治会と学生生活課とが協働して「課外

ル活動の紹介等広報の充実を実施 活動の意義・目的」を盛り込んだサークル活動紹介誌を作成し、学内外
する。 に配布した。

ⅲ サークル・リーダーズセミナー ⅲ 課外活動を、その目的に応じて円滑にかつ安全に行うことができるよ
を企画、実施する。 うに、各サークルのリーダーを対象とした「サークル・リーダーズセミ

ナー」を実施した。

【84】 【84】
② ⅰ 平成18年度に引き続き、就職支 ⅰ 就職支援室と教職員の連携による学生の就職支援活動が適切に行われ
学生への就職支援を強化するため 援室業務の点検評価を行う。 ているか点検した結果、各講座に配置された就職担当教員・就職支援ア

就職支援室を整備・充実するととも ⅱ 平成18年度に設置した「キャリ ドバイザー等による定期的な連絡会及び学生のための就職支援講座等が
に、教職員の連携を強化して就職支 ア支援センター」の業務・運営に 開催されていることが明らかとなった。
援体制の充実を図る。 ついて、点検し更に充実改善を図 ⅱ キャリア支援センターの主導により就職担当教員と事務職員で構成する 就「

る。 職担当者連絡会」を定期的に開催し、就職状況、ガイダンスの出席状況
及び就職活動の動向等に関する情報を教員組織と事務組織とで共有する
体制を整えた。また、大学院１年生へのアンケート調査の結果により、
大学院生がキャリア支援センターをほとんど利用していないことが明ら
かになったため、就職担当教員との連携に加え、大学院常任委員会との
連携を強化し、大学院生のための就職対策講座の開設準備を進めた。

【85】 【85】
② ⅰ ホームページの掲載内容を更新 ⅰ 本学の就職関連ホームページにおいて、在学生向けに加え、卒業生及
ホームページの充実を図り、卒業 及び点検しホームページの充実を び企業向けのサイトを開設するとともに、利用者からの質問や要望を受

生等からの就職情報を学生に提供す 図り 就職情報を学生に提供する け付けるための専用メールアドレスを開設した。、 。
るとともに、学生の就職に関するニ ⅱ 平成18年度に改善したアンケー ⅱ 在学生へのアンケート調査の結果、就職関連ホームページの利用状況
ーズの把握をきめ細かく行うため ト様式による調査を行い、学生の が十分ではないことが明らかとなったため、各種就職ガイダンス等にお
に、アンケート調査を定期的に実施 就職に関するニーズを把握し、ホ いて、キャリア支援センターの利用方法について説明するとともに、本
する。 ームページの充実を図る。 学ホームページを利用した就職情報収集・就職活動を促した。
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【86】 【86】
② ⅰ 平成18年度に引き続き、派遣学 ⅰ 引き続きTOEFLインテンシブコースを実施し、学生の語学力向上に資
留学生派遣及び受入れ体制の整備 生の語学力向上のためのインテン することができた。また、例年通り協定校であるキャンベラ大学におい

・充実を図るとともに、派遣学生、 シブコースの充実を図る。 て英語インテンシブコースを実施し、入念な事前準備を経て充実した内
受け入れ留学生の語学力向上のため ⅱ 受入学生の語学力向上のため、 容の研修を実施した。さらに、平成20年度改訂の英語カリキュラムにお
の教育プログラムを策定・実施す 平成16年度以降の教育プログラム いて、TOEFL及びTOEICに対応する授業科目を開設することとし、派遣学
る。 を総合的に検証して改善策を探り 生の語学力向上プログラムのさらなる充実が見込まれる。、

語学力の向上を更に充実させる。 ⅱ 引き続き全留学生を対象とする学期開始時の日本語プレイスメントテ
ストを実施し、その結果に基づいて、習熟度に応じた授業を受講するよ
う指導を徹底した。これにより、ほとんどの学生において、日本語能力
の向上が顕著に認められ、プレイスメントテストの実施効果が認められ
た。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標
① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 ① 多様な学問分野における基礎的・応用的研究を充実させるとともに、その成果を学内外へ積極的に還元する。
期 ② 学校教育が抱える今日的諸課題や教員養成のあり方に関する研究を推進し、学校教育の支援と質的向上に貢献する。
目 ③ 子どもを取り巻く今日的諸課題及び生涯学習に関わる研究を推進し、地域における子どもの健やかな成長・発達及び地域社会の発展に貢献する。
標 ④ 研究成果の収集・整理に努め、その成果の検証とともに、公表・活用することによって、学生への教育及び地域や国際社会に貢献する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【87】 【87】
① アンケート結果を踏まえ、研究活 平成16・17年度実施の研究推進に係るアンケート調査や学長ヒアリング
多様な専門分野における教員の研 動を活性化するための具体的な方策 から得られた各講座等の「研究活性化についての意見」を基にして、教員

究水準を高めるとともに、教育を中 を取りまとめる。 の専門分野に関する研究の進展や、教育の現代的諸課題解決への寄与に向
、 、心とした現代的諸課題の解決に寄与 けて検討し ①附属学校・地域の学校・教育委員会等との一層の研究連携

するため、研究を活発化させる。 ②研究成果の教育活動や地域への還元、③学校現場が求める実験・観察・
実習及び技術の体験型実践強化プログラムを推進するとともに、学内にお
ける講座等を超えた研究連携等の研究活性化策・改善策をまとめた。併せ
て 「本学、各講座・専攻及び各センターの研究目標」を整備した。、

【88】 【88】
② (16・17・18年度に実施済みのた 本中期計画の達成のために採択された「教育委員会等と連携した小学校
小・中・高等学校、幼稚園、特殊 め、19年度は年度計画なし) 英語のためのカリキュラム・教材の研究 「教育委員会・学校等との連」、

教育諸学校の教育内容との有機的関 携による社会科教育諸問題の解決策提示と教師向け副教材の研究開発」及
連をもった研究の一層の推進を図る び「基礎・基本の確実な定着を図るための授業改善の研究」の３件の研究
とともに、教育委員会や学校等と連 プロジェクトの活動終了後も、学長裁量経費により「教員養成教育研究開
携し、学校教育に関する諸課題の解 発プロジェクト （３件）及び「教員養成GP等推進プロジェクト （２件）」 」
決に柔軟かつ積極的に取り組むため を採択し、継続して学校教育に関する諸課題の解決に資する研究を推進し
に研究プロジェクトを立ち上げ、推 た。
進する。

【89】 【89】
② 採択した研究プロジェクトの進捗 平成18年度に採択した「子どもの規範意識を高める道徳教育カリキュラ
教科教育と教科専門とを関連づけ 状況及び成果を把握し、教科教育と ムの開発」及び「体感型鑑賞教育カリキュラムの整備と大学院教科教育で

た研究や、教育内容と教育方法を関 教科専門や教育方法と教育内容を関 の実践」の２件の研究プロジェクトを推進し、その成果を報告書にまとめ
連づけた研究を一層推進する。 連づけた研究を推進する。 た。

【90】 【90】
② 平成18年度にスタートした研究プ 生物教材バンクの構築と実践的授業構成への援助基盤の確立 及び 教「 」 「
附属学校園と連携し、教員養成に ロジェクトの研究を推進し、学会誌 育実習における教育実習生への授業評価に関する研究」の２件の研究プロ

関する諸課題を研究するプロジェク 等に発表する。 ジェクトのうち、前者については「観察実験キット」を作製し、教育実習
トを立ち上げ、推進する。 に活用、成果を日本生物教育学会及び学内シンポジウムで発表した。後者

については 「授業評価シート」を開発し、教育実習時に活用するととも、
に、実習生へのアンケート調査の分析に基づき、平成20年度対応のシート
を作成した。

【91】 【91】
③ 平成18年度から立ち上げた研究プ 平成17年度から実施している「不登校問題改善および学校適応促進のた
子どもが直面する今日的諸問題に ロジェクトについて、継続して研究 めの学校教育事業」を引き続き実施するとともに、平成18年度に立ち上げ

対する研究プロジェクトを立ち上 を推進し、研究最終年度としての取 た「教育的援助ニーズに応じた学力向上実践研究 「附属学校・園の児童」
げ、地域における学校教育支援や子 りまとめを行う。 ・生徒のメンタルヘルスと教員の対処能力向上に関する研究」の２件の研
育て支援を重視した研究を推進す 究プロジェクトを推進し、報告書にまとめた。
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る。

【92】 【92】
③ 平成18年度から立ち上げた研究プ 平成18年度に立ち上げた「宗像市民による未就学児童の保護者に対する
地域社会が抱える諸課題や生涯学 ロジェクトについて、継続して研究 食教育講習会プログラムに関する研究 総合型地域スポーツクラブの 地」「 「

習の推進に関する学際的・実践的な を推進し、研究最終年度としての取 域づくり」支援活動研究プロジェクト」の２件の研究プロジェクトを推進
研究プロジェクトを立ち上げ、地域 りまとめを行う。 し、報告書にまとめた。
社会の発展に資する研究を推進する

、 、とともに 自治体や公共機関・団体
地域の民間団体等との共同研究の推
進を図る。

【93】 【93】
④ 平成18年度までに整備した体制に 重点的に研究資金を配分し推進した学内研究プロジェクトの研究成果を
本学教員や本学教員が参加する学 従って、組織的な研究プロジェクト 本学広報誌「JOYAMA通信」で学内外に公表し、さらに本学ホームページに

外組織等の研究活動・成果の収集、 の成果を学内外に提供する。 よる公開を検討した。
整理、分析とともに、インターネッ
トの活用や公開講座等の実施によ
り、学内外への公開を推進するため
の体制を整備する。

【94】 【94】
④ ⅰ 平成18年度に策定した教員活動 ⅰ 平成18年度に試行的に実施した教員活動評価の結果を点検し、教員活
研究水準・成果の検証を行い、研 評価基準の点検・整備を行う。 動評価基準の評価項目の追加やポイントの修正を行い、本格的な実施に

究の質的向上を図る。 ⅱ 教員活動評価基準に基づき研究 向けた準備を整えた。さらに、学長を長として新たに設置した「教員活
水準・成果の検証を行う。 動評価委員会」において、教員の研究活動について、平成14年度から平

成18年度までの成果を対象として評価を実施し、特に優秀な教員に対し
て学長表彰を行うこととした。

ⅱ 教員活動評価基準の評価項目を一部修正したものを用いて、平成15年
度から19年度における各講座・センターの研究業績数等を調査し、その
結果を検証したところ、本学の研究活動が平成18年度以降、量的にも質
的にも活性化しており、また本学の設置目的に関連した研究業績の割合

。 、 、も高まる傾向にあることが確認できた なお この検証結果については
「福岡教育大学の研究水準・成果に関する自己点検報告書」に取りまと
め、本学のホームページに掲載することで、広く社会に公開した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標
② 研究実施体制等の整備に関する目標

中 ① 多様な学問分野における基礎的・応用的研究や時代や社会が要請する諸課題に関する研究推進のために、研究組織及び連携体制の充実により研究の活性
期 化を図る。
目 ② 研究基盤の拡充とともに、全学的・重点的な研究支援体制を充実させ、研究環境の改善を図る。
標 ③ 研究活動状況の把握や評価等のためのシステムを構築し、研究の質的向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【95】 【95】
① アンケート結果をふまえ、研究活 中期計画【87】の年度計画と同様
研究組織と教育組織との連携の一 動を活性化するための具体的な方策

層の充実を目指すとともに、研究の を取りまとめる。
活性化に向けて講座や大学院専攻、
諸センターの設置趣旨に沿った研究
組織体制を整備する。

【96】 【96】
① 学校教育や生涯教育に関連した学 平成16年度から平成18年度までの連携実績を評価した結果を踏まえ、大
学校教育や生涯教育に関連した学 外諸機関・団体との連携・協力体制 学として学外諸機関・団体の研究上のニーズを把握し研究連携を推進する

、 、外諸機関・団体との研究連携を推進 の構築に取り組むとともに、研究連 とともに 連携による実績・研究成果の集約・評価を組織的に進めるため
する。 携の実績や研究成果に関する評価を 社会連携推進室と教育・研究推進室が連携協力することとした。

行う。

【97】 【97】
② ⅰ 採択した研究プロジェクトの進 ⅰ 平成18年度に採択した１件の研究プロジェクトについて、平成19年度
学内から研究テーマを募集し、重 捗状況及び成果を把握し、本学教 の年間計画を把握し、その内容の妥当性を検証した。そのうえで、研究

点的な研究資金の配分を行う等の支 員が連携した研究を推進させる。 活動及び成果等について、プロジェクト代表者から提出された自己評価
援方策の充実を図る。 ⅱ 学内から研究テーマを募集し、 シート及び報告会（ヒアリング）により把握した結果、プロジェクトが

重点的な研究資金を配分し進めて 順調に実施されたことが明らかとなり、本学教員が連携した研究を推進
きた研究プロジェクト支援体制を させることができた。
検証する。 ⅱ 研究プロジェクトの支援体制について、各プロジェクト代表者に対し

てアンケート調査を実施し検証を行った。その結果、学内から研究テー
マを募集し重点的に研究資金を配分する方法は、本学の特徴及び目標等
に合致した研究活動の促進及び学校教育や地域社会等で生起している諸
問題の解決を図る点において、有効であること等が明らかとなった。

【98】 【98】
② 平成18年度に把握した学内での共 学内の研究設備・機器等の利用状況等のデータ更新を行い 「教育研究、
研究設備の活用において、学内共 同利用が可能な研究設備・機器等の 機器一覧」を作成した。この一覧表を学内掲示板に公開することにより、

同利用を積極的に推進する。 状況等のデータ更新を行い 公開し 学内共同利用の推進を図った。また、学内共同利用を推進する観点から、、 、
学内共同利用を推進する。 全学に共同利用に関するアンケート調査を実施し、今後の学内共同利用の

推進に向けた方策を検討した。
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【99】 【99】
② 本学における知的財産等の取得お 九州経済産業局技術企画課特許室や独立行政法人工業所有権情報・研修
知的財産等に関係する学内規程を よび活用に関する長期構想を視野に 館など、知的財産関係専門機関との積極的な連携のもと 「国立大学法人、

整備する。 入れつつ、学内の関係規程等を整備 福岡教育大学知的財産ポリシー」を策定するとともに、これに対応して現
する。 行の「国立大学法人福岡教育大学職務発明規程」を整備するため、同規程

の改正案を作成した。

【100】 【100】
② 学内学術生産物の活用を図るため コンテンツが本学紀要のみであった機関リポジトリの拡充を図り、学位
研究教育資料の収集及び積極的な の情報化を推進する。 論文、教育実践資料、公開講座資料及び美術分野を中心とした作品等を収

活用を図るために情報化を推進す 録し公開した。また、学内のキャンパス情報ネットワークシステムを構築
る。また、附属図書館や各種センタ することにより、情報基盤を格段に整備した。
ーの研究支援機能の充実を図る。

【101】 【101】
③ 教員の研究活動について、学内外 教員情報データベースに集積した教育、研究、社会貢献及び学内運営に
すべての教員の研究内容や業績に に公表する。 関わるデータのうち、平成18年度に公開を決定した項目について、本学ホ

ついて定期的に学内外に公表すると ームページ上に「教員総覧」として公開した。また、本学教員の研究活動
ともに、客観的評価を導入し、研究 に関する検証結果を「福岡教育大学の研究水準・成果に関する自己点検報
活動の質を向上させるシステムを構 告書」としてホームページ上で公開した。
築する。

【102】 【102】
③ 平成18年度の調査の分析を踏まえ 平成18年度の調査結果を基にして、他大学等のサバティカル制度に関す、
各教員の研究の質の向上のために サバティカル制度導入についての結 る導入状況や規程を分析し、本学における制度の導入について検討を進め

サバティカル制度の導入を検討す 論を出す。 た結果、研究水準の質的向上を図る方策として、教員が勤務場所を離れて
る。 研究に専念するものとして制度を設計し、その導入を決定した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標
① 社会との連携、国際交流等に関する目標

中 ① 地域社会との連携・協力及び教育面における社会サービスを積極的に行うことにより、本学の社会貢献活動の一層の充実を図る。
期 ② 国際交流を活発に行うための諸施策を整備・推進することにより、本学の教育研究の国際化を図る。
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【103】 【103】
① ⅰ 本学社会連携のニーズ調査に基 ⅰ 社会連携推進室が主体となり社会貢献活動におけるニーズ調査・企画
社会との連携・協力を積極的に行 づき、連携可能な事業を明らかに 立案・実行・点検評価のサイクルを確立したうえで、主として①「福岡

うため、社会貢献活動等の全学的な し 実施できる体制づくりを行う 教育大学人材バンク 、②学校コンサルテーション、③ボランティアサ、 。 」
実態を把握し、より適切な社会貢献 ⅱ 「福岡教育大学人材バンク」の ポートの各事業を展開した。また、事業実施体制に不可欠な連携協力・
活動を実施できる体制を整備する。 周知を図り、地域社会からの利用 相談窓口として、総務課地域連携係（福岡教育大学人材バンク 、教育）

を推進する。 実践総合センター（学校コンサルテーション 、学生生活課（ボランテ）
ィアサポート）などの位置づけを明確にし、学外からのアクセスを容易
化した。さらに、これらの窓口から得られた情報を共有化して、社会貢
献活動の組織化に資するため、各々の情報等を集約した。

ⅱ 上記の体制のもとに本学の社会貢献活動を点検評価するため、福岡県
内市町村教育委員会を対象とした社会連携ニーズ調査を実施したとこ
ろ、活動の周知が不十分であることが明らかになった。この点を改善す
るために、ホームページ上に「福岡教育大学の社会連携・協力活動につ
いて」のページを開設し、本学の社会連携の実績及び人材バンクの内容
について積極的に情報提供した。これにより、人材バンクの積極的な活
用により本学の社会連携活動をより活性化するための条件を整備した。

【104】
① 中期計画【103】の年度計画と同様 中期計画【103】の年度計画と同様
「福岡教育大学人材バンク」の活

用、共同研究、出前授業・講演、学
校教育相談等の推進、学校や地域社
会への支援・協力等を積極的に行
。 、 、う また 教育委員会や地元自治体

地域の大学等と本学との連携・協力
を一層深める。

【105】 【105】
① 公開講座や授業公開に関するアン ・ 公開講座と授業公開について、地域住民を対象として平成18年度と同
学校や地域社会のニーズに応える ケート結果に基づいて、学校や地域 様のアンケート調査を実施したところ、多くの住民が本学の公開講座に

公開講座や授業公開、その他生涯学 社会のニーズに応えるために、公開 ついて知らない反面、さまざまな分野に関して公開講座へのニーズが存
習の推進に寄与する活動を企画・実 講座の検討課題を改善するとともに 在することが明らかになった。、
施する。 授業公開の実施を目指す。 ・ 過去３年間の本学の公開講座実施状況を調査した結果、開講数・募集

人員数・受講生数がすべて減少していることが判明した。そこで、各教
員に対し公開講座の開講を要請するとともに 平成20年度開講予定の む、 「
なかた協働大学」に本学の公開講座の一部を組み込み、宗像市や地域の
他大学との連携のもとに周知と活性化を図ることとした。

・ 授業公開に対する地域住民の高いニーズに応えるべく、科目等履修生
制度の活用方法について、他大学の例を参考にしつつ検討した。
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【106】 【106】
① 学外利用者のニーズをもとに学内 ・ 学外利用者のニーズをもとに施設の有効活用計画を策定し、特に要望
地域社会との連携・協力を推進す 施設の有効活用計画を策定し、有効 の多かった空調機の整備とトイレ改修を行い、施設の有効活用を図るこ

るために、学内施設の有効活用を図 活用を図る。 とができた。
る。 ・ トヨタ自動車九州からの寄附により多目的グラウンドを改修し、授業

等に支障がない範囲においてトヨタ自動車九州陸上競技部と本学陸上競
技部が共同利用を開始した。併せて、広く学外者が使用可能となるよう
に運動施設を改善し、地域住民を対象とした陸上教室を開催するなど、
地域社会との連携・協力を推進することができた。

【107】 【107】
（ 「 」 、① ⅰ ボランティア支援システムを点 ⅰ 学生ボランティア支援システム 以下 VSS )を点検・評価した結果

学生ボランティア支援システムの 検・評価し、より効率的な運用に 本学ホームページ上のリンクや掲載の方法が十分ではないことが分か
整備・充実を行い、本学学生と地域 ついて検討し、実施する。 り、次のような改善を行った。
の学校や諸施設、機関との有機的連 ⅱ 平成18年度のボランティア活動 a)本学ホームページのトップから直接VSSのページにリンクするように改
携を推進するとともに、学生への教 について調査し、ボランティア支 善した。
育活動等に地域ボランティアの活用 援システムを含めて、ボランティ b)ボランティア活動実績の集約に際して、学生からの報告に加えて、依

。 、 。を図る。 ア活動の成果を報告書にまとめる 頼先から報告を受けることにより 活動実績のデータベースを強化した
ⅱ 教員が平成18年度中にVSSを経由せずに仲介した学生ボランティア活
動について、アンケート調査によって把握し、その結果を「平成18年度
学生ボランティア支援システム活動報告書」の別冊としてまとめた。

【108】 【108】
② ⅰ 平成18年度に引き続き、協定大 ⅰ 遼寧師範大学から４名の教員を迎えて「両大学交流の歴史と展望」と
外国の大学との学術交流、学生交 学を中心に国際シンポジウムを企 題するシンポジウムを開催し、今後の交流の方向を探った。

流等の連携を拡大する。 画する。 ⅱ 協定大学との間で活発な学生・教職員交流を展開した。また、協定大
ⅱ 平成18年度に引き続き、協定大 学以外にも、ドイツ、イギリス、台湾の大学とも講座レベルの活発な学
学との学生交流、教職員の研究・ 術・学生交流が行われ、今後新たな大学と協定を締結する可能性を生み
研修交流を進める。 出すことができた。

【109】 【109】
② ⅰ 平成18年度に引き続き、留学生 ⅰ 平成18年度に改訂したガイドブック「留学を目指す人のために」を活
留学生派遣・受け入れ体制の整備 派遣体制の整備・充実のための改 用しながら、計９回の留学説明会を実施し、学生に広く留学情報を周知

・充実を図る。 善策を検討し、実施する。 した。また、説明会の実施に当たっては、留学生係、国際交流委員会、
ⅱ 平成18年度に引き続き、留学生 学生国際交流サークル「KIZUNA」が連携しており、この三者の協働体制
受入体制の整備・充実のための改 が整った。
善策を検討し、実施する。 ⅱ 留学生係、留学生担当教員、国際交流委員会、各指導教員及び学生国

際交流サークルの連携体制をより強固なものとしつつ、前年度に引き続
き、留学生指導教員ガイダンスの開催、留学生ホームルームへの出席の
督励、教員用及び留学生用ガイドブック類の改訂、日本語・日本文化研
修留学生・協定留学生の研修成果発表会開催などを通じて、留学生の受
入体制を一層充実させた。また、県内日本語学校の訪問等を行ない、外
国人入学志願者の確保に努めた。
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【110】 【110】
② ⅰ 国際協力機関やNGO、NPO等との ⅰ 国際協力機関やNGO、NPO等と本学との連携実績を分析した結果、教員
国際協力機関やNGO、NPO等との連 連携を始めとした国際交流・国際 個人レベルでの取組はあるが、大学としての組織的・継続的な取り組み

携を推進し、国際交流・国際貢献を 貢献活動状況についての実績を分 がなされていないことが判明した。
活発に行うための環境整備に取り組 析し、基本方針の達成状況を把握 ⅱ ⅰの課題を解決するため、国際協力機関やNGO、NPO等との連携による
む。 する。 国際交流・貢献活動について、その可能性を検討した。その結果、福岡

ⅱ ⅰで確認された課題の解決策を 市のNGO「エデュケーショナル・サポート・センター」と連携して、国
検討し、課題を解決する。 際交流・貢献活動を展開していくこととした。さらに、本学ホームペー

ジ上で国際交流・貢献活動状況及びNGO・NPO向けの相談窓口情報を新た
に掲載した。

【111】 【111】
② ⅰ 開発途上国等の教育水準向上の ⅰ 開発途上国等の教育水準向上のためのプロジェクトに関しては、その
開発途上国等の教育水準向上のた ためのプロジェクトに関する本学 取組をさらに積極化する必要性があると判明したため、NGO「エデュケ

めのプロジェクトに積極的に参画す のこれまでの取り組み状況を調査 ーショナル・サポート・センター(Edu)」と定期的な連絡会を開催し、
る。 ・分析した結果をもとに、現在遂 プロジェクトの実施に対して連携・協力が可能な本学教員を紹介するな

、 。 、行されている取り組み及び今後計 ど 大学として連携プロジェクトを支援するシステムを構築した また
画されている取り組みについて、 NGO、NPO等からの協力依頼に関して円滑に対応できるよう、専用のメー
大学として支援する体制を構築す ルアドレスを開設した。
る。 ⅱ 本年度はⅰで築いた連携体制に基づき、JICAからEduが受託している

ⅱ 文部科学省や関連機関・団体と 「青年研修事業（カンボジア国教育分野：理数科教員 」に係る研修プ）
連携し、本学にとって適切なプロ ログラムの一部を本学において実施した。また、NGO「カリブーニケニ
ジェクトを探り、それへの参画を アの会」とも連携を開始し、アフリカ英語圏理数科教員研修プログラム
図る。 を実施した。

【112】 【112】
② ⅰ 平成18年度に検討した改善策 国 ⅰ 国際交流・国際貢献に必要な予算について、平成18年度に検討した改「
国際交流・国際貢献を行うための 際交流・国際貢献、留学生等支援 善策のうち、必要経費を恒常的に予算化することは見送ったものの、随

基金の充実策を検討する。 に関する資金の充実策」の具体化 時必要に応じた予算措置を講ずることを確認した。また、留学生支援に
について引き続き検討する。 関する資金については、福岡教育大学外国人留学生後援会を通して、募

ⅱ 「既存の基礎資金」と「福岡教 金活動を積極的に行い、ほぼ目標額を達成した。
育大学教育振興基金」の使途目的 ⅱ 既存の「学術交流事業」の基礎資金は、引き続き国際交流・国際貢献
を明確にするとともに、資金の充 の充実のために使用することとし、同事業の資金の充実策については、
実を図る。 平成18年度に設置した「福岡教育大学教育振興基金」の一部を充てるこ

ととした。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標
② 附属学校に関する目標

中 ① 大学及び地域との緊密な連携のもとに教育研究活動を推進し、その成果の公開・活用を図ることにより、優れた学校教員の養成や地域社会の教育活動の
期 活性化に貢献する。
目 ② 教員の指導力の向上、入学者選抜方法の改善、カリキュラムの改善、人員配置の適正化等に取り組み、附属学校園の教育研究活動の活性化及び質の向上
標 を図る。

③ 附属学校園の安全管理の徹底を図り、幼児・児童・生徒が安心して学べる環境を整備・維持する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

（平成16～18年度の実施状況概略）【113】
① ・ 大学の授業や附属の児童生徒への影響 平成19年度に策定した
教育実習について大学と 等を考慮するとともに、附属教員と大学 教育実習改善プランを実

連携し、系統的な指導体制 Ⅲ 教員がより密接に連携した指導体制を構 行し、その課題や問題点
を構築するとともに、その 築する観点から、学校教育３課程の主免 等を整理する。
有効な指導法を研究し、実 （基礎免）実習を可能な限り年１回の実
習指導を改善する。 施とする方針のもと、20年度以降の教育

実習改善案を策定した。
・ 「教育実践ハンドブック－教育実習の
手引き－」を作成するとともに、調査・
研究等を通してその内容に吟味を加え、

。より実践的・具体的な手引きに改訂した

（平成19年度の実施状況）【113】
ⅰ 平成20年度からの改善プラン実 【113】
施に向け、大学と連携し、実施体 ⅰ 平成20年度からの改善プラン実施に
制・計画の具体化を図る。 向けて、まず中学校教員免許取得に係

ⅱ 平成18年度に発行した「教育実 る教育実習について､平成19年度までに
習の手引き」の内容を検討した上 前期に行っていた学校教育３課程の主
で、平成19年度についても継続し 免（基礎免）実習を９月に行う方向で
て発行する。 改善案を策定した。

ⅱ 「教育実践ハンドブック－教育実習
の手引き－」の平成19年度版の内容を
検討し､平成20年度版を作成・発行し
た。

（平成16～18年度の実施状況概略）【114】
① ・ 教育学部・附属学校共同研究会議での 引き続き、大学と附属
大学と附属学校園との共 検討作業を経て、中等教育研究部、初等 学校園との共同研究を進め

同研究体制を整備し、共同 Ⅲ 教育研究部、幼児教育研究部、障害児教 る。
研究の活性化を図る。 育研究部の各委員が中心となり、教職・

教科教育と教科専門が密接に連携して研
究プロジェクトを複数立ち上げ、その研
究成果を報告書として発行した。

・ カリキュラムや教材開発の事例集を作
成し、これを研究発表会や公立学校等の
教科等研究会への派遣指導等において有
効に活用するため、体制等の整備・充実
を図った。
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（平成19年度の実施状況）【114】
ⅰ 各研究プロジェクトについて年 【114】
度当初に推進計画を作成して実施 ⅰ プロジェクト全体の推進計画及び各
し、成果を報告書にまとめる。 研究プロジェクトの推進計画を年度当

ⅱ 各附属学校園において集積した 初に作成した。これらの計画に基づい
カリキュラムや教材開発の事例に て共同研究を推進し､その成果を年度末
ついて公立学校等学外からの照会 に報告書としてまとめた。
に対応する担当者（部門）を各プ ⅱ 各研究プロジェクトにおいて、公立
ロジェクトに設置する。 学校等学外からの照会に対応する担当

者（部門）を配置し、これを中心とし
て照会等への対応を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【115】
① ・ 附属学校園の研究の活性化を図り、研 引き続き、研究成果を地

、 。附属学校園の研究体制や 究成果の公開・活用の方法について検討 域の学校に公開し 活用する
研究計画を大学との連携・ Ⅲ するために、各附属学校園において研究
協力のもとに見直し、研究 発表会開催の趣旨・目的・時期・方法等

、 。の活性化とともに、地域の について調査し その現状把握を行った
学校への研究成果の公開・ ・ 研究成果の公開・活用に関しては、一
活用を促進する。 部の学校園で高等学校や私学関係者の参

加促進のための呼びかけをし、参加者が
増大したことを受けて、この取組をすべ
ての学校園で積極的に行った。

（平成19年度の実施状況）【115】
ⅰ 各附属学校園が行う研究発表会 115】【
の趣旨目的・時期・方法を明確に ⅰ 研究発表会の開催において、案内文
し、教育委員会や関係諸機関への を送付するほか、教育委員会や教育関
周知を図る。 係機関に直接赴いて研究発表会の趣旨

ⅱ 各附属学校園が行う研究発表会 ・目的等の説明や参加要請を行うなど
や研究会・研修会に高等学校や私 して周知を図った。その結果、昨年度
学関係者も参加できるように工夫 に比べ、研究発表会の参加者が増加し
する。 た。

ⅱ 高等学校・私学関係者が参加できる
体制については、研究発表会の案内文
送付に加えて、直前に再度、関係機関に
趣旨目的・内容等を紹介した参加依頼
文を送付するほか、訪問により参加を促
した結果、参加者が増加した。さらに、
今後とも参加を促すために、私立学校
等に対して調査を実施し、その結果を
踏まえて各附属学校園の考えを整理し、
次年度に向けて、日常的な研究交流を
推進する等の提案をまとめた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【116】
① ・ 附属学校園と大学の各種センターとの 引き続き、各種センターと
附属学校園と大学の各種 連携に関しては、次の取組を行い、両者 附属学校園の連携の取組を行

センターとの有機的関係の Ⅳ の有機的関係を構築した。 う。
構築を図る。 a)保健管理センター

養護教諭研究協議会の開催、学校訪問
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に関するアンケート、研究会等の講師
派遣

b)附属教育実践総合センター
「教育実践ハンドブック－教育実習の
手引き－」の編集・発行 「総合科目」、
の開講における協力

c)情報処理センター
遠隔授業システムの導入支援、情報処
理に関する相談・指導・助言

d)体育研究センター
子どもの体力測定に関する共同調査

e)技術センター
体験学習の受け入れや教材の貸し出し

・ 九州地区の国公立大学附属学校園及び
本学附属学校園に対する実態調査等の結
果を踏まえて、各種センターとの連携内
容の明確化、連携のための組織化、連携
のためのプロジェクトの創出等の改善策
を策定した。

（平成19年度の実施状況）【116】
各種センターと附属学校園との連 116】【

携のあり方について、平成18年の実 各種センターと附属学校園との連携の
績を継続調査し、改善を行う。 あり方について、平成19年度の実績を調

査した。その結果、大学と附属学校間の
遠隔授業等を通して各種センターとの連
携が継続的になされていたほか、特に保
健管理センターとの共同研究プロジェク
ト「附属学校園の児童・生徒のメンタル
ヘルスと教員の対処能力向上に関する研
究」が順調に進展するなど、有機的連携
が強化されたことが確認された。

（平成16～18年度の実施状況概略）【117】
① ・ 福岡県、北九州市、福岡市の各教育委 引き続き、県教育委員会
教育委員会や公私立学校 員会と取り交わした「連携協力に関する 長期派遣研修員を受け入れる

・園等と連携し、学校教育 Ⅲ 協定書」に基づき、教師の資質向上に関 とともに、附属学校園におけ
に関する諸問題についての する研究の推進に取り組むため、各附属 る研究発表会や公開授業等を
研究を推進するとともに、 小中学校に各年度６名ずつ県教育委員会 通して、地域の教育力のさら
授業等の公開や公開講座を 長期派遣研修員を受け入れた。 なる活性化と向上に貢献す
積極的に開催し、地域社会 ・ 地域社会の教育活動の活性化と質の向 る。

、 。の教育活動の活性化と質の 上に貢献するために 次の取組を行った
向上に貢献する。 a)公立学校や教育センターで主催する研

究発表会等における指導助言や講師派
遣等を積極的に行った。

b)附属学校園で主催する授業研究会、公
開授業等を公私立学校に案内するとと
もに、研究の成果を積極的に地域の教
育機関や関係者に公開した。

（平成19年度の実施状況）【117】
ⅰ 附属学校園が教育委員会や公私 【117】
立学校と 「学校教育に関する諸 ⅰ 引き続き各小中学校において６名ず、
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問題」について研究を推進する体 つ県教育委員会長期派遣研修員を受け
制を整備し、協議を通して交流を 入れ、中間報告書の作成や報告会の開
深める。 催を通して研究を推進した。

ⅱ 各附属学校園において公開授業 ⅱ 附属学校園における研究発表会や公
や公開講座を実施し、指導方法の 開授業、福岡県教育センターの講座に
改善に資する。 おける授業提供や講義を実施し、地域

ⅲ 少人数学級に関する調査研究 の教育活動の活性化と質的向上に貢献し
（文部科学省委託事業）を実施す た。
る。 ⅲ 本学附属小倉小学校、香川大学附属

高松小学校及び山形大学附属中学校に
おいて、授業を伴った研究会を実施す
るとともに、全附属小学校において基
本的な生活習慣や学級満足度等に関す
る調査を実施し、平成20年５月に報告
書を刊行することとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【118】
② ・ 全附属中学校で、５教科の共通学力テ ⅰ 中学校では国語・数
児童・生徒の学力の定着 ストを実施し、その結果を様々な角度か 学の２教科においてカリ

・向上と幼児の発達の促進 Ⅲ ら分析し、カリキュラム改善のための基 キュラムの見直しを行
を図るため、附属学校園で 礎資料を得た。また、２学期制を導入し い､新たなカリキュラム
のカリキュラムの見直しを て授業時間を確保し、カリキュラム改善 の方針を作成する。併せ
行う。 の条件を整えた。 て､社会科・理科・英語

・ 全附属小学校において共通の４教科の に関しても､平成17年度
学力テストを実施したことに加え 今後 調査と比較考察できる調、 、
全国共通の学力調査を実施し、学力の実 査を行いカリキュラム改
態を経年的に把握しながら、カリキュラ 善の視点を明らかにす
ムの見直し・改善を図っていくこととし る。
た。 ⅱ 小学校では、国語・

・ 附属幼稚園において、幼児の「発達の 算数・社会・理科の４教
特徴とその配慮点」の報告をまとめ、幼 科においてカリキュラム
児の３年間の発達を見通した指導計画を を検討し､新たなカリキ
作成した また 指導の充実を図るため ュラムの方針を作成す。 、 、
「教育課程・指導計画」を作成した。 る。

ⅲ 幼稚園教育要領の改
善の趣旨を踏まえて､新
たな３年間の指導計画の

【118】 作成方針を明らかにす（平成19年度の実施状況）
ⅰ 中学校において、平成19年度に 【118】 る。
行われる全国統一テスト結果を追 ⅰ 国語・数学の２教科において２年前 ⅳ 小・中学校ともに全
跡調査する。 の調査との結果を比較・分析して、知 国学力テストの結果を活

ⅱ 小学校において、平成18年度に 識を活用する力の向上等に向けてカリ 用する方策について、具
行われた三附属統一テストの結果 キュラムの改善点を明らかにした。 体化する。

、を分析し、カリキュラムの改善点 ⅱ 三附属統一テストの結果を分析して
を明らかにする。 重点内容について授業時間数を増やす

ⅲ 幼稚園において、平成17年度に 方向でカリキュラムの改善点を明らか
作成した「指導計画」に基づき、 にした。
引き続き指導体制を整備し、指導 ⅲ 平成17年度に作成した「指導計画」
を実施する。 に基づいて指導した結果を評価し、幼

児一人ひとりの「体験の多様性や関連
性」に着目して改善点を明らかにした。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【119】
② より多くの受験者を確保したうえで、 教育の実験的・実証的研
教育の実験的・実証的研 多様な児童・生徒の入学等を可能とする 究と教育実習の機関としての

究と教育実習の機関として Ⅲ ため、次の取組を行い、入学者選抜方法 役割を果たすため、引き続き
の役割を果たすため、多様 を改善した。 適正な方法により入学者選抜
な児童・生徒をもって学級 a)附属小学校では、平成17年度選考にお を実施する。
編制が可能となるよう入学 いて、入学者選抜の公示日を早めた。
者選抜方法を改善する。 また、附属中学校では、通学所要時間

による出願資格の条項を撤廃した。
b)２つの附属小学校では、出願資格条項
における通学可能区域を10分ないし20
分広げた。

c)附属幼稚園から附属小学校への連絡入
学を制度化すると同時に、幼稚園の通
園圏を拡大した。

（平成19年度の実施状況）【119】
ⅰ 小学校、中学校において、平成 【119】
18年度までに実施した改善計画の ⅰ 平成18年度までに改善した入学者選
定着を図る。 抜方法の定着を図るとともに、小学校か

ⅱ 幼稚園において、平成18年度ま ら中学校への連絡入学の定義を明確に
でに実施した募集定員を確保する し、中学校の募集要項に明記した。
方策の定着に努めるとともに更な ⅱ 連絡入学の開始や通園地域の拡大、
る改善策を検討する。 年８回の未就園児の会開催など、平成1

9年度の改革の効果により、平成20年度
の募集においては、３歳児の入園志願
者が募集定員を大きく上回り、定員20
名に対して33名となった。これに対応
して、定員確保を図るため、教員数と
の関係で対応可能な園児数として24名
の受け入れを決定した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【120】
② ・ 研究・研修について、附属学校園での ⅰ 平成19年度に引き続
附属学校園教員の指導力 アンケート結果に基づき、かつ法人化後 き、 附属学校園教員の

向上のため、研修内容の充 Ⅲ の勤務形態の変化等も踏まえ、短時間に 指導力向上のための研修
実を図るとともに、本学の 集中して実施するなどの効率化を図っ をサテライト教室の活用
サテライト教室を活用し、 た。 などにより実施する。
附属学校園教員のキャリア ・ 大学や教育委員会等との協力体制を整 ⅱ 平成19年度に実施し
・アップを図る。 備し、道徳の授業研修会、人権及びハラ た附属学校園教員の本学

スメント研修会、スクールカウンセラー 大学院進学希望調査に基
による研修会、キャリア教育やメディア づき、長期履修学生制度
教育の研究実践研修会等、幅広い研修を の導入に伴う諸規程等の
行った。 整備を行う。

・ 各附属学校園において平成17年度教員
研修の実施状況を点検・評価し、これに

、基づき平成18年度教員研修計画を立案し
特に大学教員との連携強化、先輩教員の
活用、教育委員会等指導主事との交流、
小中合同研修会等に重点を置いて教員研
修を実施した結果、指導力が向上した。

・ 附属学校教員が本学大学院に入学する
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ための条件整備に関して、３年以上の長
期在学コースを前提としたうえでの附属
学校でのサテライト教室の開講、土曜日
及び日・祭日や長期休業期間中を利用し
た授業開講・指導の現状と今後の見通し
について調査した。

（平成19年度の実施状況）【120】
ⅰ 各附属学校園の平成18年度の取 【120】
組及び成果と課題を基に、附属学 ⅰ 教員の指導力を向上させるため、以
校園教員の指導力向上のための研 下の計画を策定し、実施した。
修計画を作成し、実施する。 a)校内完結的な色彩の強い研修を改め、

ⅱ 上記ⅰにより実施した成果を評 地域のニーズを取り入れたり、教育委
価する。 員会の人事担当者を招聘したりするな

ⅲ 附属学校の教員が本学大学院で ど、外部からの意見を積極的に取り入
研究できるように、３年以上の長 れた研修へと改革を行った。
期在学コースの設置や単位制の導 b)「短期断続研修」など短いスパンの特
入、検定料、入学金、授業料の免 性を活かした研修を新規に企画したり、
除や減額などの可能性について検 勤務形態との整合性を考慮し、効率性
討する。 をさらに重視した研修を実施した。

c)大学との連携を密にするためできるだ
け多くの大学教員との接触機会を持た
せた。

d)課題とその解決方法とを対応させて学
ぶことができるようにシステマティッ
クな研修を行った。

e)学級経営能力を高めるために、児童の
実態把握とカウンセリングマインドの
涵養を行った。

ⅱ 上記a)からe)までの取組を評価した
結果、それぞれについて次の成果が確
認された。
a)地域との連携が深まった。
b)時間・費用に対する意識が向上し、研
修を効率的に行うことができた。

c)大学教員から多様かつ有益なアドバイ
スを受けることができ、指導力が向上
した。

d)研究課題の問題点とその解決方法を認
識することができるようになり、教員
の資質が向上した。

e)教員に必要な幅広い資質を向上させる
ことができた。

ⅲ 附属学校教員の本学大学院修学希望
について調査した結果、強弱２極の傾
向が見られ、授業料等の経費負担軽減
の要望があることを再確認した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【121】
② ・ 附属学校園と県・市との人事交流が活 ⅰ 教育委員会との附属
福岡県、福岡市、北九州 発に行われている状況を踏まえ、平成16 学校教員の人事交流を引

市との交流人事により、柔 Ⅲ 年度には「附属学校の教員数は、標準教 き続き実施する。
軟で多様な人事を行うとと 員数に達するように努力するとともに、 ⅱ 附属小中学校に主幹
もに、附属学校園の教育研 教育研究活動の活性化及び質の向上を図 教諭を配置する。
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究活動を推進するために、 ることを主眼に決定する」等の点を確認 ⅲ 平成20年度から新規
適正な教員の配置に努め したうえで、大学と福岡県、福岡市、北 採用する附属学校教員の
る。 九州市の各教育委員会とのあいだで人事 給与は、前任地での給与

交流に関する覚書及び協約書を取り交わ 相当額を保証する。
した。

・ 平成17年３月に、大学と福岡県、福岡
市及び北九州市の教育委員会との間で
「人事交流に関する協定書」を取り交わ
すとともに、その後も人事交流の改善点
について定期的に意見交換会を持ち、引
き続き協定書に基づいた交流人事を行う
ことの合意を平成18年度に得た。

・ 附属学校園教員の業務内容について、
教員の週当たり授業時間数等の改善に努
めるとともに、附属学校教員に対してア
ンケート調査を行い、その結果を集約・
検討することにより、附属学校園で共通
に実行することが可能な業務負担軽減方
策を策定した。

（平成19年度の実施状況）【121】
ⅰ 附属学校教員と教育委員会との 【121】
交流人事の改善点について、引き ⅰ 「人事交流に関する協定書」に基づ
続き検討を重ね 「人事交流に関 き、人事交流を行った。その際、理事、
する協定書」に基づき交流人事を ・副学長（学生・社会連携担当）と連
行う。 携して県教育委員会担当者と協議する

ⅱ 附属学校教員の労働条件の実態 機会を設けた。その結果、円滑な人事
を把握し、県・政令市の教員との 交流のためには、県との給与格差が最
標準化の方策を検討する。 も大きな障壁であることが判明した。

「 」 、ⅲ 附属学校教員の業務のあり方を ⅱ 勤務時間管理簿 を適正に管理し
引き続き検討し、各附属学校園で 附属学校教員の労働実態を正確に把握
可能な事柄を実施する。 するように改善した。また、附属学校

ⅳ 標準定員数の確保の問題につい が置かれた各地区別の「調整手当額」
て検討する。 について格差を解消するように努め、

県・政令市の教員の給与等支給額との
平準化を図った。

ⅲ 附属学校教員の業務について、上記
の「勤務時間管理簿」により適正に管
理するとともに、教育研究上やむを得
ない場合に超過勤務手当を支給できる
ように改善した。

ⅳ 標準定員数の確保に向けて、概算要
求するとともに、副校長や主幹教諭の
配置を視野に入れつつ､引き続き方策を
検討した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【122】
② ・ 「福岡教育大学附属学校長期研修員受 長期研修員の受入による
長期研修員等を積極的に 入規程」を制定した。 成果を踏まえつつ、さらに地

受け入れ、公私立学校・園 Ⅲ ・ 附属学校における長期研修員受入の実 域や公私立学校の教育研究活
の教育の質の向上に貢献す 状を把握するために調査を行い、改善点 動の質を向上させるための取
る。 を検討した。 組を継続する。
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・ 各附属学校において、研修内容、研修
方法、研修後の結果の公表方法等につい
て確認し、研修を実施した。

・ 県教育委員会等に聞き取り調査を行っ
た結果、地元教育研究所や教育事務所、
教育センター等での研修成果に関する実
践発表の機会を通して、長期研修員が各
地区の教育研究活動を高めることに寄与
していることを確認した。

（平成19年度の実施状況）【122】
ⅰ 平成19年度に附属学校に受け入 【122】
れた長期研修員の研修を実施す ⅰ 各附属学校に６名ずつの長期研修員
る。 を受け入れ、研修を実施した。

ⅱ 研修後の成果を地域や公私立学 ⅱ 長期研修員が研修の成果を如何に活
校の教育研究活動に活かし、高め かしているかについて、所属学校や地
ているかを検証する方策について 域、教育関係機関での発表や研修の成
検討し、検証を行う。 果となる取組の有無に関する調査を実

施した。その結果、所属学校では研修
主任を務め、積極的に研修をリードし
ている事例や、教育センター等で講師
として成果をあげている事例等が見出
され、長期研修員の制度が公私立学校
園の教育の質向上に資するものである
ことが判明した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【123】
③ ・ 平成17年度及び平成18年度に全附属学 安全管理の観点から、
附属学校園の施設の安全 校園の施設の安全管理体制の現状を調査 必要な箇所の改修等を行

管理体制を整備・強化する Ⅲ し 「安全管理体制の取組状況」として う。、
とともに、老朽施設等を点 まとめた。この点検結果から、全附属学
検し、改善に努める。 校において安全管理が校務分掌に位置づ

けられる等、安全管理体制が整備・強化
されていることを確認した。

（平成19年度の実施状況）【123】
ⅰ 附属学校園施設の「安全管理実 【123】
施記録簿」を整備し活用を図ると ⅰ 各附属学校園施設の「安全管理実施
ともに 安全管理体制を強化する 記録簿」の整備や活用の状況について、 。

ⅱ 附属学校園施設の「老朽施設管 調査したところ、各校園の状況に差異
理簿」を整備し、点検・修理・処 が見られたため、モデルとなる「安全
理等を記録し、安全管理の徹底を 管理実施記録簿」を作成し、各校園に
図る。 おける安全管理の強化を図った。

ⅱ 各附属学校園施設における「老朽施
設管理簿」の整備状況や活用状況につ
いて調査した結果を踏まえ、安全管理
作業の適正化及び合理化の観点から「安
全管理実施記録簿」の中に老朽施設の
管理を組み込み、特に留意を要する箇
所については写真を添付する様式に改
善し、的確な点検・管理を行い得るよ
うにした。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【124】
③ ・ 防災体制や防災マニュアルの点検を行 防災の観点から、必要
附属学校園の防災体制を い、その結果、校則を改正し、校務分掌 な箇所の改修等を行う。

見直すとともに、防災マニ の中で新たに防災担当の学校安全主任を
ュアルを作成し、その徹底 Ⅲ 設置した。
を図る。 ・ 全附属学校園において、教職員に防災

体制と防災マニュアルを周知・徹底させ
るとともに、児童・生徒・園児と教職員
が合同して防災のための避難訓練を実施
した。

・ 一部の附属学校で携帯電話・電子メー
ルを活用した災害時等の学校緊急連絡網
システムを導入した。他の附属学校園に
おいても早期に稼働させる方向で検討し
た。

・ 防災の観点から施設設備を点検した結
果、さらに改修の必要な箇所を確認し、
改善を図ることとした。

（平成19年度の実施状況）【124】
ⅰ 防災対策に関する理解を向上さ 【124】
せるため、防災に関する講習会を ⅰ 全附属学校園において、児童・生徒
行う。 ・園児と教職員が合同して火災のため

ⅱ 防災の観点から改修の必要な箇 の避難訓練を実施し、防災のための講
所を点検し、改善策を策定する。 習を行った。また、附属福岡小・中学

校においては、平成18年度に導入した
携帯電話・パソコンの電子メールを活
用した災害時等の学校緊急連絡網シス
テムを引き続き活用し、防災体制を強
化した。

ⅱ 防災の観点から施設設備を点検した
結果、さらに改修の必要な箇所を確認
し、改善を図ることとした。特に、附
属福岡小学校体育館の老朽化が進んで
おり、地震等の災害時に危険であるた
め、改築を検討した。また、附属福岡
中学校では、特別教棟の耐震改修工事
を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【125】
③ ・ 不審者などの侵入の防止に対応した防 防犯の観点から、施設
不審者等の侵入を防止す 犯体制について見直しを行い、防犯マニ ・設備等を点検し、必要

る等、防犯体制に万全を期 Ⅲ ュアルを整備するとともに、防犯の観点 に応じて改善を図る。
すために、施設・設備面の から施設設備を点検する体制を整え、点
点検・改善及び学校運営面 検を定期的に実施した。

、の対策を併せて総合的に行 ・ 登下校時における安全対策については
、う。 日々徹底した安全指導にあたるとともに

特に連休・長期休業前の安全教育や事件
発生時における安全教育を重点的に実施
した。

・ PTA、地区の警察署及び教職員による
パトロールや、不審者侵入への対策とし
て危機管理研修会等を行い、防犯対策の
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徹底を図った。
・ 防犯教室を実施し、警察官から不審者
侵入時の対応方法等について直接指導を
受け、通報から警察官の到着までの間の
不審者への対応について、マニュアルを
改善した。

・ 防犯の観点から、施設設備を定期的に
点検するとともに、点検項目としてフェ
ンスや門扉等に関する細目を追加し、改
修が必要な箇所の点検を行い、全附属学
校園において防犯カメラを増設した。

（平成19年度の実施状況）【125】
ⅰ 防犯教室を実施して繰り返し訓 【125】
練を体験することでその場に応じ ⅰ 教職員及び全児童・生徒に対する防
た対応ができるようにするととも 犯教室を昨年に引き続き実施し、繰り
に、防犯意識を高める。 返し訓練をすることでその場に応じた

ⅱ 地域の不審者情報を速やかに伝 対応ができるようにするとともに、防
達する方法の確立を図る。 犯意識を高めた。

ⅲ 防犯の観点から、施設・設備に ⅱ 不審者情報の伝達方法の一部に不備
関して、改修の必要な箇所を点検 があった点を改善し、全附属学校園に
する。 おいて情報伝達方法を確立するととも

に、これを効果的に活用した。
ⅲ 防犯の観点から日々のパトロール体
制を確立し、施設・設備に関して改修
の必要な箇所を点検して報告を行った。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

○ 教育研究等の質の向上の状況

ⅰ） 教育研究の高度化、個性豊かな大学作り等を目指した、教育研究活
動面における特色ある取組

① 教養教育の改善について、導入教育・キャリア教育・体験的学習の重
視、情報化・国際化社会への対応、教員養成系大学に相応しい健康増進
教育の推進等の観点から、次の取組を行った。
1)大学入門科目「フレッシュマンセミナー」の新設
2)キャリア教育に関する科目「キャリアデザイン」等の新設
3)ボランティアに関する科目「ボランティア実践入門」の新設
4)情報技術に関する科目の授業内容改善
5)外国語科目の授業内容改善
6)保健体育科目の授業内容改善

② 教員養成教育をさらに充実・強化する観点から、次の取組を行った。
1)教員養成教育の内容及び方法を検討する専任組織として「教職課程運
営委員会」を設置した。

2)学部と大学院とが一体となり本学の教員養成機能の向上を図る観点か
ら、初等教育教員養成課程に「英語 「技術ものづくり」及び「生」、
活・総合」の３つの選修を新設することとし、平成21年度に実施に移
すことを決定した。

3)障害児教育教員養成課程において、全５領域の特別支援学校教諭免許
取得に対応したカリキュラム改善を実施した。

4)平成20年度に４年次生を対象として新設予定の「教職総合実践演習」
において、教職経験者または現職教員の視点を取り入れるため 「教、
職実践指導講師」の非常勤時間枠を新設することを決定した。

5)現行大学院のカリキュラムについて、教科専門分野と教科教育分野を
融合した「発展科目」の開設により体系的に再編成することとした。ま
た、障害児教育専攻において、全５領域の特別支援学校教諭専修免許
取得などに対応したカリキュラム改善を行った。

6)平成21年度に教職大学院を設置することを目指し、現行大学院を改組
してカリキュラム改革を実施するための準備を行った。これにより、
教育現場から求られている「高度の実践力・応用力を備え、学校現場
の諸課題に即応できるリーダー的教員の養成」と「深い学問的理解に
基づいて特定分野のエキスパートなる教員の養成」の双方に対応する
教育体制を充実させることとした。

③ GPAによって学修程度を評価し、学生指導に役立てるため、学部にお
いて「成績不振学生に対する履修指導」を積極的に実施した。その際、
「成績不振」を判定するための全学共通の基準を設定し、総修得単位数
が各期ごとに16単位を累積した数に満たず、またはGPA値が2.5未満であ
る学生を指導対象とした。

④ 教育実習をはじめとする実習教育や、体験的・臨床的学習をさらに充
実させるため、次の取組を行った。
1)「教育実習改善プラン」に基づき 「平成20年度以降の教育実習にかかわる、
夏季休業中の実習指導体制」について検討し、指導案の作成および教材研

究について附属学校の提示した課題について、実習生が大学教員の指導の
もとで取り組む体制を平成20年度から開始することとした。

2)平成16年度に採択された特色GP「障害児支援経験を通した教員養成プ
ログラム －豊かな人間性と高い指導力を目指して－」が平成19年度
に最終年度を迎え、総括的な取組を行い、その成果を報告書として公
表し、全学及び社会に広く還元した。

3)博物館実習では、教務委員会から２名の博物館実習担当者を選定し、
事前指導を行うとともに、実習参加者のレポ－トに基づき事後指導を
行うなど、きめ細かな実習指導を実施した。

4)生涯教育３課程において実施されている社会福祉現場実習やインターンシ
ップ等については、各担当講座における指導体制の改善（担当者の明確化な
ど）及び受入先の開拓を推進するとともに、各講座独自の「インターンシッ
プノート」の作成・活用や 「事前指導－現場実習/インターンシップ－事後、

」 、 。指導 という実習サイクルの確立等により きめ細かな指導体制を確立した
5)保健管理センターにおいて、イメージ療法ワークショップ、心身健康
セミナーなど毎回新しいテーマを取り上げ実施した。また、障害児・
者の支援機器や医療機器を毎年追加購入し、体験実習プログラムを充
実させた。

6)障害児治療教育センターにおいて、上記特色GP「障害児支援経験を通
した教員養成プログラム」と連動した介護等体験授業のサポートなど
を通じて、学生の体験的・臨床的学習の支援等を行った。

⑤ FD委員会や附属教育実践総合センターに加え、新設の「教務関係委員
会連絡会議」(教務委員会、カリキュラム検討委員会等により構成)及び
「教職課程運営委員会」等の相互連携のもと、学生による授業評価や社
会のニーズを教育内容・方法に反映させるための全学的システムを構築
するべく、次の取組を行った。
1)教務関係委員会連絡会議を核として「自己点検評価の教育活動へのフ
ィードバックシステム」を構築・運用し、学生による授業評価を含む
自己点検評価結果や各種調査結果を教育活動にフィードバックし、そ
の改善に結びつけることを可能とした。

2)「現場のニーズを本学の教育内容に反映させる」ことを目指す観点か
ら、各講座・教員が学校現場のニーズその他の実情に関し保有する情
報を全学的に共有し、本学の教育内容に反映させるため、教職課程運
営委員会と教務関係委員会連絡会議が連携するシステムを構築した。

⑥ 学生に対する学修・生活・就職活動上の指導・支援の体制をより強化
するため、次の取組を行った。
1)各講座に教務担当、学生指導担当、就職担当及び学年担当の各教員を
配置し、事務職員との連携を強化した。

2)「学生情報総合システム」の運用を開始し、教職員が個々の学生の情
報を迅速かつ的確に把握し、修学支援等に着手した。

3)学生支援のスキルを向上させるため、教職員に対し「学生相談の対応
心得」を配布したほか 「学生支援研究会」を開催し、不適応学生へ、
の支援など様々なテーマについて意見・情報交換を行った。

4)年３回のハラスメント相談員研修会の実施に加えて、ハラスメント相
談員ハンドブックを作成し、ハラスメントへの対応体制をさらに充実
させた。
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5)キャリア支援センターの主導により就職担当教員と事務職員で構成す
る「就職担当者連絡会」を定期的に開催し、学生の就職活動の動向等
に関する情報を共有し支援に役立てる体制を整えた。

⑦ 平成19年度に決定した教員活動評価基準の評価項目を用いて（本調査
の目的のために一部改変 、平成15年度から19年度における各講座・セ）
ンターの研究業績数を調査し、その結果を検証したところ、本学の研究
活動が平成18年度以降、量的かつ質的に活性化し、また教育に関する研
究業績の割合も高まる傾向にあることを検証した。

⑧ 社会連携・地域貢献を推進するため、次の取組を行った。
1)福津市教育委員会との間で、共同して教育研究活動を促進するととも
に、地域の学校教育の発展に資するため、連携協力に関する協定を締
結した。

2)陸上競技を通した青少年育成により地域社会の発展に寄与するため、
トヨタ自動車九州及び宗像市との間で相互連携協力のための協定を締
結した。そのうえで、全面改修を行った多目的グラウンドを使用し、
青少年を対象とした陸上教室を開催した。

⑨ 開発途上国等の教育水準向上のためのプロジェクトとして、JICAから
NGO「エデュケーショナル・サポート・センター(Edu)」が受託している
「青年研修事業（カンボジア国教育分野：理数科教員 」に係る研修プ）
ログラムの一部を本学において実施した。また、NGO「カリブーニケニ
アの会」とも連携を開始し、アフリカ英語圏理数科教員研修プログラム
を実施した。

ⅱ）国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた、教育研究活動
を円滑に進めるための工夫

① 教員の研究活動を活性化・円滑化するため、次の取組を行った。
1)平成18年度に試行的に実施した教員活動評価の結果を点検し、教員活
動評価基準について、評価項目の追加やポイントの修正による整備を
行った。そのうえで、平成19年度は、学長を長として新たに設置した
「教員活動評価委員会」のもと、教員の活動成果のうち、平成14年度
から18年度までの研究業績に限定して評価を実施し、特に優秀な教員
に対して学長表彰を行うこととした。

2)教員が勤務場所を離れて研究に専念するものとして、サバティカル制
度の導入を決定し、制度の実施にあたっては、教員活動評価の結果も
考慮することとした。

② 大学全体の研究活動を活性化・円滑化するため、次の取組を行った。
1)学長裁量経費により「教員養成教育研究開発プロジェクト （３件）」
及び「教員養成GP等推進プロジェクト （２件）を採択するなど、継」
続して教育や子育て支援などに関する諸課題の解決に資する研究を推
進した。

2)独立行政法人教員研修センター嘱託事業「教員養成モデルカリキュラ
ム開発プログラム」において 「若手教員の授業力向上のための教員、
研修モデルカリキュラムの開発」が採択をされ、福岡県教育委員会と
共同で研究を進め、その成果を報告書として公表した。また、福岡県
下の教育委員会が主催する研修に、本学及び教育委員会・教育センタ
ーが連携して作成した研修冊子を用いて行う教員研修プログラムを提
供し、４会場延べ658名が参加した研修会を行った。

3)教員の研究成果である職務発明等を大学の知的財産として保護・管理
・活用することを通して 大学全体の研究活動を活性化するため 国、 、「
立大学法人福岡教育大学知的財産ポリシー」を策定した。

③ 教員養成系大学としての特性を活かし、学校教育や生涯教育に関する
諸機関・団体と連携しつつ、またそのニーズに応じて教育研究等を円滑
に進めるため、次の取組を行った。

、 、1)教職大学院を設置するため 主として地元の小・中学校を実習校とし
生徒指導や学校経営等について、より実践的な大学院教育を推進するこ
とを計画した。

2)大学院において現職教員のリカレント教育のニーズに対応するため、長
期履修学生制度の導入を決定した。

3)大学として学外諸機関・団体の研究上のニーズを把握し研究連携等を
組織的に推進するため 「教務関係委員会連絡会議 「教職課程運営、 」、
委員会」及び「教育界代表者」が連携するシステムを構築した。

、 、④ 本学の教育研究活動等について その成果の公開を促進するとともに
活動の活性化・円滑化を図るため、本学ホームページを活用し、次の取
組を行った。
1)就職支援の充実策として、在学生向けに加え、卒業生及び企業向けの
サイトを開設するとともに、利用者からの質問や要望を受け付けるた
めの専用メールアドレスを開設した。

2)大学として重点的に研究資金を配分し推進した学内研究プロジェクト
の研究成果を公表した。
3)機関リポジトリの拡充を図り、学位論文、教育実践資料、公開講座資
料及び美術分野を中心とした作品等を収録し公開した。

4)教員の教育研究活動を本学ホームページ上に「教員総覧」として公開
した。

5)「福岡教育大学の社会連携・協力活動について」のページを開設し、
本学の社会連携の実績及び「福岡教育大学人材バンク」の内容を積極
的に情報提供し、社会連携活動をより活性化するための条件を整備し
た。

6)国際協力機関やNGO、NPO等との連携を促進するため、国際交流・貢献
活動状況及びNGO・NPO向けの相談窓口情報を新たに掲載した。

○ 附属学校について

ⅰ） 教育研究活動面における特色ある取組

① 教育実習の充実策として、次の取組を行った。

【平成16～18事業年度】
1)附属教員と大学教員がより密接に連携した指導体制を構築する等の観
点から、学校教育３課程の主免（基礎免）実習を可能な限り年１回の
実施とする方針のもと、教育実習改善案を策定し、平成20年度から実
施することとした。

2)「教育実践ハンドブック －教育実習の手引き－」を作成するととも
に、調査・研究等を通してその内容に吟味を加え、より実践的・具体
的な手引きに改訂した。
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【平成19事業年度】
1)上記改善プランの平成20年度実施に向けて、まず中学校教員免許取得
に係る教育実習について､平成19年度まで前期に行っていた学校教育
３課程の主免（基礎免）実習を９月に行う方向で改善案を策定した。

2)「教育実践ハンドブック －教育実習の手引き－」の内容を検討し､
平成20年度版を作成・発行した。

3)大学の保健管理センターと連携し、教育実習中の学生の健康管理・メ
ンタルヘルスケアに当たった。

② 大学との共同研究を推進するため、次の取組を行った。

【平成16～18事業年度】
1)教育学部・附属学校共同研究会議での検討作業を経て、中等教育研究
部、初等教育研究部、幼児教育研究部、障害児教育研究部の各委員が
中心となり、教職・教科教育と教科専門が密接に連携して研究プロジ
ェクトを複数立ち上げ、その研究成果を報告書として発行した。

2)カリキュラムや教材開発の事例集を作成し、これを研究発表会や公立
学校等の教科等研究会への派遣指導等において有効に活用するため、
体制等の整備・充実を図った。

【平成19事業年度】
1)プロジェクト全体の推進計画及び各研究プロジェクトの推進計画を年
度当初に作成したうえで これらの計画に基づいて共同研究を推進し､、
その成果を年度末に報告書にまとめた。

2)各研究プロジェクトにおいて、公立学校等学外からの照会に対応する
（ ） 、 。担当者 部門 を配置し これを中心として照会等への対応を行った

ⅱ）教育研究活動を円滑に進めるための工夫

① 教育委員会や公私立学校と連携を円滑に進め、学校教育に関する諸問
題に関する研究を活性化するとともに、その成果を地域社会に還元し、
教育の活性化と質の向上に貢献するため、次の取組を行った。

【平成16～18事業年度】
1)附属学校の研究の活性化を図り、研究成果の公開・活用の方法につい
て検討するために、各附属学校において研究発表会開催の趣旨・目的
・時期・方法等について調査し、その現状把握を行った。また、研究
成果の公開・活用に関しては、一部の附属学校において高等学校や私
学関係者の参加促進のための呼びかけをし、参加者が増大したことを
受けて、この取組をすべての附属学校で積極的に行った。

2)福岡県、北九州市、福岡市の各教育委員会と取り交わした「連携協力
に関する協定書」に基づき、教師の資質向上に関する研究の推進に取
り組むため、各附属小中学校に各年度６名ずつ県教育委員会長期派遣
研修員を受け入れた。

3)公立学校や教育センターで主催する研究発表会等における指導助言や
講師派遣等を積極的に行った。また、附属学校で主催する授業研究会
及び公開授業等を公私立学校に案内するとともに、研究の成果を積極
的に地域の教育機関や関係者に公開した。

【平成19事業年度】
1)引き続き各小中学校において６名ずつ県教育委員会長期派遣研修員を

、 。受け入れ 中間報告書の作成や報告会の開催を通して研究を推進した
2)附属学校における研究発表会や公開授業に加え、福岡県教育センター
の講座における授業提供や講義を実施した。

3)福岡県、福岡市及び北九州市との交流人事により採用する附属学校教
員の給与格差について、平成20年度から新規に採用する者から解消す
ることとした。

② 教育の実験的・実証的研究機関として教育内容・システムの開発に寄
与するため、次の取組を行った。

【平成16～18事業年度】
1)全附属中学校において、５教科の共通学力テストを実施し、その結
果を様々な角度から分析し、カリキュラム改善のための基礎資料を
得た。また、２学期制を導入して授業時間を確保し、カリキュラム
改善の条件を整えた。

2)全附属小学校において共通の４教科の学力テストを実施したことに
加え、今後、全国共通の学力調査を実施し、学力の実態を経年的に
把握しながら、カリキュラムの見直し・改善を図っていくこととし
た。

3)附属幼稚園において、幼児の「発達の特徴とその配慮点」の報告を
まとめ、幼児の３年間の発達を見通した指導計画を作成した。また、
指導の充実を図るため 「教育課程・指導計画」を作成した。、

4)附属小倉小学校及び附属久留米中学校において、少人数学級に関する
調査研究（文部科学省委託事業）を実施した。

【平成19事業年度】
1)前年度に引き続き、本学が幹事校となって、本学附属小倉小学校、香
川大学附属高松小学校及び山形大学附属中学校との連携で少人数学級
の教育効果に関する調査を実施するとともに、全附属小学校において
基本的な生活習慣や学級満足度等に関する調査を実施し、平成20年５
月に報告書を刊行することとした。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

10億円 10億円
該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発
発生等により緊急に必要となる対策費 生等により緊急に必要となる対策費とし
として借り入れすることも想定され て借り入れすることも想定される。
る。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし 該当なし 該当なし

Ⅵ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は 決算において剰余金が発生した場合は、 教育環境基盤整備 １０，４４５千円、
教育研究の質の向上及び組織運営の改善 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に 学生生活環境整備 ５４，８６９千円
に充てる。 充てる。 計 ６５，３１４千円

福岡教育大学
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Ⅶ そ の 他 １．施設・整備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の 予定額 財 源 施設・設備の 予定額 財 源 施設・設備の 予定額 財 源
内容 (百万円) 内容 (百万円) 内容 (百万円)

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金
(175百万円) (625百万円) (625百万円)

・小規模改修 船舶建造費補助金 ・自然科学教 船舶建造費補助金 ・自然科学教 654 船舶建造費補助金
175 ( ０) 棟改修 654 ( ０) 棟改修 ( ０)

・災害復旧工 長期借入金 （附属福岡中 長期借入金 （附属福岡中 長期借入金
事 ( ０) 学校特別教棟 ( ０) 学校特別教棟 ( ０)

国立大学財務・経 改修を含む 国立大学財務・経 改修を含む 国立大学財務・経。） 。）
営ｾﾝﾀｰ施設費補助 営ｾﾝﾀｰ施設費補助 営ｾﾝﾀｰ施設費補助
金 ( ０) ・小規模改修 金 ・小規模改修 金

( 29百万円) ( 29百万円)

(注１) 金額については見込みであり、中期 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務
目標を達成するために必要な業務の実 の実施状況等を勘案した施設・設備の整備
施状況などを勘案した施設・設備の整 や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の
備や老朽度合などを勘案した施設・設 改修等が追加されることもあり得る。
備の改修などが追加されることもあ
る。

(注２) 小規模改修について17年度以降は16
年度同額として試算している。
なお、各事業年度の施設整備費補助

金、船舶建造費補助金、国立大学財務
・経営センター施設費交付金、長期借
入金については、事業の進展などによ
り所要額の変動が予想されるため、具
体的な額については、各事業年度の予
算編成過程などにおいて決定される。

○ 計画の実施状況等 【小規模改修】
平成19年度当初予算で営繕事業の障害児第二・幼児教育教棟便所改修､大学院 音（

【自然科学教棟改修】 楽）他空調設備改修､屋外消火栓埋設配管他改修等､29百万を実施した。
（附属福岡中学校特別教棟改修を含む ）。
概算要求事項である施設整備事業の内､自然科学教棟改修及び附

属福岡中学校特別教棟改修が補正予算により措置された。
当該事業は､平成19年2月に施設整備費補助金として交付を受け､

設計業務及び改修工事625百万を平成19年に繰り越し実施した。
（工事完成 平成20年3月）
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Ⅶ そ の 他 ２．人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

中期目標期間中に定年を迎える者は、大 （１）大学教員については、採用・昇任に際
学教員が52名 25％ 事務系職員が41名 3 して、教育活動、研究活動、社会貢献活動及 『Ⅰ業務運営・財務内容等の状況（ ）、 （
4％）である。 び大学運営への貢献を適切に評価する教員選 (1)業務運営の改善及び効率化
大学教員については、任期制導入の可能 考基準を作成し、評価を適切に行う検討体制 ③人事の適正化に関する目標』

性を引き続き検討することとしており、採 を整備し、人事の適正化、各組織の活性化を
用・昇任に際しては 教育活動 研究活動 目指す。 p.14～17 年度計画No.７，８，12，13参照、 、 、
社会貢献活動及び大学運営への貢献を適切 （２）附属学校教員については、福岡県教育
に評価する人事評価システムの構築を図る 委員会、福岡市教育委員会、北九州市教育委 『Ⅱ教育研究等の質の向上の状況
など、人事の適正化に努め、各組織の活性 員会との連携をさらに強化し、人事交流を継 (3)その他の目標
化を目指す。 続する。 ②附属学校に関する目標』
附属学校教員については、福岡県教育委 （３）事務職員については 「九州地区国立大、

員会、福岡市教育委員会、北九州市教育委 学法人等人事交流制度」を活用し、職員の能 p.79 年度計画No.121参照
員会との連携をさらに強化し、人事交流を 力・資質の向上と、組織の活性化を図る。
継続する。 （４）全学的な観点での人員配置構想の策定
事務職員については 「九州地区国立大学 にあたり、教育研究及び全学的な人件費を配、

法人等職員採用試験」による採用と 「九州 慮した計画を立案し、構想に沿った再配置を、
地区国立大学法人等人事交流制度」を活用 実施する。
し、職員の能力・資質の向上と、組織の活
性化を図る。 （参考１）平成19年度の常勤職員数 430人

、 。全学的な観点での人員配置構想の策定に また 任期付職員数の見込みを0人とする
あたり、人件費総額及び標準定数を配慮し
た縮減計画を立案し、構想に沿った再配置 （参考２）平成19年度の人件費総額見込み
を実施する。 4,155百万円（退職手当は除く）
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（ 、 ）○ 別表１ 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収 容 数 定員充足率

(a) (a) (b)/(a)×100
（ ）％

教育学部
初等教育教員養成課程 １,０４０ １,１９４ １１４.８
中等教育教員養成課程 ４８０ ６０９ １２６.９
障害児教育教員養成課程 ２００ ２４０ １２０.０
共生社会教育課程 ２６０ ３２６ １２５.４
環境情報教育課程 ３００ ３３８ １１２.７
生涯スポーツ芸術課程 ２４０ ２７０ １１２.５

学士課程 計 ２,５２０ ２,９７７ １１８.１

教育学研究科（修士課程）
学校教育専攻 ３０ ４３ １４３.３
障害児教育専攻 １６ １２ ７５.０
国語教育専攻 １６ ９ ５６.３
社会科教育専攻 １６ １７ １０６.３
数学教育専攻 １６ １６ １００.０
理科教育専攻 ２０ ２１ １０５.０
音楽教育専攻 １４ １９ １３５.７
美術教育専攻 １６ ２１ １３１.３
保健体育専攻 １４ １３ ９２.９
技術教育専攻 １４ １３ ９２.９
家政教育専攻 １４ １２ ８５.７
英語教育専攻 １４ １３ ９２.９

修士課程 計 ２００ ２０９ １０４.５

○ 計画の実施状況等

（ ）収容定員と収容数に差がある場合の理由等 定員充足が90％未満の場合

「教育学研究科（修士課程 」）
大学院全体の定員充足率は104.5％と適正である。これは、平成18年

度入学試験から入試科目の精選並びに入試説明会の実施を含む広報の強
。 、 、 、化を図ってきた結果である 一方 障害児教育75.0％ 国語教育56.3％

家政教育85.7％の定員充足率が90％未満であるが、この３専攻について
も、これまでと同様、教育の充実に積極的に取り組むとともに、定員充
足への取り組みをより一層推進している。
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について

（平成１６年度）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 在学者数 (K)左記の外国人留学生のうち 左記の留学者数の

（A） （B） 留学生数 休学 留年 （J） (J）/(A)×100うち､修業年数を

【 】（C） 国費 外国政府 者数 者数大学間交流 超える在籍期間が (B)－(D,E,F,G,Iの合計)

２年以内の者の数留学生数 派遣留学 (H)協定等に基 （G)

（D） 生数(E) (I)づく留学生

等数（F）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学部 2,520 2,956 34 0 0 0 56 143 101 2,799 111.1

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学研究科 200 206 31 2 0 0 14 10 10 180 90.0

（平成１７年度）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 在学者数 (K)左記の外国人留学生のうち 左記の留学者数の

（A） （B） 留学生数 休学 留年 （J） (J）/(A)×100うち､修業年数を

【 】（C） 国費 外国政府 者数 者数大学間交流 超える在籍期間が (B)－(D,E,F,G,Iの合計)

２年以内の者の数留学生数 派遣留学 (H)協定等に基 （G)

（D） 生数(E) (I)づく留学生

等数（F）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学部 2,520 2,976 28 0 0 0 42 143 116 2,818 111.8

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学研究科 200 205 32 1 0 0 5 7 7 192 96.0

福岡教育大学
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（平成１８年度）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 在学者数 (K)左記の外国人留学生のうち 左記の留学者数の

（A） （B） 留学生数 休学 留年 （J） (J）/(A)×100うち､修業年数を

【 】（C） 国費 外国政府 者数 者数大学間交流 超える在籍期間が (B)－(D,E,F,G,Iの合計)

２年以内の者の数留学生数 派遣留学 (H)協定等に基 （G)

（D） 生数(E) (I)づく留学生

等数（F）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学部 2,520 2,975 31 0 0 0 28 140 107 2,840 112.7

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学研究科 200 232 40 2 0 0 12 0 0 218 109.0

（平成１９年度）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 在学者数 (K)左記の外国人留学生のうち 左記の留学者数の

（A） （B） 留学生数 休学 留年 （J） (J）/(A)×100うち､修業年数を

【 】（C） 国費 外国政府 者数 者数大学間交流 超える在籍期間が (B)－(D,E,F,G,Iの合計)

２年以内の者の数留学生数 派遣留学 (H)協定等に基 （G)

（D） 生数(E) (I)づく留学生

等数（F）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学部 2,520 2,977 26 0 0 0 45 151 119 2,813 111.6

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ％

教育学研究科 200 209 36 1 0 0 9 9 9 190 95.0

福岡教育大学


